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1 章-1 

1 章 序論 

1. 1  背景 

近い将来に発生が予想される南海トラフ巨大地震は、建物, 人的, 施設及び経済等に様々な被害

を及ぼすと、内閣府のワーキンググループによって図 1.1 に示す地震予想震度分布などが報告され

ている 1)。さらに予想困難な地震の発生も考慮し、被害の低減対策が急務となっている。建物にお

ける、地震などの振動を低減する手法には耐震や免震、制振などがあり、特に 1995 年に発生した阪

神･淡路大震災以降では地震対策としてその有効性が認知され、主に大規模な建築物などに普及して

いる。そして、2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震では、それらの構造は地震の影響が低減さ

れ、振動に対して効果があることが、建物特性の計測記録などによって示された 2)。

図 1.2 は東北地方太平洋沖地震における、東京都内の耐震と制振, 免震構造の加速度計測値であ

る 3)。各建物の南北方向における頂部の加速度は地盤に対して、耐震構造では約 2.3 倍となること

に対して、制振構造は 1.6 倍, 免震構造は 0.9 倍とであり、免震, 制振が耐震構造と比べて加速度低

減に有効であることが分かる。また、加速度低減においては、免震構造の方が制振構造よりも効果

がさらに大きい。したがって、地震に対して免震構造がより有効となる場合があるが、建物構造や

立地条件などで、必ずしも免震構造が適用され訳ではない。高層建物に採用する場合の引抜や、周

期を大きくするための移動量の確保による制約があるためである。制振構造はそのような制約が免

震構造より小さいため、免震構造にとって不向きな条件である、超高層建物や敷地価格が高い都心

においてしばしば適用されている。

その制振構造に用いられる減衰装置(ダンパー)の特性や形状は、図 1.3 に示すように様々である 4)。

ダンパーの形状によって、その取付け方法も異なり、本論文で検証する「筋違型」や「壁型」など

が有る。ダンパー種類は、材料特性の差異から大きく分けて、粘性材料などを用いた「速度依存型」

と、鋼材などを用いた「変位依存型」がある。それらのダンパーの力－変位の履歴は主に楕円また

は角型であり、エネルギーの吸収方法が異なる。変位依存型ダンパーは、荷重が降伏した後は、楕

円と比較し同じ変位であればエネルギー吸収が大きい場合があるが、荷重が降伏する前は弾性体で

エネルギー吸収しないため、建物の層間変位を低減することは可能であるが、速度依存型と比較す

ると加速度を増加する傾向がある。一方、速度依存型ダンパーは変位依存型と異なり、小～大変形

においてエネルギー吸収するため、特に加速度応答において効果的に建物振動を低減できる。しか

し、建物の時刻歴解析における速度依存型ダンパーの特性モデル式の精度には、振動条件によって

限界があると最近指摘されており 4)、解析への影響が明確になっていない。

図1.1 南海トラフ地震予想震度分布(内閣府WG資料)
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1 章-2 

図 1.2 東北地方太平洋沖地震 建物の応答低減  (東京における計測記録)

図 1.3様々な制振構造用の減衰装置の特性と形状の種類
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1 章-3 

１.２ 粘性流体のせん断変形抵抗力を用いたダンパーの既往研究による特性モデルとその課題 

１.２.１ 既往研究における粘性ダンパーのせん断変形による抵抗力の発生原理の考え方

速度依存に特性が依存する粘性流体を有するダンパー「粘性ダンパー」には、力の発生原理によ

り 2 種に分けられる 4)。ダンパー部材内の粘性流体を封入し、その中のピストンなどの挙動により

力が生じる「流動抵抗型」と、2 つの面に挟まれた粘性流体の挙動による「せん断抵抗型」である。

前者と比較し後者は、ダンパー特性に対する粘性流体の影響が大きく、また高粘度の粘性流体を用

いられることが多い。本論文で対象とするのは、後者のせん断抵抗型の粘性ダンパーである 5)。な

お、せん断変形抵抗力を用いた粘性ダンパーについて笠井研では今まで研究されていない。 

図 1.4 は粘性流体のせん断力の発生原理を表している。せん断間隔 d の 2 枚の平行な面の間に粘

性流体を充填し、下面を固定，上面は速度 dud / dt で下面に対して平行移動して、流体の各部分がお

互いにすべり合うのを妨げ粘性流体のせん断力が生じる。その単位面積あたりせん断応力は、dud / dt
や d で決定される 6)。

既往研究では以下に示すように、特性を簡易に設定している。せん断応力がせん断変形速度に比

例する物質であるニュートン流体の力と速度の関係は式(1.1a)で表せ、その特性はニュートン粘性法

則と呼ばれる。この関係は気体や低分子の液体（空気，水，グリセリンなど）で成立する。また、

物質の構成分子が連鎖構造か凝縮構造であるため、速度増加に伴い構造が細分化されて力の増加率

が減少する。この時のせん断力 Fd の傾向は、式(1.1b)のべき乗数 α( < 1)でダンパー速度 dud / dt をべ

き乗した項と粘性係数 C の積で表され、非線形粘性モデルとよばれる。これは、物質の構成が複雑

である液体（コロイド溶液，高分子液体など）で成立ち、この物質はニュートン流体に対して非ニ

ュートン流体と呼ばれる 1 つである 6)。なお、非ニュートン流体においてべき乗数 α(> 1)の物質(ダ
イラタント流体)も存在するが、本論文ではその特性を対象としない。また、式(1.1a)であるなら下

面に対する距離に速度が比例するため、力の勾配が図 1.4(a)に示すように直線となるが、式(1.1b)で
ある場合は上面に近づくほど力の増加率が徐々に低下する。なお、2 章以降に示すように、本論で

対象とする粘性ダンパーの実際の特性は、式(1.1a)で表せないためは、図 1.4(a)はイメージ図である。

(1.1 a,b) 

１.２.２ 既往研究における粘性ダンパーのせん断変形による抵抗力のモデルとその精度 

本論文で検討するダンパーに適用する材料は、炭化水素系高分子で構成された、30℃で

8000Pa・s の粘度である粘性流体である。なお、水や潤滑油, マヨネーズの各粘度は、約 0.001, 
1, 8Pa・s であり、それらと比較すると使用する粘性流体の粘度が非常に高いことが分かる。

(a) 力の発生原理

d

S

Fd:粘性流体のせん断力 
V上面

下面

dt
ducF

dt
ducF d

d
d

d ,

図 1.4粘性流体のせん断力の発生原理のイメージ図と、力と速度の関係

(a) 力と速度の関係

dt
dud

dt
dud

Fd (1.1a)

(1.1b)
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1 章-4 

これを用いた粘性ダンパーの力 Fd (kN) は、既往の研究において実験

式として式(1.2a-c)で表されている 5)。これは、建物解析で適用を目的と

した工学式で、速度領域で異なる係数を有する式(1.1b)であり、せん断

隙間 d(mm), せん断面積 AS (m2) と粘性流体温度 T, 速度 ud (mm/s) で表

される 1)。制振構造物の 1 次固振動数近傍で比較的振幅の大きい条件と

して、振動数 0.25Hz, 振幅±20mm の正弦波加振における初期 T =22ºC
の実験値と式(1.2)で得られた計算値の荷重-変位の履歴を図 1.6(a)に示

すと、特性式の計算値が実験値の傾向を再現している。

(1.2 a,b,c)

本論文で対象とする以外の粘性ダンパーでも、それを設置した建物の地震の時刻歴応答解析で

は、ダンパー力の特性式を式(1.2)のように速度の指数乗に比例する非線形粘性要素とする場合が

ある。この式は簡易に扱えるが、加振条件によってはその式の精度に限界があると最近指摘され

ている 4)。減衰を表す記号であるダッシュポットは、解析において粘性要素として、式(1.1a)の傾

きの無い楕円の履歴で表される。また、図 1.6(a)のように履歴の傾きが非常に小さい条件で示さ

れることが多いため、粘性ダンパーは傾きの無い楕円履歴を有する特性である印象を受ける。

しかし、図 1.6 や 2~7 章の実験値の傾向が示すように、同じ速度でも振動数と振幅,温度が異な

れば履歴の形状が異なり、小振幅,高振動数,低温ほど履歴の傾きが顕著である。実際の粘性ダン

パーは、小振幅, 高振動数ほど力-変位の履歴が傾きを有する楕円であり、粘弾性体のような特性

を有する 8) 9) 14)。図 1.6(b)に示すように、本論で用いる粘性ダンパーの実験値と式(1.2)から得られ

た履歴を比較すると、前段落で示した小振幅, 高振動数ほど、履歴の傾きと面積の差が顕著であ

る。したがって、速度依存だけでは、ダンパー特性を十分に精度で再現できない。

ud/d < 1  ,  Fd = 41.2×exp (-0.043 T ) AS (ud/d) 
1≦ud/d < 10  ,  Fd = 41.2×exp (-0.043 T ) AS (ud/d) 0.59     

10≦ud/d < 100 ,  Fd = 63.7×exp (-0.043 T ) AS (ud/d) 0.4

図 1.6 粘性流体ダンパーの履歴の特性と既往式の精度(正弦波)

図 1.5 適用する粘性流体

①同振動数におい

て、振幅が小さいほ

ど履歴の傾きと履

歴面積の差が顕著

(a と b) 
(b) T≒20℃,  
0.25Hz ±2mm,  
最大速度 3.1mm/s

(d) T≒30℃,  
2.5Hz ±2mm, 
最大速度 31mm/s 

実験値

式(1.2)

(a) T≒20℃,  
0.25Hz ±20mm, 
最大速度 31mm/s 

(c) T≒20℃,  
2.5Hz ±2mm, 
最大速度 31mm/s 

②同速度でも、履歴

の形状が異なる

(a と c) 

④同加振条件でも、

温度が異なると履

歴の形状が異なる

(c と d) 

①

③②

③同振幅でも、振動

数が異なると履歴

が細くなる(b と c) 
④
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1 章-5 

１.３  粘性流体のせん断変形抵抗力を用いたダンパーの新たな性能の評価 

１.３.１ 粘性ダンパーの既往の特性モデルの精度に影響する要因 

履歴の傾きを評価できれば、粘性ダンパーの特性モデルの精度が向上すると考えられる。その履

歴が傾く主な原因として、粘性流体の材料自体の特性が粘弾性体的であるここと、また、ダンパー

構成材が変形することが考えられる。なお、本論文で用いる「粘性流体の特性」とは、ダンパー構

成材の変形が全く影響されない粘性ダンパーの特性のことである。

粘性流体の特性については、加振条件がせん断歪 100%までと適用範囲が小さいが、過去に研究

のコーンプレート法で、同類の粘性流体のせん断力の履歴は、加振条件で異なる傾きを有する楕円

であることが示されている 14)。また、２章でも、大きさや傾きが振動数と振幅,温度に依存し、複雑

な履歴となることを示している。

部材の変形について検討すると、式(1.1a)の特性である傾きのない履歴であるダッシュポットと直

列に弾性要素が接続された Maxwell モデルの履歴は、剛性が低下し弾性要素の変形が大きくなるほ

ど、図 1.7(a)が示す粘弾性のような履歴で表される 4)10) -11)。実際に製作されたダンパーは粘性流体, 
支持材, 装置材などの複数種の構成材から組み立てられており、簡略して図 1.7(b)のように表せる。

ダンパーに力が生じると、装置材は図 1.7(b)に示すように不均一に変形する。単純に周辺材の剛性

を直列に結合したモデルとは力の伝達が異なるが、装置材の変形が大きくなるほど、粘性ダンパー

は粘性流体の特性と差異が大きくなるという傾向は、上述の Maxwell モデルと類似する 7)(6,7 章)。

「粘性流体の材料特性のモデル」と、「材料特性とダンパー構成する部材の特性の相互影響を踏

まえたモデル」を用いることで、ダンパーとそれに取り付けられた部材の変形を評価でき、図 1.8(a)
に示すように取付いたダンパーの特性を図 1.8(b)のように表せられる。

図 1.7 ダンパー構成部材とその変形時の特性

ダンパー周辺材

付加系

粘性流体

装置材

粘性ダンパー支持材

付加系

例)傾き無し粘性ダンパー周辺材

+ ＝

付加系
Maxwell モデル

Fd Fd Fd

ududud

(a)ダンパーと周辺部材のモデルと特性

(b)ダンパー構成部材と粘性流体の不均一変形

(a)ダンパー取付け例 (b) 正弦波における Kd の影響

図 1.8 ダンパー取付け例と剛性の影響を加味した履歴
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１.３.２ 公称値を用いた粘性流体の特性の把握と装置材剛性の評価 

図 1.4 に示すような構造を有するせん断型粘性ダンパーでは変形が大きくなるほど、粘性流体に

引張力が生じてせん断隙間が変化する。そのような真歪に基づいて求める微視的モデルは正確だが、

複雑であるため応答解析に適用できない。本論文ではダンパーの巨視的な応力－歪の履歴の再現を

目指すため、粘性流体の厚さと面積が一定として求めた公称値を用いる。この定義によって実験値

を整理し特性値を求め、それを再現するモデルを検討し、そのモデルから得た計算値と実験値を比

較し精度を検証する。各公称値は式(1.3a,b,c)に示す、ダンパー力 Fd を面積 As で除したせん断応力 τ
と、ダンパー変形 ud, 速度をせん断隙間 d で除したせん断歪 γ, せん断歪速度である。なお、既往研

究のモデル式(1.2)でも、同様にパラメータを決定している。

(1.3a,b,c) 

また、図 1.7(b)に示した装置材におけるダンパーに対する粘

性流体の変位の比を図 1.9 に表す。粘性流体の変形は、装置材

の位置によって異なり、その剛性が小さいほどダンパー変位

との差異が大きい(7,8 章)。式(1.2)は装置材の剛性が考慮され

ないため、式のパラメータを決定した試験体の剛性と異なる

ダンパーの特性を求める場合は、前節で示したように式(1.2)
の精度が低下する。スケール効果を生じる原因の一つであり、

形状が異なるダンパーの特性を把握するためには、構成する

装置材の変形を評価することが重要である。

 実験においてこの変形を正確に計測することは難しい。そこで、粘性流体のせん断力に対し十分

に剛である装置材を有する試験体を用いて、装置材の影響がない粘性ダンパーの特性の把握を初め

に試みる。装置材のどの位置でもせん断力と歪が公称値と等しくなり、ダンパーの特性を粘性流体

の特性として扱うことができる(2 章)。
この粘性流体の特性に、装置材の変形特性を加味することで、粘性ダンパーの特性モデルを得

ることができる。粘性流体と装置材に生じる力と変形の関係は、それらの微分方程式を解き、理

論的に求める(7, 8 章)。以上のように、装置材の変形を評価できれば公称値を用いても、異なる形

状のダンパーの特性に対しても適用できる。

１.３.３ 本論文と他研究のダンパーの特性モデルの関係 

粘性ダンパーの特性の再現として、流体解析などで用いる有限要素による解析も考えられる。し

かし、本論文では、建物などの時刻歴応答解析の適用できるモデルを対象としているため、工学的

に動的特性を計算する必要がある。他研究でも同様の目的で求められた、粘性ダンパー特性モデル

と、力-変位履歴が粘性ダンパーと類似する粘弾性ダンパーの特性モデルを表 1.1 に示す。

粘性ダンパーには 1.2 節で示した「せん断抵抗型」と「流動抵抗型」の 2 種あるが、本論で対象

とする前者の粘性ダンパーの既往の特性モデルを含め、それらには非線形粘性モデル、または、そ

れに剛性を結合した Maxwell 系モデルが適用されている 4)。前述したように、非線形粘性モデルは

広範囲の加振条件において、精度良く実現象を必ずしも再現できるとは限らない。

Maxwell 系モデルを用いて、笠井研において、流動抵抗型粘性ダンパーの特性の再現が検討され

ている。これは、ある程度の振動数依存性を評価できるため、本論文でも適用できる可能性がある。

ところで、流動抵抗型粘性ダンパーは、設定荷重に対してダンパー形状や装置材の剛性が一定であ

dt
du

dd
u

As
F ddd 1,,

図 1.9 装置材剛性のダンパーと粘

性流体の変形の比への影響
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1 章-7 

る。しかし、対象とするせん断抵抗型粘性ダンパーの形状は、構造物の設置位置の状態で決定され、

常に異なる。そのため、装置材の剛性と粘性材料の特性の関係を把握する必要があり、Maxwell 系
モデルではその把握が難しい。また、せん断抵抗型粘性ダンパーは、流動型より温度依存性が顕著

である。流動抵抗型は温度依存性が小さいため、Maxwell 系モデルでは温度依存性の評価はなされ

ていない。なお、既往モデルの式(1.2)に剛性を直列に結合した Maxwell 系粘性モデルでも適用でき

るか７章の付録 2 で検証した。図 1.6(b)に示した高振動数, 小振幅における計算値と実験値の差異が

若干小さくなったが、画期的な改善ではない。

楕円の傾きが粘性ダンパーより顕著な履歴である粘弾性ダンパーは、温度や振動数依存する履歴

の傾き, 大きさを示す貯蔵剛性, 損失剛性によって特性が表されている。それらは、整数微分の粘

性要素と弾性要素の組合せから得られる力学モデルや、笠井らによって研究された分数微分から得

られる構成則などから導かれている。前者は力学特性が明確だが、モデル精度を向上させるために

はパラメータ数を多くする必要がある。後者は、その逆の特性を有する。

粘性ダンパーと粘弾性ダンパーの材料は、流体と固体の特性によって非線形範囲ではハードニン

グの有無などの特性の差異があり、また、過去の研究において粘性ダンパーの動的な特性の再現に

適用した例はほぼ無い。しかし、粘性流体の履歴は、線形範囲において粘弾性体と類似するため、

本論文では貯蔵剛性と損失剛性を用いてモデルを展開する。

表 1.1 粘性と粘弾性ダンパーの種類に対する本論文と既往研究における特性モデルの関係

ダンパー種類 力の発生機構 モデル 係数, 特性値 備考

粘性

ダンパー

せん断抵抗型

概略図

分数微分を用いた

力学モデル（3 章）
･貯蔵剛性 G'
･損失剛性 G''
･付加剛性 K

笠井研検討モデル

を応用 本論文

の研究瞬間角振動数を用いた

簡易モデル（5,7 章）

本論文のオリジナ

ルモデル

Maxwell 系粘性モデル

（7 章の付録）

･粘性係数 C
･べき乗数 α 
･付加剛性 K

本論文で対象とす

るダンパーの既往

モデル

本論文

で検証

非線形粘性モデル

[式(1.2)] 
･粘性係数 C
･べき乗数 α

既往研

究

流動抵抗型

概略図

非線形粘性モデル
･粘性係数 C
･べき乗数 α

- 

Maxwell 系粘性モデル

･粘性係数 C
･べき乗数 α
･付加剛性 K

笠井研検討モデル

粘弾性

ダンパー
せん断抵抗型

整数微分を用いた

力学モデル
･貯蔵剛性 G'
･損失剛性 G'' 
･付加剛性 K

- 

分数微分を用いた構成

則モデル
笠井研検討モデル
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笠井らが検討した微分方程式を有する構成則からダンパー力のモデル化の方法は、少ないパラメ

ータで広範囲の条件において温度や振動数依存を特に良好に再現できるため、それを応用したモデ

ルを本論文でも適用できると考えられる。ただし、異なる構造のダンパーにも容易に適用できるダ

ンパーモデルを検討するため、微分方程式から求められる最少の項を粘性要素とみなし、整数微分

のように力学モデルを構成し、ダンパーの力を求める方法を適用する(3 章)。
上記の方法は、微分方程式を用いた方法モデル化や計算がやや複雑である。そこで、モデル精度

がやや低下するが、瞬間の角振動数を用いた、より簡易に計算できる方法も提案する(5 章)。本論文

では、2 種モデルを提案するが、最終的な応答解析では、簡易モデルを用いる。

１．３．４ 特性モデルの適用範囲 

辻粘性ダンパーの特性モデルの適用範囲

本論文では特性モデルを用いた計算値を実験値と比較し精度を検証する。そのため、モデルの精

度は、実験によって検証した範囲において適用される。実験の加振条件は下表に示す組合せであり、

制振構造物に設置される制振ダンパーの挙動に相当する正弦波と、3,12,24 階建て構造物の地震波に

よる応答解析における 1 階の層間変位の最大変位を正弦波加振と同様の種類で拡幅した波を用いた。

それらは、建物の階高 4mm における層間変形角 1/100 を想定し、加振する最大変位目標を 40mm と

した。また、試験機の加振能力の影響によって、振動数が高い場合は振幅が小さく、振幅が大きい

場合は振動数が低くなる。

2~5 章に示す小型試験体では、最大の振動数 10Hz において振幅約 0.5~2mm、最大の振幅 40mm
において振動数 0.1~0.5Hz の条件の組合せによる正弦波で加振した。せん断隙間 d=1,2,4mm で実施

したため、せん断歪に変換すると各 d における最大歪振幅は 4000,2000,1000%になる。粘性流体の

温度は 0~40℃で行った。なお、低温度ほど力が大きくなるため、上記の組合せによっては、加振機

の性能によって加振条件できない条件もあるため、最大速度を約 13kine とした。また、7 章に示す

実大試験体では、最大の振動数 2.5Hz において振幅約 2~5mm、最大の振幅 40mm において振動数

0.1~0.5Hz の組合せの条件による正弦波で加振した。粘性流体の温度は約 10~30℃である。

表 1.2 各試験体における加振条件

試験体 振幅 振動数 温度 せん断隙間

小型試験体（2~5 章） 2～40 mm 0.1～10 Hz 0～40℃ 1,2,4 mm 

実大試験体（7 章） 0.5～40 mm 0.1～2.5 Hz 約 10～30℃ 2 mm 

辻粘性ダンパーの特性モデルが適用できる建物の特性の傾向

9 章で行う応答解析では、7 種の入力波を用いて、固有周期の長い 20 階建物(1 次周期 3.7s)から短

い 4 階建物(1 次周期 1.4s)を検証した。Art Random 以外の入力波における 10, 20 階建物における解

析結果では、上記に示した実験で確認した同等の挙動であるが、3 階建物では層間変位(ダンパー変

位)が 50mm 以上となる場合があった。その場合は、ダンパーモデルの精度を確認しておらず、その

精度が低下する可能性がある。

したがって、本論文で提案するダンパーモデルは、20 階建物より高く、固有周期がより長い高層

建物（約 10 階以上の建物）に対して適用可能である。しかし、低層建物（約 4 階以下の建物）では

層間変位が上記の表よりも大きくなりやすく、モデル精度が低下する場合があるため、ダンパー量

を調節するなどの工夫が必要である。
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辻装置材の変形を評価した粘性系ダンパー複素剛性の近似式の適用範囲

減衰材と装置材の力と変形の関係から導いた微分方程式を解き、粘性系ダンパーの複素剛性を理

論的に7,8章で求める。これから得られる精算式は複雑であるため応答解析には適用が困難である。

そこでその近似式についても検討するが、条件によっては精算値と異なる場合がある。ただし、数

値実験により検討すると、ダンパーの部材に負荷する応力が、実在する材料（鋼材 490 級）の耐力

以下である場合は、近似値は精算値と同値であることを示している(8 章)。そのため、発生する力に

対して耐力を有する粘性ダンパーであるなら、減衰材と装置材の関係を考慮した特性を近似式によ

って求められる。したがって、最終的に行う応答解析において近似式を用いた粘性ダンパーの特性

モデルを用いる。

１.３.５ 繰り返し加振による特性 

冒頭で述べたように、近年の長周期地震動に対するダンパー

特性の把握が重要となっている。その挙動を模擬した長時間加

振におけるダンパー特性を図 1.10 に示す振動数 0.25Hz, 振幅

±20mm の加振回数 150 波の正弦波加振実験によって、ダンパー

力が時々刻々低下することを確認している 15)。先の大地震以前

においては、このような繰り返し加振における現象をダンパー

モデルに考慮することは無い。前述までの特性とは異なるが、

既往モデルではその特性を再現できない。

１.４  論文の目的と構成 

１.４.１ 目的 

ダンパーの特性をより正確に特性を把握できれば、建物解析の精度が向上してより効果的な制振

設計ができ、また構造物の安全性をより確証することで、ダンパーを有する構造物の促進に普及す

ると考えられる。そこで、本論文では制振建物の時刻歴応答解析で適用できる、図 1.11 に示す筋違

型 12)や壁型 5)のせん断変形抵抗力を用いた任意形状のダンパー力の特性モデルを構築することを目

的としている。

図 1.11 実大のせん断型粘性ダンパーの構造

図 1.10 長時間加振の履歴(正弦波)
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１．４．２ 語彙の名称と定義 

  既に上記で用いたものもあるが、本論文で主に使用する語彙の名称と定義を以下に示す。 

辻粘性流体, 装置材, 支持材

本論文で扱う粘性ダンパーに用いられる材料は、「粘性体」と呼ばれる場合もある。しかし、上

記に示したように、本論文では既往の研究と異なり、固体である粘弾性体の定義を用いて、液体で

ある粘性流体の特性をまとめ、さらにモデル化へ展開する。それを強調するため本論文では「粘性

体」を「粘性流体」と呼ぶ。前述したように、流動抵抗型もあるが、本論文では粘性流体のせん断

変形抵抗力を用いたダンパーを「粘性ダンパー」と呼ぶ。６,７章では力と変位の履歴特性が楕円で

ある粘性流体や粘弾性体を対象とするため、それらの材料を「減衰材」と呼び、そのダンパーを用

いたダンパーを「粘性系ダンパー」と呼ぶ。また、ダンパーに周辺部材である「支持材」が結合さ

れたモデルを「付加系」と呼ぶ 

辻粘性流体の特性

装置材が剛でありその変形が影響しない、粘性流体のせん断変形抵抗力を用いたダンパーの特性

を「粘性流体の特性」と呼ぶ。

辻せん断面積, せん断隙間, せん断応力, せん断歪, 歪速度

せん断抵抗力が発生する面積を「せん断面積」, 粘性流体が充填された厚みを「せん断隙間」と

呼び、それらは一定として検討する。ダンパー力をせん断面積で除した値を「せん断応力」, ダン

パー変位をせん断隙間で除した値を「せん断歪」,  その速度を「歪速度」と呼ぶ。 

１.４.３ 構成

粘性ダンパーの構造を簡略に表現すると、粘性材である粘性流体と装置材, 支持材で成り立ち、

図 1.12 と表せる。その図に各部材と論文の章における対応を示し、図 1.13 に論文の流れを示す。

2～5 章では、粘性流体の材料特性の把握とモデル化を行う。2 章では、装置材と支持材などの鋼

材変形の影響が極力少ない試験体を用いた加振実験を行い、振動数,振幅と温度における粘弾性体の

特性を求めその傾向を求める。3 章では、笠井らによって粘弾性体で精度良く再現することができ

ることが示されている分数微分モデルを用いて、小歪における線形特性のモデル化を行う。4 章で

は、線形と非線形の粘性流体の特性値の関係を用いて、線形モデルから非線形範囲における粘性力

を求める。5 章では、分数微分を用いず、各時刻における瞬間の角振動数を求めることによって、

より精度良い簡易モデルを示す。

6, 7 章では、ダンパーを構成する装置材の変形を微分方程式で求め、装置材と粘性材の変形の相

互関係からダンパー複素剛性を求める。この時、微分方程式から得られる精算値だけではなく、時

刻歴解析で適用可能な近似式を求める。6 章では軸方向加振する筋違型ダンパーについて、7 章では

せん断方向に加振する壁型ダンパーについて検討する。それらによって、任意形状の部材剛性の影

響を材料特性モデルに加味する。

以上の粘性ダンパーの特性モデルは、東北地方太平洋沖地震のような長周期地震動を想定してお

らず、また、その挙動に対するダンパーの有効性やダンパー特性式の精度が不明確である。8 章で

は、実大のダンパーを用いたその挙動に相当する繰返し加振実験によって、その特性を把握し、そ

れらを踏まえたダンパー特性モデルを求める。
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9 章では、以上に示す新しく得られたダンパーのモデル(新式)と、既往研究によって得られた非線

形粘性モデル(旧式)を用いた建物の応答挙動の差異を、時刻歴解析によって確認する。また、新式

を用いて、取付け剛性の有無や、長周期地震動による荷重低下の影響についても確認する。

図 1.12 粘性ダンパー構成材の名称とそのモデルと論文章の関係

図 1.13  論文の構成
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2 章-1 

２章 剛な装置材で構成された粘性ダンパーの加振実験による理想的な特性の把握

２．１ はじめに 

２．１．１ 背景 

 現在、粘性流体ダンパーは建築用などの振動エネルギー吸収装置として広く使用されている。

この原理は粘性流体が移動した時に分子間の摩擦力を熱に変換してエネルギーを吸収することに

あり、変形後の弾性的な反発力が小さいために、歪エネルギーに比べて吸収エネルギーが格段に

大きい。また、粘性流体が微妙な動きにも追従できるため、ダンパーの設計によって微小変形や

大変形でも良好にエネルギーを吸収できる。特に橋梁や建築や機械装置などの耐震や防振などの

減衰装置に使用されている粘性流体 1) は高粘度で抵抗力が大きく、これを用いたダンパーには

様々な形状 2),3)がある。

それらの荷重-変位の特性モデルを検討する際に、特定のダンパーの実験値を用いると、その

値にはダンパーを構成する鋼材の特性が影響しているため、同じ粘性流体を用いても形状が異

なるダンパーではそのモデルの適用精度が不明確となる。そこで、汎用性があるモデルを求め

るには、ダンパーの鋼材と粘性流体材料の特性をそれぞれ検討する必要がある。そこで、まず

粘性流体材料の特性モデルを検討するために、ここではその材料の特性を明確にした。

２.１.２ 研究の概念

粘性流体の特性を把握するためには、適正に製作された試験体を様々な条件下で精度良く加振

し計測する必要がある。より多くの条件を効率的に実施するため、ここでは小型試験体を用いる。

それより、その部材の剛性を加振条件に影響しない程度に大きくでき、粘性流体のみの特性を容

易に把握できる。また、試験機には性能制限があるが、試験体の荷重が小さいため広い範囲の条

件で容易に加振できる。さらに、粘性流体には温度依存性があり温度制御する実験の設定は煩雑

だが、形状が小さいため容易に管理できる。

しかし、一方で小型試験体にはスケール効果がありえ、設定したせん断面に生じる粘性流体の

せん断力のみを正確に計測できる状態を理想条件とするなら、小型試験体を用いた実験結果から

理想条件下の特性を直接把握することは難しい。そこで、その影響を極力排除する工夫を試験体

に施し、それでも排除しきれない場合はその影響が異なる試験体の結果を比較し解析することで、

理想条件下の特性を算定する。なお、以降では粘性流体のせん断力を粘性力と表記する。

２.１.３ 研究の目的と本章の構成

本研究の最終目的は任意形状の粘性流体ダンパーに対応できる特性モデルを構築することにあ

る。そのために、まず本章ではそれらのダンパー評価の基盤となる理想条件下の粘性流体材料の

せん断力の特性を実験と解析で算出する方法を提案し、それを用いて広範囲の振幅と温度と振動

数における動的特性を把握する。 

本章の構成は、2.2 節で既往の粘性力の実験方法や試験体の特徴を述べ、それらが上記で述べた

目的を満たすには制御範囲や理想条件下での粘性力特性の検討が不十分であることを説明する。

2.3 節で加振機と試験体の概略や粘性力の特性値の定義を述べ、理想条件下の特性値を求めるため

に工夫した試験体を説明する。2.4 節で試験体加振の計測精度の適正範囲を述べ、実験結果から理
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2 章-2 

 図 2.1 コーンプレート法

想条件下の粘性力の特性値を算定する方法を説明する。2.5 節で以上から得られた理想条件下の振幅

と温度, 振動数に対する粘性流体の動的特性をまとめて説明する。

２．２ 既往の粘性力の実験方法

 粘性力は様々な振幅と温度, 振動数の正弦波加振での特性を把握できれば、ランダム波加振の特

性も再現できることを既往研究で確認している 6)-9)。したがって、正弦波加振の特性を高い精度で計

測することが重要となる。この節では、筆者らが過去に行った、より高い精度の計測を目標とした

実験の特徴を説明する。また、後の 2.4.5 項で各試験体と本実験で最終的に得られる特性値を比較す

る。

２．２．１ コーンプレート装置を用いた実験 

図 2.1 に示すように、コーン(円錐)とプレート(円盤)の間に粘性流

体を充填し、コーンを中心軸で回転させる方法をコーンプレート法

と呼ぶ 1)。この時、コーン径 R = 7.9, 25, 50 mm に対してコーン角 α = 

0.1, 0.1, 0.04 rad の組合せとした。また、この項の末尾に示す特性か

ら最大せん断歪 100 %、加振装置性能から最大振動数 16 Hz を加振

条件とした。ここでは、トルク T を計測し粘性流体せん断応力 τ を

算定した。この時、中心からの距離 r における振幅 Ur とせん断隙間

dr が r に比例する。これから Ur を dr で除したせん断歪 γ が回転角

θc と α を用いて式(2.1a)となり、r に依存しない。τ も r に依存せず

プレート全面で一定値となり、微小面に発生するトルクをプレート

全面で積分して算出したＴ から τ を求めると式(2.1b)となる。

γ = θc / sin α , τ = 3T / (2πR3) (2.1a,b) 

この実験の利点は、せん断面のみに粘性流体が存在し dr を精度良く保持できるため、後述する他

の実験で用いたガイドや余分な粘性流体が存在せず、摩擦や粘性流体の掻き分けがなく粘性力のみ

の特性を精度良く計測できる。

ただし、粘性流体が流れないように粘性流体の周辺部に壁を設けると、その壁に対する粘性力と

コーンの接触による摩擦が生じるため、粘性流体の形状を表面張力のみで保持している。そのため、

dr が大きい又は変形が大きい時は適正な形状を維持できず、加振条件が θc と dr に制限される。な

お、その形状維持可能な γ を後の 2.4.5 項で示す粘性流体特性が安定する線形範囲の 100 %までとし

た。

２．２．２ 水平方向桶型装置を用いた実験 

図 2.2 に示すように、桶型容器と円盤状の抵抗板の間の一定なせん断隙間に粘性流体を充填し、

抵抗板を水平方向に加振する方法を水平方向桶型平板せん断法と呼ぶ 1)。この時、直径φ340 のせん

断面のせん断面積 S = 90,792 mm2、せん断隙間 d = 5, 10, 15 mm とした。また、性能目標から最大せ

ん断歪 1,000 %、加振装置性能から最大振動数 3 Hz を加振条件と決定した。ここでは、粘性流体の

せん断歪 γ とせん断応力 τ を、変位 U、粘性力 F、d と S を用いて式(2.2a,b)とした。なお、この時は

粘性力と加振力が等しい。

プレート

ロードセル

コーン

粘性流体α

r
R

dr

T , θc
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γ = U / d , τ = F / S  (2.2a,b) 

この実験の利点は、2.2.1 項のコーンプレート法より γ が大きいことである。また、できるだけ

正確に粘性力を計測するため、荷重伝達部材を 4 本の直径 φ12 の円柱で断面積を小さくし、かつ

抵抗板形状を円盤として、粘性流体の流動性を上げ粘性流体の掻き分けを低減した。さらに、せ

ん断隙間を保持する可動部材をより円滑に挙動させるためにリニアガイドで固定し摩擦を低減し

た。

ただし、抵抗板の変位を直接計測できずに粘性流体と接しない部材で変位を計測したため、そ

の部材の変形も計測していた。さらに、荷重伝達部材の断面積を小さくすることによる剛性の低

下や、摩擦や掻き分けの影響が不明確であった。

２．２．３ 鉛直方向筒型装置を用いた実験 

 図 2.3 に示すように、筒型容器と円柱部材の間のせん断

隙間に粘性流体を充填し、円柱部材を鉛直方向に加振する

方法を鉛直方向円筒型せん断法と呼ぶ 4),5)。せん断面が円

柱部材の直径φ23 の外面と筒型容器の直径φ26 の内面で

あるため各径の平均とせん断面高さ 240 mm を用いて S を

求めた。それらより、せん断面積 S = 18,473 mm2、せん断

隙間 d = 1.5 mm であった。また、性能目標から最大せん断

歪 800 %、加振装置性能から最大振動数 5 Hz を加振条件

と決定した。ここでは τ と γ を式(2.2a,b)とした。

この実験の利点は、2.2.2 項のせん断変形加振なら加振力による曲げによって抵抗板のガイドが

部材に接触し摩擦が生じるが、軸方向加振であるため曲げが小さく摩擦も小さいことである。さ

らに曲げが小さいため装置鋼材の変形がより小さい。また、粘性流体の掻き分けを小さくするた

めに、せん断面の上下両端に粘性流体が流動するスペースを設けた。そして、粘性流体の体積変

化による内圧を緩和させるために容器底部にスポンジゴムを設置した。これらより摩擦や内圧が

ある程度緩和され、荷重が大きい条件では比較的良好に特性が計測された。

ただし、下部の流動スペースが閉じられているため、スポンジゴムで内圧緩和してもその影響

があった。また、摩擦も完全に除けず、2.2.2 項の装置と同様にその影響が不明確であるため、適

正な粘性力特性の把握が困難であった。さらに、S を筒の内面と円柱の外面の平均としたが、そ

の妥当性も不明であった。

 図 2.3 鉛直方向筒型せん断法

図 2.2 水平方向桶型平板せん断法

F , U

せん断面範囲
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F , U
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２．３ 理想条件下の粘性力の特性値を求める試験体の検討 

2.2 節で述べたように、既往の試験体による計測値には摩擦や き分け, 内圧による影響があり、

粘性力のみの計測は困難であった。さらに、本実験ではせん断隙間 d = 2mm において目標の最大歪

振幅 γmax を 2.2.2 項の実験の γmax = 1,000%よりも大きい 2,000%としたため、難易度がより高く不明

確な力が発生しやすい。それらの力は試験体に固有の値でありスケール効果の原因となりえる。そ

こで、2.2 節の実験方法を踏まえて本試験体に施した工夫と理想条件下の粘性力を検討する方法を示

す。

２．３．１ 加振条件と試験体の諸元,粘性力の基本特性 

 加振条件は正弦波において d = 2 mmでは歪振幅 γmax = 10～2,000 %、粘性流体の温度 θ = 0～40 ℃、

振動数 f = 0.025～10 Hz である。d = 1, 4 mm では θ = 20 ℃でそれぞれ γmax = 4,000, 1,000 %までとした。

なお、目標最大振幅を制振ダンパーの現実的な値から約 40mm としたため、d = 2 mm では既往試験

条件より大きく γmax = 2,000% となった。また、θ と f の範囲については、後の 2.5.2 項で説明する温

度･振動数等価性をより明確にするため、加振機の性能下で既往実験より少しでも広い条件を試みた。

試験体概略を図 2.4 に、その諸元を以下に示す。特性に影響する装置寸法は 3 種の d ＝ 1, 2, 4mm

と、平面で明確な値としたせん断面積 S = 2 枚(面)×30mm(幅)×160mm(高) = 9,600mm2 である。粘性

流体は主材が炭化水素化合物で、粘度が 30 ℃で約 8,000 Pa･s である 1)。また、2.2.2, 2.2.3 項の実験

では粘性力 F と加振力が同一だが、本実験では後の 2.3.3 項で説明するように、摩擦力 Ff が影響し

ない粘性力 Fc を計測し、せん断歪 γ とせん断応力 τ を式(2.3a,b)とした。

γ = U / d , τ = Fc / S  (2.3a,b) 

 この時、理想条件下で同じ温度 θ と振動数 f であるなら、変位 U やせん断隙間 d が異なっても γ に

対する τ は同値であると仮定する。また、図 2.4 の固定抵抗板のせん断面の形状が加振中心に対し

て対称であるため、粘性力の履歴形状は点対称となる。ここでは、上記の事項が成立しない場合、

試験体の構造などが原因で設定した粘性力以外の力が計測値に含まれたと考える。これについては、

後の 2.4.4 項で説明する粘性流体の体積変化により生じる反発力 Fp 、2.4.5 項の理想条件下で設定

せん断面に負荷する粘性力 F0 と設定外せん断面に負荷する粘性力 Fe を用いて説明する。なお、そ

れらの関係は Fc = Fp + F0 + Fe となる。

２．３．２ 試験体の鋼材変形の影響が小さい構造 

2.1.1 項で述べたように試験体を構成する鋼材の影響がない状態で、粘性流体の材料特性を把握す

ることが重要である。そこで、その鋼材剛性を大きくし、かつ 2.2.3 項の装置を踏襲して軸方向加振

することで鋼材変形をより小さくし、計測値に対する影響を無視した。この時、曲げが負荷する部

材は軸方向に対して十分な剛性であるため荷重が部材の軸方向のみに負荷するとして、ヤング係数

E , 断面積 A と長さ L から求めた各部材の鋼材剛性 K = E A / L を用いて得た装置全体の鋼材剛性が

約 100 kN/mm となる。ここで粘性流体の材料特性を後の 2.5 節の表 2.5 から求めると、理想条件下

の粘性力の貯蔵剛性 G0 の最大値は約 200kPa で d = 2 mm では G0  S / d = 0.96 kN/mm となる。また、

G0 は履歴形状の傾きを示すが、その傾きが目立たないほど小さい G0 は約 1kPa 以下で G0  S / d = 

0.005kN/mm となる。したがって、本試験体の K が粘性力の G0  S / d より十分に大きいため、計測

- 16 -
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値から得られる特性値には鋼材変形の影響がない。

２．３．３ 摩擦力が影響しない粘性力を計測する構造 

一定のせん断隙間で抵抗板を可動させるために抵抗板用ガイドを要するが、抵抗板がそのガイ

ドに接するために摩擦が生じる。2.2.2, 2.2.3 項の試験体の微小加振では摩擦の影響が相対的に大

きく正確に粘性力を把握できなかった。そこで摩擦が影響しない特性を計測できる試験体を検討

した。

加振力 F = 粘性力 Fc + 摩擦力 Ff であるため、Fc と Ff がそれぞれ伝達する部材を分離し Fc を

計測する。各力が伝達する部材の断面図と、それらの力が伝達する部材の拡大図を図 2.5 に示す。

まず、Ff が発生する可動抵抗板用ガイドを粘性流体容器に設置し、Fc が負荷する固定抵抗板をそ

の粘性流体容器に非接触で設置することで、Fc と Ff の伝達を分離する。この時、それらの部材の

図 2.4 試験体概略

B-B 面カット図

装置分解図

スポンジゴム

可動抵抗板用ガイド

可動抵抗板

粘性流体容器底部

せん断隙間調整板

粘性流体容器

粘性力伝達板

摩擦力伝達板

ロードセル

固定抵抗板

スポンジゴム

可動抵抗板用ガイド

可動抵抗板

粘性流体容器底部

せん断隙間調整板

せん断隙間 d

粘性流体容器

粘性力伝達板

摩擦力伝達板

ロードセル

固定抵抗板

コーキング

A55
0 せ

ん
断

面
高

(
=

16
0)

 

A

C

C

矢視 A-A 

せん断隙間 d

可動抵抗板用
ガイド

コーキング

せん断隙間調整板

せん断面幅(=30)粘性力伝達板
粘性流体容器

粘性流体

固定抵抗板

可動抵抗板

150

94
 

B

B

b a
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間に隙間ができるが、粘性流体が漏れないように図 2.4 で示す箇所をコーキングした。コーキング

材の剛性は鋼材と比較して非常に小さいため、計測値への影響はない。さらに、Fc が負荷する固定

抵抗板をロードセル上部の板に、Ff が負荷する粘性流体容器をロードセル下部の板に、各力が伝達

するようにそれぞれ連結することで、Ff に影響されない Fc を計測できる。

図 2.5 試験体断面と、粘性力 Fc と摩擦力 Ffの流れの概略図

２．３．４ 容器内に生じる内圧を低減する構造とその影響を検討する方法 

抵抗板が可動し粘性流体の体積が変化することで、粘性流体容器に内圧が生じ計測値に影響する。

そこで、その内圧を緩和するために、2.2.3 項の装置と同様に粘性流体容器の底部にスポンジゴムを

設置した。また、各抵抗板の断面積を小さくして粘性流体の容積をより大きくし、かつ図 2.4 の矢

視 A-A に示す粘性流体容器の内部を a と b に区切り粘性流体の流れの出入り口を設けて流動性を上

げた。さらに、2.3.3 項に説明したように力の伝達を分離する構造であるため、2.2.3 項の装置とは異

なり全ての内圧ではなく、固定抵抗板に負荷する内圧のみが計測値に影響する。

ただし、上記の工夫によって内圧を減少させても計測値への影響は皆無ではない。また、図 2.6

で示すように固定抵抗板に負荷する内圧の向きが粘性力とは逆になるため、計測値から直接求めた

貯蔵剛性 G が内圧に影響され負値となる場合がある。そこで、その内圧の影響を検討するため、

図 2.7に示す 2種の抵抗板を用いて異なる内圧で実験し、後の 2.4.4項でそれらの特性値を比較する。

それらは平型と溝型であり、平板の平型に対して溝型はできるだけ断面を小さくするために溝を掘

りかつ先端の幅を平型より細くした。それらの先端断面積を内圧影響面積 A とし、平型では A(平) = 

125mm(幅)×8mm(厚) = 1,000mm2, 溝型では A(溝) = 76mm(幅)×8mm(厚)－2 個×18mm(溝幅)×

6mm(溝深) = 392mm2 である。なお、2.4.4 項で示すように A = 0 なら内圧は生じないが、試験体の製

作が不可能であるため A がより小さい溝型抵抗板を最終的に用いた。

F = Fc+ Ff 

E 拡大図 (摩擦力 Ff の伝達)D 拡大図 (粘性力 Fc の伝達)

Fc

F

可動抵抗板

固定抵抗板

粘性力の発生

粘性流体

粘性力伝達板 摩擦力伝達板Ff

F
摩擦力の発生

可動抵抗板用
ガイド

可動抵抗板

固定抵抗板

粘性力伝達板

せん断隙間 d

ロードセル

可動抵抗板

せん断隙間調整板

摩擦力 Ff の伝達部材粘性力 Fc の伝達部材図 4 の
矢視 C-C

D

各力が伝

達する部

材に分解

F , U

可動抵抗板用
ガイド

摩擦力伝達板

粘性流体容器

E
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２．３．５せん断隙間を可変する構造 

2.3.3 項で説明した本試験体の構造が既往試験体と大きく異なるため、摩擦や内圧以外の想定外の

力が発生しうる。そこで、せん断隙間 d を可変する構造とし、後の 2.4.5 項でその力の発生の確認

と理想条件下の粘性力の特性値を検討する。2.3.3 項で説明したコーキングにより固定抵抗板がせん

断面の面外方向に移動できるため、厚みが異なる図2.4のせん断隙間調整板を用いてd を可変した。

また、各 d の実寸法は 1.13, 2.08, 4.06 mm であり、せん断歪 γ の算定にはこの値を用いるが、各 d の

呼び名を 1, 2, 4 mm とした。

２．４ 加振の計測精度の検討と理想条件下の粘性力特性値の算定 

加振の計測精度や 2.3 節で示した試験体の工夫が有効である範囲を検証し、理想条件下の粘性

力特性値の算定を試みる。

２．４．１ 加振機の設置状態 

試験体を加振するために、鋼材の板と柱で構成されたフレームに、最大荷重 30 kN, 最大振幅

±100 mm の油圧アクチュエータを設置した加振試験機を使用した。アクチュエータ先端と試験機

下部の取付け鋼板の間に試験体を配置した。また、木材と発砲スチロール製の保温箱で加振試験

機を囲い、冷熱風装置を用いて温度調整を行った。

計測項目は粘性力, 試験体変位と粘性流体温度である。粘性力の計測には最大荷重±5 kN ロー

ドセルを使用し、試験体の下部取付け部に設置した。試験体変位には最大変位±50 mm と±12.5 

mm の 2 種の変位計を加振条件で使い分けて、試験体の上部と下部間に設置した。粘性流体温度

には熱電対を使用し、せん断面のほぼ中央に穴を明けて設置した。また、計測のサンプリングタ

イムを正弦波の 1 波加振で 200 点計測する値とした。

２．４．２ 粘性力の特性値の定義 

 粘性力の履歴形状は振幅が小さい又は振動数が大きいほど傾きが大きい楕円である 1)。また、振

幅が大きいほどせん断面と粘性流体の境界面のずれが大きくなるため、履歴形状の線形性が弱まり

傾きが小さく楕円が潰れたような、後の 2.4.3 項の図 2.10 右に示す形状となる。今まで研究では、

粘性力のモデルが非線形粘性ダッシュポットであり 2)-3)、本項の冒頭で示した履歴の傾きが大きい領

域ではその精度があまり良くなかった。そこで、本研究では広い加振条件での特性の再現を目標と

し、振幅と振動数に依存する楕円で τ - γ 履歴を検討する。なお、上記のように振幅が大きくなると

図 2.6 固定抵抗板に負荷 図 2.7 抵抗板の形状

図 2.4 の矢視 C-C の粘性流体容器底部

固定抵抗板

F粘性力の発生

内圧の発生

粘性流体
容器底部

設定粘性力
の負荷

内圧の負荷

可動抵抗板

Fc

両側端面
2×196mm2

A(溝)= 392mm2 A(平)= 1,000mm2

溝

内圧影響面積 A

溝型抵抗板 平型抵抗板

76mm 125mm

斜線部  

を A とする
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正確な楕円とは異なるが、その時の楕円による履歴の再現は図 2.10 右であり、おおむね傾向を把握

でき、全ての範囲で楕円として問題はない。また、以下に示す楕円モデルの特性値は後に示す温度･

振動数等価性の適応にも影響するが、その精度は 2.5.2 項で検証する。

一般的に楕円は貯蔵剛性 G と損失剛性 G  で表現でき、図

2.8 のように G が最大変位の荷重、G  が切片荷重から算出で

きる。本章ではその特性値の算出誤差をより小さくするために、

G と G  を式(2.4a,b) から求めた。G は最小 2 乗法で求める n

個の γ と τ の直線近似式の勾配 6)-9)であり、G  は 1 波の吸収エ

ネルギーである楕円面積 ΔW を用いて算出した。それでも、大

振幅時の G が非常に小さいため計測や評価でバラツキは顕著

になるが、その値が小さいため誤差がもたらす最大荷重やエネ

ルギー吸収に対する影響はほぼないと言える。

しかし、上記の影響が小さくても特性値を検証する時に、その誤差が強調される場合がある。そ

こで、楕円の大きさを表す G  と、楕円の傾きなどの形状を表す損失係数 η = G   / G の逆数である

η-1 を用いて履歴の特性を評価する。この η-1 も G と同様に小さい時には履歴の傾きが小さく、そ

のバラツキが特性値に与える影響は非常に小さい。ただし、G の影響を吟味する必要がある場合は

G を適宜示す。また、以降では計測値から直接求めた特性値を G , G  , η-1、後の 2.4.4 項で示す内圧

の影響を除いた特性値を Gv , G  , ηv
-1、2.4.5 項で示す理想条件下の特性値を G0 , G0 , η0

-1 とする。

(2.4a,b) 

なお、1 波目の特性値を用いて検証するので、以降ではその値のみ示す。この 1 波とは履歴形状

において加振して最初に荷重が負値となる第 4 象限から時計回り 1 周とする。また、アクチュエー

タが伸びる時、変位計が縮む時とロードセルが圧縮される時の計測値をこの楕円における正方向と

した。

２．４．３ 試験体加振の計測精度の検討

加振機への入力変位は理想的な正弦波だが、試験体の加振制御能力や計測方法などの影響により、

試験体の変位の計測値が理想的であるとは限らない。また、変位だけではなく速度の制御も重要で

ある 10)。そこで、変位と速度の時刻歴、応力-変位履歴で計測値と理想波を比較して、試験体加振の

計測精度を検討する。

粘性流体の温度 θ＝20 ℃で最小のせん断隙間 d = 1 mm における、振動数 f = 1 Hz, 振幅 Umax = 0.1, 

0.25, 20 mm の計測値を検討する。図 2.9 に変位とその変位を微分して求めた速度の時刻歴を示す。

図 2.9 左の変位時刻歴では各加振条件の計測値と理想波がほぼ一致する。しかし、図 2.9 右の速度時

刻歴では Umax = 0.1 mm の曲線が滑らかでないため、加振や計測が他よりも不良であると考えられる。

また、Umax = 0.25 mm では曲線が完全に滑らかでないが、Umax = 0.1 mm より傾向を捉えている。Umax

= 20 mm では計測値がほぼ理想波と合致して加振や計測が良好である。

2
max

1
2
max

, iiiWG

図 2.8 履歴形状と各名称
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nyx
n

i
ii /2

図 2.10 に計測値と式(2.4a,b) を用いて求めた理想波による各条件の履歴を示す。Umax = 0.1mm

では計測値が理想波による楕円と異なるため、加振などが影響したと考えられる。Umax = 0.25 mm

で計測値が楕円であり理想波とほぼ一致する。Umax = 20 mm ではそれぞれ形状が異なるが点対称

であるため、2.4.2 項で説明した粘性力の特性であり加振や計測の影響ではない。

また、図 2.9 において理想波との差異が変位より大きい速度の計測精度を数値で検証するため

に、最大値を 1 と基準化し理想波に対する計測値の 2 乗平均平方根誤差 R ＝      を求め

た。基準化計測速度 xi、基準化理想速度 yi、1 波分のデータ数 n とし各 R を求めて図 2.9 右に示す。

上記の検証から本実験では R が約 10%以上でその精度が低いと言える。

以上より、小振幅ほど加振の計測精度が不十分であった。したがって、正確な計測値を検討す

るため、以降では Umax = 0.1 mm である歪振幅 γmax = 10 % の計測値を除外し、良好であった γmax = 

25 % 以上を用いる。なお、d = 2,4mm でも同様に 25％以上を有効とした。

また、その精度誤差をより小さくするために、FFT フィルターを用いて各時刻歴や履歴の曲線

をより滑らかにした。ここでは計測値の特性が失われないように加振振動数の 10 倍以上の振動成

分を除外した。これらを修正値とし図 2.9, 2.10 に示し、その速度の 2 乗平均平方根誤差 Rr を求め

て図 2.9 右に示す。各図の曲線において修正値が計測値とほぼ一致するが、Rr は R よりも小さく

良好であるため、以降では計測値としてこの修正値を用いる。

図 2.10 荷重-変位履歴の比較による加振の計測精度の検討

1Hz 
20mm
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図 2.9 変位と速度の時刻歴の比較による加振の計測精度の検討 
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G' G"
0℃ 40℃ 0℃ 40℃

f (Hz) 平 溝 比 平 溝 比 平 溝 比 平 溝 比

0.025 7 8 0.9 -0.2 -0.1 1.9 19 19 1.0 0.2 0.4 0.5
0.05 15 16 0.9 -0.5 -0.3 1.8 29 29 1.0 0.7 0.9 0.7
0.1 26 27 1.0 -0.8 -0.4 2.0 43 42 1.0 2 2 0.9
0.25 50 51 1.0 -0.4 0.2 -1.5 69 68 1.0 5 6 1.0
0.5 76 77 1.0 1 2 0.7 98 96 1.0 10 10 1.0
1 112 113 1.0 5 6 0.9 140 137 1.0 17 17 1.0

2.5 183 186 1.0 15 16 0.9 226 222 1.0 31 30 1.0
5 261 267 1.0 27 28 1.0 331 324 1.0 47 45 1.0
10 370 382 1.0 44 44 1.0 476 471 1.0 68 65 1.1

表 1.1 γmax = 50%の平型と溝型の抵抗板の G , G  (kPa)とその比

２．４．４ 試験体の容器内に生じる内圧の検討

2.3.4 項の図 2.7 で示した 2 種の抵抗板を用いた装置の特性値 G と G  を比較して、計測値に含ま

れる内圧の影響を検討する。なお、2.4.3 項で理想的な正弦波で加振したことを確認しており、ここ

では加振による特性値への悪影響はない。

 計測値には、内圧の発生時に粘性流体の体積変化で生じる反発力 Fp と、その時の粘性流体の流動

によるせん断力が影響すると考えられる。ここでは、Fp は粘性流体の体積変化量すなわち図 2.7 の

抵抗板の内圧影響面積 A と変位 U の積に比例し、また粘性流体の流動によるせん断力は計測した粘

性力よりも相対的に小さいため無視できると仮定し以下で検討する。Fp の γ に対する剛性を G と

同単位である kp (kPa) とし、せん断歪 γ とせん断面積 S を用いて Fp ＝ kp γ S となる。ところで、

粘性力は γ と G の積である弾性成分と、γ と 90°の位相差がある歪速度 と G  の積に比例する粘

性成分で構成される。そのため、Fp は同位相である G のみに影響する。また、粘性流体の流動に

よるせん断力は非常に小さいため G  , G  に影響しない。したがって、A が異なると G は変化する

が、G  は不変である。

この加振条件は d = 2 mm で温度 θ = 0, 20, 40 ℃、歪振幅 γmax = 50～1,000%、振動数 f = 0.025～10Hz

である。表 1.1 に γmax = 50% で温度 θ = 0, 40 ℃ の平型と溝型の抵抗板を用いた試験体により得られ

た貯蔵剛性 G (平)と G (溝)とその比を示す。また、損失剛性 G  についても同様に示す。その比が 1

なら内圧の影響が小さいことを意味する。これより、θ = 40 ℃ の f = 0.5Hz 以下で G (平) / G (溝)≠1

であり Fp が G に影響していると分る。また、ほぼ全範囲で G  (平) / G  (溝)≒1 であるため粘性流

体の流動によるせん断力の影響はなく、前段落の仮定と一致する。

 次に、2 種の抵抗板の G を比較して kp を推定する。まず、平型と溝型の A を A(平) と A(溝) と

すると、その比 A(平) / A(溝) = 1,000 / 392≒2.6 となる。A(溝) は図 2.7 の両側端面も影響するため、

実際には 2.6 より小さい。また、θ = 40℃、f = 0.1Hz 以下で G (平) / G (溝)が一定値の約 2 であること

は、粘性力のみの貯蔵剛性が kpよりも非常に小さいため、計測で得られた G がほぼ kp と考えられ

る。さらに、この時の G (平) / G (溝)が A(平) / A(溝) とほぼ等しいため、その可能性が高い。なお、

他の γmax でもほぼ同様な傾向であった。

 ここで、各抵抗板の G に kpを加えると Fp が影響しないせん断力のみの貯蔵剛性となり、G (平)+ 

kp(平) = G (溝)+ kp(溝) と表せる。さらに前段落より kp (平) / kp (溝) = 2 となり、これらを満たす各 θ

における γmax = 50, 500, 1,000% の等価振動数 feq に対する kp(溝) を求めて図 2.11 に示す。なお、温

度依存性を考慮するために f を後の 2.5.2 項で検討する feq  に変換した。これより feq に対して各 θ

の kp(溝) がほぼ連続し、各 γmax における kp(溝) は同等な傾向であることが分る。さらに、この傾向
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0℃  40℃
f (Hz) 平 溝 比 平 溝 比

0.025 9 9 1.0 0.4 0.2 2.0
0.05 17 17 1.0 0.26 0.11 2.4
0.1 29 29 1.0 0.13 0.08 1.8
0.25 53 53 1.0 0.9 0.9 1.0
0.5 80 80 1.0 2.9 2.8 1.0
1 117 116 1.0 6.8 6.8 1.0

2.5 189 189 1.0 17 17 1.0
5 269 271 1.0 30 29 1.0
10 380 387 1.0 48 46 1.0

表 2.2  γmax = 50%の平型と溝型の
抵抗板の Gv  (kPa)とその比

を簡易なモデル式で求めると、kp(溝) = (d / 2) × 1.4 feq
0.275 となる。この式は feq に対して非線形であ

るが、後の 2.5 節の図 2.20, 2.21 に示す粘性力の特性値も非線形であるため現実的な傾向である。な

お、kp(溝) の影響を検討するため、参考として後の 2.5.2 項で示す式(7a) の γmax = 50% の理想条件下

の貯蔵剛性G0 のモデル式も図2.11に示す。feq = 0.25Hzで kp(溝) / G0  = 1.0 / 8.6≒0.1 となり kp(溝) の

G0 に対する影響が非常に小さい。ただし、feq が 0.25Hz より小さいと kp(溝)の影響が徐々に大きく

なり、2.3.4 項で説明したように約 0.05Hz 以下では kp(溝)が G0 よりも大きいために G が負値で計

測されたことが分る。

 このモデル式を用いて θ = 0, 40℃、γmax = 50% における内圧の影響を除いた各抵抗板の貯蔵剛性

Gv (平) = G (平)+ kp(平), Gv (溝) = G (溝)+ kp(溝) とその比を表 2.2 に示す。θ = 40℃, f = 0.25Hz 以上

では比がほぼ 1 となり、表 2.1 と比較して改善された。また、他の γmax でも同様である。ただし、f = 

0.1Hz以下ではその比は 1 でないが、2.4.2項で示したようにG が小さいためで、その影響は小さい。

 ここで、kp(溝) が履歴の傾きに与える影響を γmax = 50%, θ = 40 ℃の f = 0.1, 1Hz で確認する。上記

のモデル式により得られた各 kp(溝) = 0.47, 0.89 kPa を用いて、溝型抵抗板を用いた計測値のせん断

応力 τ に kp(溝) γ を加えた履歴を‘内圧除’、計測値の履歴を‘内圧有’として図 2.12 に示す。0.1Hz

では履歴の傾きが無くなり、1Hzではほぼ変化せず前述の表 2.1で説明したようにFpを無視できる。 

 また、本項の冒頭で Fp が U に比例するとしたが、履歴形状から比例する範囲を確認する。図 2.13

に d ＝ 2 ㎜, θ = 20℃, f = 0.25 Hz で γmax = 1,000, 2,000 % の溝型抵抗板を用いた履歴を示す。なお、

2,000％では d ＝ 1 ㎜も示す。d ＝ 2 ㎜, γmax = 1,000 %, Umax = 20 ㎜ では履歴形状がほぼ点対称であ

り、γmax = 2,000 %, Umax = 40 ㎜ では非対称である。しかし、同じ γmax = 2,000 % の d＝1 ㎜では、Umax

= 20 ㎜の履歴がほぼ点対称であった。2.3.1 項で説明したように粘性力のみの履歴は点対称であるた

め、履歴が非対称である原因は、Umax = 40 ㎜で Fp が U に比例しないためと考えられる。

図 2.11 feq に対する kp(溝)の特性

20℃kp(溝)のモデル式

0.05

G0 のモデル式

40℃

0℃

G0 ,
kp(溝) 
(kPa) 

feq (Hz) 
0.250.001 0.01 1 10 1000.1

10,000
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100

10

1
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0.01

+ 0℃ 1,000%
20℃ 1,000% 
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0℃ 500%
20℃ 500% 
40℃ 500% 
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40℃ 50% 

×
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×

図 2.12 履歴による内圧の影響の確認
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図 2.13 履歴の対称性の確認
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そこで、本章では Umax = 40mm の履歴特性を以下とする。この Gv は他条件よりも非常に小さい

ため、後の 2.5.2 項で説明するように履歴の傾きがほぼない値とする。G  は第 3, 4 象限の縮みと膨

らみの分の履歴面積がほぼ同等であるとし、2.4.2 項のエネルギーから算定する定義で適用可能とす

る。ただし、粘性力モデルを検討する場合は、次項で検討する各 d における特性値の整合性を考慮

する。

以上より、内圧の影響を除いた Gv を求められたので、以降では溝型抵抗板を用いた試験体の特

性値 Gv と G  を用いる。また、表 2.2 と図 2.12 の検証から、解析における Gv と G  の適用範囲

を f = 0.1Hz 以上とする。

２．４．５ 各 d の粘性力特性値の比較による理想条件下の特性値の算定 

せん断応力 τ がせん断歪 γ のみに依存する 2.3.1 項で仮定した性質を用いて、せん断隙間 d ＝ 1, 

2, 4 mm の各特性値を比較し、計測値における試験体の不備などで発生する力の有無とその影響を

確認し、理想条件下の粘性力の特性値を算定する。なお、前項と同様に本項でも 2.4.3 項で理想的

な正弦波で加振したことを確認している。

図 2.14 に温度 θ = 20℃で 3 種の d = 1, 2, 4 mm における 3 種の振動数 f = 0.1, 0.25, 1 Hz と 3 種の

歪振幅 γmax = 50, 500, 2,000 % の組合せ条件で得られた計 23 種の τ - γ 履歴を示す。なお、各 d に

おける計測 γmax が目標値に対して約±10 %以内なので、計測 γmax が目標値となるように τ, γ を比

例増減した。図 2.15 左, 右に d = 1, 2, 4 mm における f に対する損失剛性 G  と 2.4.4 項で検討し

た内圧の影響を除いた貯蔵剛性 Gv から求めた損失係数の逆数 ηv
-1 = Gv  /G  を示す。各特性値の

傾向は同様だが、G  の値は若干異なる。さらに、表 2.3 に d = 1 mm の G  , ηv
-1 に対する d = 2, 4 mm

の各特性値の比を示す。G  (4mm)/G  (1mm)の 1 に対する増加量が、G  (2mm)/G  (1mm)よりも約 2

倍大きい。これは、d = 4 mm の変位 U は d = 2 mm に対して 2 倍であるため、これらの比の差異

は γ ではなく、U に依存する力の影響と考えられる。また、ηv
-1 の比はほぼ 1 であり、各 d で履歴

の形状が等しいことを示す。ただし、0.1Hz の比は 1 に近似しないが、Gv が小さく ηv
-1 も小さく

なるためであり 2.4.2 項で示したように影響は小さい。

図 2.15 各 d の G  , ηv
-1の比較 ( 20 ℃ ) 
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図 2.14 各 d の履歴の比較 ( 20 ℃ )
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次に、その比が異なる原因を試験体の構造から検証する。2.3.3 項の図 2.5 で示すように、固定

抵抗板に負荷する全ての力が Fc となる。固定抵抗板の断面形状は図 2.16 の H 型であり、その側

面の設定外せん断面にも粘性流体が存在し粘性力が生じる。この粘性力は d に無関係で U に依

存するため、前段落の検討も考慮して表 2.3 の比の差異の原因は設定外せん断面に負荷する粘性

力の影響であると考えられる。

そこで、この現象を数式化し、その粘性力の影響を検討する。γmax の Gv と G  の複素剛性を

Gv
*(γmax) とし、γ と設定せん断面の面積 S に対する 2.4.4 項で検討した内圧の影響を除いた粘性力

が Gv
* (γmax) γ S となる。この力は理想条件下で設定せん断面に負荷する粘性力 F0 と、設定外せん

断面に負荷する粘性力 Fe の和で式(2.5)となる。この時、理想条件下での粘性力の貯蔵剛性 G0 と

損失剛性 G0 の複素剛性を G0
* とし、S, d, γ = U / d, γmax を用いて F0 = G0

*(γmax) γ S となる。また、

設定外せん断面の面積 Se, せん断隙間 de, せん断歪 γe = U / deと歪振幅 γe maxを用いて Fe = G0
*(γe max) 

γe Se となる。さらに、ζ = (d Se) / (de S) を用いて式(2.5)を整理し式(2.6)とした。

Gv
*(γmax) γ S = F0 + Fe = G0

*(γmax) γ S + G0
*(γe max) γe Se  (2.5) 

  Gv
*(γmax) = G0

*(γmax) +ζ G0
*(γe max)      (2.6) 

設定外せん断面が複雑な構造であるために Se, de の正確な算出が困難である。そこで、図 2.16

に示す固定抵抗板の設定せん断面に垂直に接合した部材と可動抵抗板の設定せん断面の脇との各

中心の距離を仮に deとすると約 30 mm であり、本実験の最大振幅が 40 mm であるため設定外せ

ん断面での最大 γe max は約 130 %となる。ここで、表 2.4 に 2.4.4 項で求めた d = 2 mm, θ = 20 ℃の

内圧の影響を除いた粘性力の特性値 G   , ηv
-1 を示す。これより θ と f が同じなら γmax が約 100％以

下の小歪加振では、粘性力の特性値が線形性を有しほぼ同値である。そのため、設定面以外で発

生する粘性力は常に小歪加振とみなせ、この時の G0
*(γe max) は振幅にほぼ依存しないと言える。

 以上より、各条件で G0
* (γe max) = G0

* (100 %) として求めた式(2.6)の特性値が、計測値から求めた

特性値に近似するようにパラメトリックスタディすると ζ≒0.06 d となる。これは d = 2 mm で Gv
* が

G0
* より G0

* (100 %)の約 12％大きいことを示す。この精度を検討するために、式(2.6) で求めた特

性値 G  , ηv
-1 と、計測値から求めた特性値を図 2.17 で比較した。全範囲で直線上にプロットされ各

特性値がほぼ同一であるため、式(2.6)と ζ が良好である。なお、2,000%では加振条件が少ないため

プロット数が少ない。

G ''(2㎜) η v
-1(2㎜) G ''(4㎜) η v

-1(4㎜)

γ max f Hz G ''(1㎜) η v
-1(1㎜) G ''(1㎜) η v

-1(1㎜)

50% 0.1 1.10 0.93 1.22 0.89
0.25 1.13 0.96 1.27 0.97

1 1.11 1.00 1.26 1.03
2.5 1.13 1.00 1.27 1.02

500% 0.1 1.12 0.94 1.24 0.98
0.25 1.12 0.98 1.26 1.01

1 1.11 0.99 1.25 0.99
2.5 1.12 1.00 - -

2,000% 0.1 1.06 1.18 - -
0.25 1.06 1.00 - -

表2.3  d = 1 mmのG , ηv
-1に対す

る d = 2, 4 mm の特性値の比

 図 2.16 固定抵抗板の設定せん断面
   と設定外せん断面の位置

図 2.5 の矢視
A A

粘性流体容器

設定せん断面

設定外せん断面
固定抵抗板

可動抵抗板 d

de = 30mm
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 さらに、ここで得られた理想条件下の損失剛性 G0 , 損失係数の逆数 η0
-1と 2.3 節の過去実験の損

失剛性 G  , 損失係数の逆数 η-1を、共通の加振条件 θ = 20℃, γmax = 100% で比較し図 2.18 に示す。f = 

1Hz で本試験体の G0 と η0
-1 に対する、摩擦や掻き分けの影響がないコーンプレート装置の G  と

η-1 の差との割合は約-15%, -13% であった。これらは加振と計測の差異や誤差などの影響と考えらえ

る。一方、本試験体の値に対する鉛直方向筒型装置の G  と η-1 の差との割合は約+27%, -29％ と大

きい。これは本試験体とは、加振と計測がほぼ同一であるため、摩擦や掻き分けの影響が大きいと

考えられる。したがって、本項の算定で得られる特性値は鉛直方向筒型装置などよりもコーンプレ

ート装置の値に近似し理想的で、かつ加振範囲が広いため、本章で説明した装置の中で最も有効と

言える。

ところで、ζ が本試験体の固有の値であるため、本試験体とは異なり設定した粘性力以外の力の影

響が少ない試験体では ζ≒0 となり、G0 と G0 のみを用いて粘性力を再現できると考えられる。た

だし、それらの ζ, G0 と G0 のさらなる精度検証には異なる形状の試験体が必要であるため、ここ

では実施しない。

図 2.17 式(2.6)と計測値から算定した各特性値の比較
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160
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0
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 ηv
-1 の比較 G  の比較

ηv
-1 の比較 G  の比較

2mm
1mm

4mm

20℃
f (Hz) G" η v

-1 G" η v
-1 G" η v

-1 G" η v
-1 G" η v

-1

0.1 11 0.3 11 0.3 9 0.2 7 0.1 5 0.1
0.25 21 0.5 20 0.4 16 0.3 12 0.2 8 0.1
1.0 46 0.7 44 0.6 33 0.4 24 0.3 - -
2.5 74 0.8 71 0.7 52 0.5 - - - -

2,000%1,000%500%100%50%

表 2.4 内圧の影響を除いた G  ( kPa), ηv
-1 ( d = 2 mm ) 

図 2.18 各試験体の特性値の比較
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２．５ 理想条件下における粘性流体の動的特性の把握

2.4 節で得られた d = 2 mm における理想条件下の振幅と温度, 振動数に対する粘性力の特性値を

まとめて、その特徴を検討する。図 2.19 に 5 種の温度 θ = 0, 10, 20, 30, 40 ℃、4 種の振動数 f = 0.1, 0.25, 

1, 2.5 Hz 、3 種の歪振幅 γmax = 50, 500, 2,000 % の計 49 種の組合せ条件で計測値から直接得られた τ 

- γ 履歴を、表 5 に 2.4.5 項により得られた各 θ の理想条件下の損失剛性G0 と損失係数の逆数 η0
-1 を

示す。

２．５．１ 振幅特性 

 図 2.20, 2.21 左に γmax = 50, 500, 2,000 %の各 θ における G0 - f , η0
-1 -  f を示す。これらから歪振幅

γmax が大きいほど特性値 G0 と η0
-1 が小さいと分る。それは、γmax が大きいと履歴形状の傾きが小

さく、τ が大きくても γmax に対する τ の増加率が小さいこと示す。また、2.4.5 項でも説明したよう

に、表 5 の小歪振幅 50, 100 %では特性値がほぼ同値で線形性を示すが、γmax が大きくなるとそれぞ

れ異なり非線形性が顕著になる。f や θ が異なる場合でも、それらの傾向がほぼ同様である。

２．５．２ 温度･振動数等価性

 図 2.20, 2.21 左から温度 θ が高いほど特性値 G0 と η0
-1 が小さいと分る。また、振動数 f の増加

に伴い各特性値は増加するが、γmax が大きくなるにつれて増加傾向が緩やかになる。 ただし、f が

増加しても η0
-1 は 1 以下であり、履歴形状の傾きが一定以上大きくならない。2,000 %では η0

-1 が f の

増加に伴い緩やかに減少しほぼ 0 となり、履歴形状の傾きがないことを示す。

2.5Hz

※温度 θ が 0 ℃から 40 ℃の順

に荷重が大きい。ただし、f = 2.5 
Hz, γmax = 500 %では、θ = 0℃で加

振していないため、θ = 10 ℃で

最大荷重となる。

図 2.19 各温度における粘性せん断応力-せん断歪 ( d = 2 mm ) 
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γ max

θ f  (Hz) G 0" η 0
-1 G 0" η 0

-1 G 0" η 0
-1 G 0" η 0

-1 G 0" η 0
-1

0℃ 0.1 38 0.7 37 0.6 26 0.4 18 0.2 10 -0.01
0.25 60 0.8 59 0.7 41 0.4 27 0.2 13 -0.04
1.0 122 0.8 118 0.8 74 0.5 - - - -
2.5 199 0.9 190 0.8 - - - - - -

10℃ 0.1 20 0.5 19 0.5 14 0.2 10 0.1 6 0.0
0.25 33 0.6 32 0.6 23 0.3 16 0.2 10 0.0
1.0 68 0.8 66 0.8 45 0.4 29 0.3 - -
2.5 107 0.8 106 0.8 68 0.5 - - - -

20℃ 0.1 10 0.3 10 0.3 8 0.2 6 0.1 4 0.0
0.25 19 0.5 18 0.4 13 0.2 10 0.1 6 0.0
1.0 41 0.7 39 0.6 28 0.4 20 0.2 - -
2.5 66 0.8 63 0.7 44 0.4 - - - -

30℃ 0.1 5 0.1 4 0.1 4 0.1 3 0.0 2 0.1
0.25 10 0.3 10 0.3 8 0.2 6 0.1 4 0.0
1.0 25 0.5 25 0.5 18 0.3 13 0.2 - -
2.5 42 0.7 41 0.6 29 0.4 - - - -

40℃ 0.1 2 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.1 1 0.2
0.25 5 0.2 5 0.1 4 0.1 3 0.0 3 0.1
1.0 15 0.4 15 0.4 11 0.2 9 0.1 - -
2.5 27 0.6 26 0.5 19 0.3 - - - -

50% 100% 500% 1,000% 2,000%

表 2.5 各温度の理想条件下の特性値 G0 (kPa), η0
-1 ( d = 2 mm )

feq (Hz)

図 2.20 シフトファクターによる振動数変換前後の各温度の損失剛性 G0 の特性 (d = 2 mm ) 
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図 2.21 シフトファクターによる振動数変換前後の各温度の損失係数の逆数 η0
-1 の特性 ( d = 2 mm )
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50% 500% 2,000% 50% 500% 2,000%
a 1 28 11 0.11 b 1 41 29 11
a 2 0.54 -0.99 13 b 2 0.48 -0.24 14
a 3 0.17 1.7 -13 b 3 0.10 0.70 -14
a 4 -0.41 -0.064 0.0060 b 4 -0.26 -0.079 0.006

表 2.6 G0 , G0 (kPa)のモデル式（2.7a,b）のパラメータ ( d = 2 mm )

さらに、同じ γmax では各 θ の f に対する特性値の曲線形状が類似するため、θ と f に対する特

性に相関があると推測できる。ところで、粘弾性体の特性は粘性流体と類似しており、また温度･

振動数等価性 6)-9)を用いて θ と f の相関性が既に検討されている。本粘性流体でもこれを適用でき

れば、基準温度の特性を用いて他 θ の特性を再現し効率的なモデル化ができる。以下にその可能

性を検討する。

 温度･振動数等価性とは、各 θ のシフトファクターλ を f に乗じた等価振動数 feq = λ f に対する特性

値が、基準温度 θref  = 20 ℃の特性値に合致する性質である。その適用性を検討するには、まず θref の

特性値を関数化する必要がある。その方法には、定常波の特性から粘性力の構成などを考慮し得ら

れる時刻歴解析用のモデル 5)と、定常波の特性値のみを再現するモデルの適用が考えられる。前者

は分数微分などから得られ一貫性があるが複雑であるため、ここでは簡易な後者の方法を用いて特

性値のモデルを式(2.7a,b)とした。なお、前者の方法については次編で検討する。これから γmax = 50, 

500, 2,000 %における feq に対する G0 と G0 (kPa) を求めると、各 γmax のパラメータが表 6 となっ

た。なお、η0
-1 のモデル式を G0 /G0 として求めた。

(2.7a,b) 

 また、各 θ の特性値がモデル式(2.7a,b) の特性値に近似するように f を feq に変換し λ を決定した。

図 2.20, 2.21 左右にモデル式(2.7a,b)から得た G0 と η0
-1の曲線を、図 2.20, 2. 21 右に表 2.5 の各 γmax , 

θ における G0 - feq , η0
-1 - feq を示す。これらからこのモデルと θref の特性値の対応と、各 θ の λ と特

性値の相関性が良好であり、本粘性流体でも温度･振動数等価性が適用可能であると分かる。各温度

における λ は表 7 であり、この傾向を設定温度 θ と θref を用いて WLF 式 6)-9)である式(2.8b) で表す

と p1 = 14, p2 = 150 となり、λ と θ の関係は図 2.22 となった。

,                                    (2.8a,b) 

4
32

4
32

1010 '','
b

eq
a

eq fbb
eq

faa
eq fbGfaG

refrefeq ppff 21 /exp,

図 2.22 θ に対する λ の特性

θ (℃) λ
0 8.6
10 2.7
20 1.0
30 0.4
40 0.2

表 2.7 各 θ の λ

θ (℃)

λ

0 10 20 30 40 
0

5

10
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２．６ まとめ 

 理想条件下での粘性流体材料のせん断変形特性を実験と解析で検討する方法を提案し、その動的

特性を検討した。以下に結論を示す。

1) 既往の実験方法などを踏まえて製作した小型試験体を用いて、広範囲の条件でより精度良く加振

かつ計測した。

2) 装置に施した工夫により、計測値には鋼材剛性と摩擦の影響はなかったが、スケール効果による

影響があった。その原因は内圧による反発力と設定外せん断面に負荷する粘性力が考えられた。 

3) 内圧については異なる抵抗板による特性値を、設定外せん断面に負荷する粘性力については異な

るせん断隙間による特性値をそれぞれ比較することで、それらの影響や理想条件下の粘性力の特

性値を検討できた。 

4) 粘弾性体で既に検討されている温度･振動数等価性を本粘性流体の理想条件下のせん断力の特性

値でも広範囲条件で適用できた。 

5) 得られた結果を用いて粘性流体材料のせん断力の特性モデルを次編で検討できるが、より精度良

く検証するためには別形状の試験体の特性値との整合性を考慮する必要がある。
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荷重負荷する面
設定

せん断面
設定外

せん断面積

せん断歪 γ γ e

せん断歪振幅 γ max γ e max

せん断隙間 d d e

せん断面積 S S e

F eの負荷割合

計測値 F c = 内圧を除去 理想状況下
荷重状態 F p + F 0 + F e F 0 + F e F 0

複素剛性 - G v
* G 0

*

貯蔵剛性 G ' G v ' G 0'
損失剛性 G '' G '' G 0''
損失係数の逆数 η -1 η v

-1 η 0
-1

せん断応力 τ

ζ = (d S e) / (d e S )

振動数 f
等価振動数 f eq

粘性流体温度 θ
粘性流基準体温度(= 20℃) θ ref

シフトファクター λ
変位 U
変位振幅 U max

加振力(= F c+ F f ) F
計測荷重  (F c= F p + F 0+ F e) F ｃ

設定面に負荷する粘性力 F 0

設定面外に負荷する粘性力 F e

摩擦力 F f

内圧による反発力 F p

F pのバネ係数 K p

内圧影響面積 A
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付録 A 

 本章で用いた主な記号を表 A にまとめて示す。

表 A 記号のまとめ
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３章 剛な装置材で構成された粘性ダンパーの小歪における線形特性のモデル 

３．１ はじめに 

３．１．１  背景 

粘性流体を有するダンパー「粘性ダンパー」は、減衰力の発生原理により、封入した充填材の流動

抵抗力による流動型と粘性流体のせん断力によるせん断型の 2 種に分けられ、小さな変形でもエネル

ギーを吸収できる制振装置である。これを設置した建物の地震の時刻歴応答解析では、ダンパー力の

式を速度の指数乗に比例する非線形粘性要素としているが 1)-3)、その精度に限界があると最近指摘さ

れている 4)。この原因の 1 つとして、ダンパー力は粘性流体の材料と構成する部材剛性の特性に依存

するが、各特性の相互の影響を踏まえていないためと考えられる。複雑な挙動を再現するためには、

減衰効果の元となる粘性流体の材料の特性モデルをまず検討することが合理的である。

そこで、前章 5)ではせん断型ダンパーを対象とし、部材剛性の影響を極力排除して粘性流体の材料

特性を検討する実験方法を提案し、それを用いて特性を詳細に検討した。その結果、同じ速度でも歪

や振動数によってせん断力が異なり、また歪が小さいほど傾きが顕著になる楕円履歴であると分かっ

た。従って、この特性を粘弾性体として扱うことで、精度良い特性モデルが効率的に得られると考え

られる。ただし、粘性流体と粘弾性体には流体と固体の差があり、モデル化への適用は不明確である。

特性の差の例として、同じせん断型でも歪あたりの力が小さく破断しない粘性流体は、限界歪を粘弾

性体より大きくできることなどが挙げられる。これらを踏まえて、粘弾性体の特性モデルを粘性流体

へ実用した例はまだない。

３．１．２  目的と構成

本章の目的は、任意形状の粘性流体ダンパーにおけるせん断力の特性モデルを構築するために、粘

性流体の材料自体の特性モデルを粘弾性体の理論に基づいて検討することにある。粘弾性体には、曽

田ら 6）によるバネ要素と粘性要素で成る Maxwell モデルや Kelvin モデルを組合せた力学モデルから

求める整数微分モデルや、笠井ら 7)-11)による歪や応力の分数次導関数による構成則から求める分数微

分モデルがある。ここでは、歪の微分階数を調整でき少ないパラメータ数で速度依存特性に適合しや

すい分数微分モデルから得た粘性要素を用いて、整数微分モデルと同様に力学モデルとして検討する。 

また、最大歪 2000%とした前章 5)の実験において、粘性流体の材料特性は歪が大きいほど複雑だが、

小歪 100％以下では歪に依存せずほぼ同値で線形性を示し比較的単調であった。ここでは、その小歪

を対象とし、上述した方法で粘性流体の材料の特性モデルを検討し、最終的に時刻歴解析でせん断力

を求める。

本章の構成は、3.2 節で実験装置の概要と実験から得た特性値の線形範囲を確認し、3.3 節で実験値

に適合する特性モデルを分数次導関数による粘性要素を用いた複数の力学モデルで検討する。3.4 節

で正弦波における最適な特性モデルの精度を検証し、3.5 節でその特性モデルの時刻歴解析による粘

性流体のせん断力を検討する。
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３．２ 実験から得た特性値の検証 

３．２．１ 実験装置の諸元 

 実験装置 5)は粘性流体せん断力を発生させる抵抗板が設置された容器に粘性流体を充填し、抵抗板

を鉛直方向に加振する構造である。主要寸法はせん断隙間 d ＝  2mm とせん断面積 S = 2 枚

(面)×30mm(幅)×160mm(高) = 9600mm2 である。粘性流体は主材が炭化水素化合物で、粘度が 30℃で

約 8000Pa･s である。

３．２．２ 楕円履歴の特性値

変位 u(t)とせん断力 F(t), 前項の d, S から、粘性流体の歪 γ(t)とせん断応力 τ(t)を式(1a, b)とする。

傾きのある楕円履歴を円振動数 ω と位相差 δ, 時刻 t, 最大歪 γmax, 最大せん断応力 τmaxとした γ(t) = 
γmaxsin ωt と τ(t) = τmaxsin(ωt+δ) で表す時、G と G  から τ(t) が式(2)(3)となる。貯蔵（弾性）剛性 G 
と損失（粘性）剛性 G   , 損失係数の逆数 η-1 = (tan δ)-1 = G  / G  は楕円履歴の特性値であり、複素剛

性 G* が複素数 i を含んだ G* = G  + i G  となる。また、実験値である τ, γ の計測値からは、G を最

小 2 乗法で求める τ, γ の直線近似式の勾配、G  を 1 波の履歴面積を π γmax
2で除して求めた 5)7)9)。

γ(t) = u(t) / d , τ(t) = F(t) / S (3.1a, b) 

τ(t) = G γmax sin(ωt+δ) + G   γmax cos(ωt+δ)      (3.2) 

= G' 2�G'' 2 γmax sin(ωt+δ)          (3.3) 

３．２．３ 特性値の線形範囲 

せん断隙間 d = 2mm で歪振幅 γmax = 25～2000%、粘性流体の温度 θ = 0～40 ℃、振動数 f = 0.1～2.5 Hz
において、実験値 5)から得られた損失剛性 Gi (kPa)と損失係数の逆数 ηi

-1 を表 2.1 に示す。同じ θ や f 
でも、γmax によって Gi , ηi

-1は異なるが、γmax = 100%以下でほぼ同値である。γmax = 100%の特性値 Gi , 
ηi

-1に対する、f = 0.1～10 Hz の各 γmax における特性値の比を図 3.1 で確認する。顕著に 1 以下である

γmax = 250%以上の特性値の比に対して γmax = 25, 50, 100%ではほぼ 1 であり、γmax ≒ 100%以下では同

値とみなせ、履歴が線形特性を有する。これを線形範囲とし、3.4 と 3.5 節では特性値が γmax に依存し

ない値として、この範囲の特性モデルを検討する。

表 2.1 実験値から得られた Gi (kPa), ηi
-1

γmax 25% 50% 100% 500% 1000% 2000%
θ f (Hz) Gi" ηi

-1 Gi" ηi
-1 Gi" ηi

-1 Gi" ηi
-1 Gi" ηi

-1 Gi" ηi
-1

0℃

0.1 39 0.7 38 0.7 37 0.6 26 0.4 18 0.2 10 0.0
0.25 61 0.8 60 0.8 59 0.7 41 0.4 27 0.2 13 0.0

1 124 0.9 122 0.8 118 0.8 74 0.5 - - - -
2.5 199 0.9 199 0.9 190 0.8 - - - - - -

10℃

0.1 20 0.5 20 0.5 19 0.5 14 0.2 10 0.1 6 0.0
0.25 34 0.6 33 0.6 32 0.6 23 0.3 16 0.2 10 0.0

1 70 0.8 68 0.8 66 0.8 45 0.4 29 0.3 - -
2.5 111 0.8 107 0.8 106 0.8 68 0.5 - - - -

20℃

0.1 10 0.3 10 0.3 10 0.3 8 0.2 6 0.1 4 0.0
0.25 19 0.5 19 0.5 18 0.4 13 0.2 10 0.1 6 0.0

1 42 0.7 41 0.7 39 0.6 28 0.4 20 0.2 - -
2.5 67 0.8 66 0.8 63 0.7 44 0.4 - - - -

30℃

0.1 5 0.1 5 0.1 4 0.1 4 0.1 3 0.0 2 0.1
0.25 11 0.3 10 0.3 10 0.3 8 0.2 6 0.1 4 0.0

1 26 0.5 25 0.5 25 0.5 18 0.3 13 0.2 - -
2.5 44 0.7 42 0.7 41 0.6 29 0.4 - - - -

40℃

0.1 2 0.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 1.5 0.1 1 0.2
0.25 5 0.1 5 0.2 5 0.1 4 0.1 3 0.0 3 0.1

1 15 0.4 15 0.4 15 0.4 11 0.2 9 0.1 - -
2.5 28 0.6 27 0.6 26 0.5 19 0.3 - - - -
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dt
d
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３．３  分数微分粘性要素を用いた力学モデルの検討 

３．３．１ バネ要素と粘性要素の力学モデル 

バネ要素と粘性要素を組合せた力学モデルから求める整数微分モデル 6)は、要素数が少ないと特性

を把握しやすいが、後の 3.3.5 項で示すように本粘性流体での適用は難しい。また、パラメータ a と

b, G, 分数微分演算子 Dα (=    )から成る式(3.4)の歪 γ と応力 τ の構成則から求める分数微分モデル
7)-10)は、微分階数を調整できるため少ないパラメータ数でも精度は良いが、特性を式から把握しパラ

メータ数を効率的に増減することは難しい。そこで、式(3.5)の分数微分モデルから求めた粘性要素を

組合せた力学モデルを用いて、実験値に適合しやすい特性モデルを検討する。

 (3.4) 

 (3.5) 

式(3.5)は 2 種のパラメータである係数 c と微分階数 α から成る分数次導関数で、次の 3.3.2 項で示

すように傾きがある楕円履歴である。最も簡単な分数微分モデルであるため分数微分粘性要素と呼び、

記号を図 3.2 の No.1 とする。α＝1 では一般的な粘性要素となり整数微分粘性要素と呼ぶ。パラメー

タ数が 6 以下なら、図 3.2 の No.1～22 と称した力学モデルが考えられる。本節において、各要素番

号 n とし、分数微分粘性要素では複素剛性 kn
*, 貯蔵剛性 kn , 損失剛性 kn , 係数 cn, 微分階数 αn、バ

ネ要素では弾性剛性 kn とする。

10 100 1000

γmax(%)

Gi'', 10℃

0

1

10 100 1000

0.1Hz
0.25Hz
0.5Hz
1Hz
2.5Hz
5Hz
10Hz

γmax(%)

Gi'', 0℃

10 100 1000

γmax(%)

Gi'', 20℃

10 100 1000

γmax(%)

Gi'', 30℃

10 100 1000

γmax(%)

Gi'', 40℃

0

1

10 100 1000

γmax(%)

ηi
-1, 0℃

10 100 1000

γmax(%)

ηi
-1, 10℃

10 100 1000

γmax(%)

ηi
-1, 20℃

10 100 1000

γmax(%)

ηi
-1, 30℃

10 100 1000

γmax(%)

ηi
-1, 40℃

ηi
-1 (γmax ) 

ηi
-1 (100%)

Gi” (γmax ) 
Gi”(100%)

図 3.1 γmax = 100%の特性値に対する各 γmax の特性値の比 

図 3.2 パラメータ数 6 以下の 22 組の力学モデル
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次項以降では No.1, 2, 4, 5 を分数微分モデルで、No.2, 18, 19 を整数微分モデルで、基準温度 θref = 
20℃における実験値との適合性を検討する。モデル番号 m とした複素剛性 Gm

* を、力学モデルから

式(3.6)または式(3.7)で表せる。式において存在しない剛性を 0 または∞として、No.1, 2, 5, 18 は式(3.6)
から、No.4, 19 は式(3.7)から特性モデルが得られる。最終的に最適な特性モデルは No.4 となったが、

その計算と同定方法, 精度の検証については 3.4 節で行う。

(3.6) , (3.7) 

なお、No.4 が最適であると既知なら、各要素を No.4 に付加した以下の条件の力学モデルが No.4
に近似することを、その構造から次項以降のように同定せず判断できる。要素を並列に付加した 6 種

の No.11, 12, 14, 15, 19, 21 はその要素を柔らかく、要素を直列に付加した 3 種の No.8, 13, 21 は要素を

硬くする場合である。

３．３．２ 分数微分と整数微分の 1個の粘性要素の特性モデル 

No.1 は 1 個の分数微分粘性要素である。係数 c1 と微分階数 α1 とした式(3.5)を用いて、貯蔵剛性

G1 と損失剛性 G1 を求めるため、以下の方法で複素剛性 G1
* = G1 +i G1 を導く。円振動数 ω と位

相差 δ, 時刻 t, 最大歪 γmax, 最大せん断応力 τmax である楕円履歴を γ(t) = γmax ei(ωt-δ) と τ(t) = τmax eiωt で表

す時、G1
* = τ(t) / γ(t) が式(3.5)から式(3.8)であり、整理し式(3.9)となる。さらに、オイラー等式から導

かれる i α = eiαπ/2 = cos(απ/2) + i sin(απ/2) を式(3.9)に代入し式(3.10)となる。この式の実数部が G1 , 虚数

部が G1 で式(3.11a, b)となり、損失係数の逆数 η1
-1 = G1 / G1 である。この式のより、α1 > 1 では G1

＜0 となり履歴の傾きが負、α1 = 1 では G1 = 0 となり傾きがない整数微分粘性要素、α1 = 0 では G1

= 0 となりエネルギー吸収がない弾性剛性である。

 (3.8) 

 (3.9) 

 (3.10) 

  (3.11a, b) 

実験値と式(3.11a, b)を同定して得たパラメータは c1 = 13 kPa, α1 = 0.7 であり、両対数グラフで振動

数 f に対する特性値が図 3.3 の直線となる。G1 は一定範囲で実験値の傾向を再現しているが、η1
-1 は

常に一定で f に依存する実験値と合致しない。さらに、2 種のパラメータのうち α1 を 0.4 と 1 とし

た特性値を図 3.3 に示す。α1 が大きいほど G1 は大きく、η1
-1 は小さくなる。1 要素では、分数微分

モデルと整数微分モデル(α1 = 1) には特性の傾向に顕著な差はない。

図 3.3 No.1 の微分階数 α1による特性の差
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３．３．３ バネ要素と分数微分粘性要素の直列の特性モデル

No.2 はバネ要素と分数微分粘性要素の最も簡易な直列の組合せである。k1 と k1
* を用いて式(3.6)

から複素剛性 G2
*が式(3.12)となる。係数 c1 と微分階数 α1 とした 3.3.2 項の式(3.10)を k1

* とし、式(3.12)
に代入し式(3.13)となる。貯蔵剛性 G2 と損失剛性 G2 が式(3.14a, b)で、損失係数の逆数が η2

-1 = G2 / 
G2 である。

(3.12) 

(3.13) 

(3.14a) 

(3.14b) 

実験値と式(3.14a, b)を同定して得たパラメータは c1 = 13kPa, α1 = 0.7, k1 = 400 kPa で、c1 , α1 が前項

の No.1 と同値である。図 3.4 に示す振動数 f に対する特性値が No.1 より実験値に近似するが、G2 は

低振動数で、η2
-1 は高振動数でも合致しない。さらに、k1を 5 kPa と 50000 kPa とした特性値を図 3.4

に示す。k1 = ∞ なら式(3.14a, b)が式(3.11a, b)と等しいことからも把握できるが、k1 = 50000 kPa では

No.1 とほぼ等しい。また、振動数 f が大きく k1 が小さいほど、G2 は小さく η2
-1 は大きくなる。直

列に付加したバネが柔らかいほど、エネルギー吸収が低下することを示す。

図 3.4 No.2 の線形バネ k 1による特性の差
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３．３．４ 分数微分粘性要素の 2 個の直列の特性モデル

No.4 は 2 個の分数微分粘性要素の直列の組合せである。k1
*, k2

*を用いて式(3.7)から複素剛性 G4
*が

式(3.15)となる。係数 c1, c2 と微分階数 α1, α2 とした 3.3.2 項の式(3.10)を k1
*, k2

*とし、式(3.15)に代入し

式(3.16)となる。貯蔵剛性 G4 と損失剛性 G4 が式(3.17a, b)であり、損失係数の逆数が η4
-1 = G4 / G4 で

ある。

(3.15) 

(3.16) 

 (17a, b) 

実験値と式(3.17a, b)を同定して得たパラメータは c1 = 27.8 kPa, c2 = 21.8 kPa, α1 = 1.14, α2 = 0.51 で
ある。振動数 f に対する特性値が図 3.5 であり、実験値と良好に適合した。No.1 の直線と比較して、

f が大きい領域で緩やかに減少し実験値に近似する。さらに、α2 を 0.1 と 0.7 とした特性値を図 3.5 示

す。α2 が小さく、または高振動数ほど G4 は小さく、η4
-1 は大きくなる。α2 ＝ 0.1 は、3.3.3 項で示

す No.2 の k1 ＝ 50 と似た曲線である。α2 ≒0 であるため 3.3.1 項で示したように分数微分粘性要素

が弾性剛性となり、No.4 が No.2 に近似したことを示す。

図 3.5 No.4 の微分階数 α2による特性の差
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３．３．５ 分数微分粘性要素の 2 個の並列の特性モデル 

No.5 は 2 個の分数微分粘性要素の並列の組合せである。k1
*, k2

*を用いて式(3.6)から複素剛性 G5
*が

式(3.18)となる。係数 c1, c2 と微分階数 α1, α2 とした 3.3.2 項の式(3.10)を k1
*, k2

*とし、式(3.18)に代入し

式(3.19)となる。貯蔵剛性 G5 と損失剛性 G5 が式(3.20a, b)で、損失係数の逆数が η5
-1 = G5 / G5 であ

る。

(3.18) 

(3.19) 

(3.20a) 

(3.20b) 

実験値と式(3.20a, b)を同定して得たパラメータは c1 = 1 kPa, c2 = 10 kPa, α1 = 0.7, α2 = 0.7 である。振

動数 f に対する特性値は図 3.6 で、a1が a2 に対して小さいため、1 個の分数微分粘性要素の影響はな

く、No.1 とほぼ同値となった。さらに、α2 を 0.01 と 1 とした特性値を図 3.6 に示す。α2を変化させ

ても、G5 と η5
-1 は実験値に合致しない。また、3 個の分数微分粘性要素を並列に組合せた No.17 で

も同様だった。したがって、さらに並列に付加しても、本粘性流体の特性の傾向を再現できない。

３．３．６ 整数微分モデルによる特性モデル

整数微分モデルによる特性モデルを検討する。振動数に依存する最も簡単な No.2 と、良好な 3.3.4
項の No.4 と同じパラメータ数である 4 要素の No.18, 19 の計 3 種である。No.2, 18 は式(3.6)から、No.19
は式(3.7)から、微分階数を 1 とし式(3.9)から得た ic1ω, ic2ω を代入すると、力学モデル番号 m とした

各複素剛性 inGm
* が式(3.21),(3.22),(3.23)となる。各貯蔵剛性 inGm と各損失剛性 inGm が式(3.24a, 

b),(3.25a, b),(3.26a, b)、各損失係数の逆数が inηm
-1 = inGm /inGm である。

(3.21) 

(3.22) 

(3.23) 

図 3.6 No.5 の微分階数 α2による特性の差
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振動数 f に対する各特性値を図 3.7 に示す。No.2 の特性値は、同パラメータ数である 1 個の分数微

分粘性要素の No.1 と異なり、1 つの極値を持ち、特定の f を境にして急変する曲線である。No.18, 19
は 1 個以上の極値を持つ曲線であり、No.2 に要素を付加した力学モデルであるため、No.2 の特性が

影響したと考えられる。笠井らは整数微分で 3 個の Maxwell モデルを並列に組合せた計 6 要素の特性

モデルを用いて粘弾性体に対して検討しており、同様に極値を有する曲線であった 4)7)。したがって、

緩やかに変化する本粘性流体の特性に対して、整数微分モデルではさらに要素数が必要と考えられる。

３．４  特性モデルの理論式の検討と正弦波における精度の検証 

様々な振幅や温度, 振動数の正弦波で特性を把握できれば、時刻歴解析でランダム波よる特性の再

現ができる 7)-10)。前節で最適であった No.4 の特性モデルを用いて時刻歴解析を 3.5 節で試みるが、そ

のために必要な特性モデルの理論式などを示し、また正弦波におけるその精度を検証する。

３．４．１ せん断応力と歪の理論式

2 個の分数微分粘性要素を直列に組合せた力学モデルでは、各要素のせん断応力 τ1, τ2 の吊り合いか

ら全体のせん断応力 τ = τ1 = τ2 と、各要素の歪 γ1, γ2 の適合条件から全体の歪 γ = γ1 + γ2 が成立つ。こ

れらと 3.3 節の式(3.5)を用いて式(3.27)が導かれ、本構成則は 3.3.4 項の式(3.16)と同じ係数 c1, c2、微分

階数 α1, α2 を用いて式(3.28)となる。

 (3.27) 

 (3.28) 

図 3.7 3 種の整数微分モデルによる特性の差
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３．４．２ 温度・振動数等価則

笠井らが検討した粘弾性体の特性モデル 7)-10)で用いた温度･振動数等価則が、本粘性流体の特性値

でも適用できることを前章 5)で確認した。その法則は、任意の振動数 f と温度 θ の時の特性値 G  , η-1

が、WLF 式で p1 = 14, p2 = 150 とした式(3.29b)のシフトファクターλ を用いた等価振動数 feq= λ f と基

準温度 θref = 20℃ の特性値に一致する特性である。また、円振動数 ω =2π f から得た等価円振動数

ωeq=λ ω を用いて式(3.30a, b)と表せる。

 feq = λ f  ,  λ = exp [－p1 ( θ－θref ) / ( p2 + θ－θref )]  (3.29a, b) 

G  (ω, θ) = G  (ωeq, θref ) , η-1(ω, θ) = η-1(ωeq, θref )   (3.30a, b) 

以下に、本特性モデルでも式(3.30a, b)を満たし、温度・振動数等価則が成立することを示す。式(3.28)
の係数 c1, c2を温度依存で表記するため、θ の関数であるλを含んだ式(3.31a, b)とする。θref における

係数 c1ref, c2ref と、θ に依存せず一定値である微分階数 α1, α2は 3.3.4 項で求めた値である。

c1 = c1ref λα1  ,  c2 = c2ref λα2  (3.31a, b) 

式(3.30a, b)を示すため、式(3.9)( 3.15)を用いて複素剛性 G*(ω, θ) = G*(ωeq, θref )を証明する。任意の ω
と θ において、2 要素のパラメータ c1, α1 と c2, α2 として式(3.9)から求めた分数微分粘性要素の複素剛

性 k1
*, k2

*を、モデル No.4 の複素剛性である式(15)に代入すると式(3.32)となる。

 (3.32) 

θref と ωeq において、c1ref, c2ref を c2, α2 として式(3.32)に代入すると式(3.33)となり、式(3.31a, b)である

ため式(3.32)と式(3.33) が等しく、式(3.30a, b)が成立する。したがって、式(3.4)を用いた粘弾性体の特

性モデルと同様に、本手法の特性モデルでも温度・振動数等価則が適用できる。

 (3.33) 

３．４．３ パラメータの同定とその精度

実験値から得られた線形範囲の特性値 Gi , ηi
-1は、3.2 節の図 3.1 で示した 7 種の振動数 f = 0.1, 0.25, 

0.5, 1, 2.5, 5, 10Hz、3 種の歪振幅 γmax = 25, 50, 100%、5 種の温度 θ = 0, 10, 20, 30, 40℃で計 105 個であ

る。各 γmax において特性値には差があるが、3.2 節で示したように非常に小さいため、パラメータ c1, 
c2, α1, α2 は γmax に依存せず一定とする。また、θ を考慮するために等価振動数 feq を用いる。上記の

条件のうち γmax = 100%における総数 i = 35 個で、実験値 Gi , ηi
-1 に対する 3.3.4 項で得た No.4 の特性

モデル G  , η-1 の相対誤差の 2 乗和 ", である式(3.34a, b)を最小にするパラメータを求めた。

(3.34a) 

    (3.34b) 

c1, c2, α1, α2 は 3.3.4 項で示した値であり、各 θ の f に対する各特性値の実験値に対する計算値の比

G  /Gi と η-1/ηi
-1 を図 3.9 に、その平均値と標準偏差を表 3.2 に示す。図 3.9 では G  /Gi はほぼ 1 であ

り、η-1/ηi
-1 は f が大きいほど 1 より大きくなる。表 3.2 では G  /Gi の平均値は 0.92～1.03 で標準偏
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差は 0.04 以下、η-1/ηi
-1 の平均値は 0.96～1.09 で標準偏差は 0.14 以下である。40℃の η-1 の標準偏差が

0.14 で最大であるのは、表 2.1 から分かるように ηi
-1 は他より小さいため比が相対的に大きくなった

ことが原因であり、特性モデルの精度に与える影響は小さい。0℃の η-1/ηi
-1 の標準偏差は 0.09, 平均

値は 1.09 であり精度が低いが、それ以外ではほぼ良好である。

各 θ の特性値を基準温度 θref = 20℃として検討するために、等価振動数 feq = λ f に対する実験値と、

特性モデルによる θref の計算値を比較する。図 3.8 に、γmax = 25, 100%の feq に対する θ = 0～40℃の

Gi , ηi
-1 をプロットし、θref の G  , η-1 の曲線を示す。前段落と同様に 0℃で振動数が高いほど η-1の精

度が低いが、他の範囲では良好である。

図 3.9 各 γmax , θ の特性値の計算値/実験値

図 3.8 γmax = 25, 100% , 各 θ の feq に対する Gi”, ηi
-1と G”, η-1

表 3.2 各 γmax , θ の特性値の計算値/実験値

の平均値と標準偏差
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３．５  時刻歴解析の検討 

３．５．１ 積分方法 

前項で求めた微分階数 α 1> 1 であるため、笠井らの手法 9)10)と同様に任意微分階数に適用できる

Gruwald 積分で最も簡易な G1 アルゴリズムを用いて、式(3.28)に含まれる分数次導関数を計算する。

刻み時間 Δt (s)とした時刻歴解析で任意の計算ステップ n における関数 f (n) の q 次の分数微分が式

(3.35)、その重み係数 w (j) が式(3.36a,b)と表せる。ステップ n では 0 から n－1 まで範囲の積分だが、n
が大きくなるほど初期ステップの影響が小さくなる。そこで、演算効率を上げるために、Dq f (t) に影

響する積分区間 Tw (s) を設けて、計算積分数 Nw = Tw /Δt を用いて n が Nw を超えた時点で n－Nwか

ら n－1 までの積分とする。なお、付録 A2 から Tw と Δt を決定した。

(3.35) 

(3.36a, b) 

３．５．２ せん断応力の計算のアルゴリズム

任意の歪 γ(n) における本構成則である式(3.28)のせん断応力 τ(n) を計算するアルゴリズムを示す。添

え字 n は計算ステップ数であり、n = 0 では初期条件である。温度 θ(n) の時、3.4.2 項からシフトファ

クターλ(n) が式(3.37)、係数 c1
(n), c2

(n) が式(38a, b)である。各パラメータは 3.3.4項で求めた c1ref = 27.8 kPa, 
c2ref = 21.8 kPa, α1 = 1.14, α2 = 0.51 である。なお、図 3.10 の実験値は各サイクルでせん断応力が低下せ

ず温度変化しないため、θ(n) を初期から一定とする。

λ(n) = exp [－p1 ( θ(n)－θref ) / ( p2 + θ(n)－θref )]              (3.37) 

c1
(n) = c1 ref �λ�	 ��α1 , c2

(n) = c2 ref �λ�	 ��α2            (3.38a, b) 

本構成則には 3 つの分数次導関数があり、3.5.1 項からそれぞれ式(3.39a, b, c)となり、式(3.28)に代入

し整理すると任意の γ(n) に対する τ (n) が式(3.40)となる。

 (3.39a, b, c) 

(3.40) 
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この頁の内容は、ファイル(P7.docx)となる。

図 3.10 正弦波における実験値と計算値の比較 図 3.11 ランダム波の実験値と計算値の比較
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３．５．３ 正弦波とランダム波による時刻歴解析

  4 種の振動数 f = 0.1, 0.25, 1.0, 2.5、3 種の歪振幅 γmax = 25, 50, 100%、5 種の正弦温度 θ = 0, 10, 20, 30, 
40℃の計 60 組合せの正弦波において、実験値と式(3.40)に実験の歪を代入して得られた計算値の履歴

を図 3.10 に示し、特性モデルの精度を検証する。前項の特性値の傾向と同様に θ = 0℃の f = 2.5Hz、θ
= 40℃の f = 0.1Hz 以外の条件ではほぼ良好であり、前項のパラメータを用いた本節の計算法が適応し

た。

同様にランダム波に対する特性モデルの精度を検証する。ランダム波は、3 種の 3, 12, 24 層の建物

において、3 種の El Centro 波(NS, 1940 年), JMA 神戸波(NS, 1995 年), Taft 波(EW, 1952 年)に対する地

震応答解析 7)で得られた 1 層目の変位応答波を、目標最大歪 100%となるように縮小した計 9 種であ

る。各建物の 1 次固有振動数が 2.86, 0.76, 0.35Hz であり、付録 A3 で示すように各の建物の歪スペク

トルのピークは建物の 1 次固有振動数に対応する。これらを入力波とし、3 種の θ＝10, 20, 30℃にお

ける計 27 組合せの実験値と計算値を図 3.11 に示す。正弦波と同様に低温や高振動数である低層建物

ほど応力と履歴の傾きが大きい。高振動数の 3 層建物では計算精度がやや低いが、他の条件では良好

であり 100％以下の小さい歪にも適応した。 

３．６ まとめ 

 傾きのある楕円履歴の特性モデルを検討し、小歪における粘性流体の材料特性への適用を試みた。

以下に結論を示す。

1) 本粘性流体の特性値は、せん断歪 100%以下の小歪ではほぼ同値であり線形特性を有することを確

認した。

2) 整数微分モデルと同様に、分数微分粘性要素とバネ要素を組合せた力学モデルで、粘弾性体のよ

うな楕円履歴を表現できた。 

3) 本粘性流体の材料は、2 個の分数微分粘性要素の直列の組み合せが最適の特性モデルだった。 

4) 粘弾性体の特性モデル理論の 1 つである分数微分粘性要素モデルを用いて、本粘性流体の特性を

4 個のパラメータで精度良く再現できた。 

5) 力学モデルから得られたパラメータを用いて、時刻歴解析において粘性流体のせん断力を計算で

きた。 
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670 号, pp2183-2192, 2011.12 

6)  曽田五月也, 高橋雄司：ランダム加振による粘弾性ダンパーの振動数依存性の定量化, 日本建築
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8)  笠井和彦, 所健：粘弾性体の温度・振動数・振幅依存を考慮した構成則,その 2 温度上昇および

歪・歪速度がもたらす非線形のモデル化, 日本建築学会構造系論文集, 561 号, pp55-63, 2002.11 
9)  笠井和彦, 大木洋司, 雨宮健吾, 木村勝彦：イソブチレン・スチレン系のブロック共重合体から

なる粘弾性材料の構成則, その１：小歪領域における温度・振動数依存のモデル化, 日本建築学

会構造系論文集, 569 号, pp47-54, 2003.7 
10) 大木洋司, 笠井和彦, 雨宮健吾, 木村勝彦：イソブチレン・スチレン系のブロック共重合体から

なる粘弾性材料の構成則, その 2：大歪領域における温度・振動数依存のモデル化, 日本建築学会

構造系論文集, 617 号, pp77-85, 2007.7 

付録 A1 力学モデルにおける特性値の簡易な検証方法 

3.3 節では各力学モデルにおいて特性値 G , G  の式を記して同定する方法を示したが、パラメータ

が多いほど G , G  の式がより複雑となる。そこで、G , G  の式を式(3.14a,b)のように具体的には示せ

ないが、表計算ソフト Microsoft Excel で G , G  の値を簡易に検証する方法を示す。式(3.6)(3.7)のよ

うな複素剛性の式を、式(3.9)から各要素の複素剛性 k*＝c (iω)α とした Excel のセルから虚数を四則演

算する関数を用いて組み立てる。その複素剛性のセルから実部と虚部を求める関数を用いて G , G  
が求められる。さらに、実験値とそれらの計算値を同定する際に、文献 9 と同様に Excel のソルバー

という機能で最小二乗法を実施すれば、より簡便に検証できる。

付録 A2 解析時間刻みΔt と積分区間 Twが積分精度に与える影響 

文献 9 で笠井らは G1 アルゴリズムを用いて積分区間短縮法を適用するために、解析時間刻み Δt
と積分区間 Twが積分精度に与える影響を検討した。3.5 節の式(3.40)でG1 アルゴリズムを用いるため、

同様に検討する。

3.5 節のせん断歪 γmax = 100%, 温度 θ = 20℃, 振動数 f = 1Hz の正弦波で、周期 T と解析時間刻み Δt
で 1 波あたりデータ数 T/Δt = 20, 50, 100, 200, 400 とした 5 種の入力歪に対して、計算ステップ n にお

ける積分数を 4 種の積分区間 Tw = Full, 2T, 0.9T, 0.5T として荷重 τ を求めた。図 A1 左に Tw = 0.9T と

した各 T/Δt による履歴を示す。T/Δt = 50 以上では τ がほぼ等しいが、T/Δt = 20 では τ がやや低下す

る。また、図 A1 右に T/Δt = 100 とした各 Tw による履歴を示す。Tw が大きいほど、Tw = Full として

求めた τ に近似し、Tw = 0.9T でほぼ同値となる。したがって、厳密な解が Nc ≧ 50, Tw ≧ 0.9T で得

られた。

3.5 節の Taft 波による 12, 24 層の応答波で検討する。1 波あたり時間を建物の 1 次の固有周期 T と

し、T/Δt = 33, 66, 262, 522 とした 4 種の入力歪に対して、計算ステップ n における積分数を 4 種の Tw

= Full, 0.9T, 0.5T, 0.25T として τ を求めた。図 A2 の左側に Tw = 0.9T とした各 T/Δt による履歴を、右

側に T/Δt = 66 とした各 Tw による履歴を示す。正弦波ほぼ同様に T/Δt = 66, Tw = 0.5T で良好な結果で

あった。本論でも文献 9 とほぼ同様であるため、多質点応答解析では 3次周期まで考慮し、T/Δt ≧ 100, 
Tw≒1.5 T を目安にした設定が適当である。

図 A1 正弦波における構成則の積分精度の検証
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付録 A3 ランダム入力波の特性 

3.5 節で用いた 3 種の地震波による 3 種の建物の応答波である計 9 種の入力波の歪時刻歴と歪スペ

クトルを図 A3 に示す。
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図 A3 ランダム入力波の歪時刻歴と歪スペクトル

図 A2 ランダム波における構成則の積分精度の検証
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付録 A4 鋼材剛性を付加した粘性流体の特性モデル 

 柱と梁で構成されたフレームのダンパーの取付け方法として図 A4 などがあり、ダンパーがフレー

ムに付加する特性を求めるためには取り付け部材の変形を考慮した付加系を検討する必要がある 4)。

笠井らは粘弾性の特性式に、取り付け部材の剛性をダンパーの特性式に組み込んだ 7)。同様に 3.4 節

と 3.5 節の特性モデルに接合部の剛性 Kbを付加した式を求める。

 付加系の力学モデルは図 3.2 の No.8 であり、せん断隙間 d とせん断面積 S から得た k = Kb (d / S )
とモデル No.4 の複素剛性 G* を用いて、ダンパーの特性モデルの複素剛性 Gd

* が式(A1)となる。モ

デル No.4 の貯蔵剛性 G と損失剛性 G  を用いて貯蔵剛性 Gd , 損失剛性 Gd は式(A2a, b)である。

Gd
* = k G*/(k+G*)                               (A1) 

Gd =k(G 2+G  2+kG )/[(G +k)2+G  2]  ,  Gd =k2G  /[(G +k)2+G  2]          (A2a, b) 

式(1a,b)と式(3.28)から、付加系における荷重 F とダンパー変位 udの構成則が式(A3)となる。接合部

の変位 ub = F/Kb と付加系の変位 u から得られる ud = u－F/Kb を式(A3)に代入すると F と u の構成則

が式(A4)で、ステップ n の荷重 F (n) が式(A5)となる。パラメータ c1, α1, c2, α2は 3.4.1 項の式(3.28)と
同一であり、Kb＝∞ならそれぞれ式(3.28)と式(3.40)に帰着する。

(A3) 

(A4) 

(A5) 

例として、d = 2mm, S = 10m2, k = 100kPa のダンパー特性で、θ ＝20℃, f = 1Hz, γmax ≒100%である

u = ±2mm の正弦波の履歴を図 A5 に示す。付加系の変位に対してダンパーの変位は 74％程度となっ

た。
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４章 剛な装置材で構成された粘性ダンパーの大歪における非線形特性のモデル

４．１ はじめに 

４．１．１ 背景

ダンパーを設置した建物において、速度依存型ダンパー1)は変位依存型ダンパーと比べて、小～大

地震の振動に対して減衰効果を発揮し、特に加速度応答制御に優位であるという従来から指摘され

ている利点が、東日本大震災の建物応答記録で確認された 2)。速度依存型ダンパーである文献 3 の

粘性ダンパーは、前章 4),5)や本章で対象とする粘性流体(本粘性流体)を適用しており、速度の指数乗

に比例する非線形粘性式で特性が表現されている。筆者らは前章 4)で本粘性流体を詳細に検討し、

それが粘性応力に弾性応力が付加した粘弾性挙動であり、また振動数と振幅に依存するために、上

記の速度依存を考慮するだけでは精度が必ずしも十分でないことを示した。

前章 5)では、小歪において振幅に依存しない粘性流体の線形特性を粘弾性として扱い、振動数に

依存する特性モデルを検討した。なお、以下の他の研究者らによって、近似モデルや厳密モデルで

粘弾性特性が提案されている。最も単純な近似モデルは、弾性応力と粘性応力の並列の組合せであ

る Kelvin 体であり、笠井らは共振時の振動数を用いて、種々の特性である粘弾性ダンパーを設置し

たフレームの応答値を比較し、各モデルの精度を検証した 6)。また、黄らは各計算ステップで瞬間

的な振動数を求めその依存性の再現を Kelvin 体で試みたが 7)、必ずしも適正値が得られる方法では

なかった。厳密モデルには、笠井らの振動数を求めずその影響を反映できる分数次導関数を用いた

方法がある 8)。前章 4),5)や本章では広い範囲の加振条件で良好な特性の再現を目標としているため、

分数次導関数を同様に用いて粘性流体の材料の小歪の特性を文献 5 で検討した。

大歪の加振では、本粘性流体の特性は振幅にも影響され非線形となるため 4)、振動数と振幅に依

存するモデルが必要となる。粘弾性体における非線形特性のモデルには、分数次導関数から成る構

成則のパラメータを振幅依存させる方法がある 9)。ただし、そのモデルで対象とした最大歪は 300%
だが、本章では 2000%であり変化が大きく、モデルの計算で問題が生じやすい。上記と同様な方法

で筆者らが検討した本粘性流体の特性モデル 10)は、計算前に最大振幅が未知であるランダム波に適

用できていない。

４．１．２ 目的と構成

本章の目的は、任意形状の粘性流体ダンパーのせん断力の特性モデルを構築するために、地震な

どによる制振構造物のダンパー挙動を対象とした加振条件で、部材剛性の影響がない粘性流体の材

料自体の振幅, 振動数依存する特性モデルを検討することにある。その方法は、前章 5)で得た特性モ

デルから求めた振動数に依存する線形せん断力を、歪振幅に依存する線形特性と非線形特性の関係

を用いて、大歪における非線形特性のせん断力に変換するものである。

本章の構成は以下である。4.2 節で定常波における粘性せん断力の線形特性を示す。4.3 節で定常

波と非定常波における粘性せん断力の非線形特性を示す。4.4 節で非定常波において等価な線形の貯

蔵剛性の計算方法を示す。4.5 節で時刻歴解析において種々の歪を入力値とした粘性せん断力の計算

結果を示す。

なお、真歪に基づく微視的モデルは煩雑になるため、前章 4),5)や本章ではダンパーの巨視的な応力

－歪の履歴の再現を目指し、単に粘性流体の境界面の相対変位を粘性流体の厚さで除した値である

公称歪を用いた。また、粘性流体自体の特性を求めることは一般的に難しく、前章ではそれを極力

正確に求める試験体を提案した 4)。しかし、それでもそれらの計測荷重には、設定せん断面に生じ

る粘性力以外に、それの約 1~2 割の大きさで他の面に生じた排除しきれない粘性力(文献 4 の図 16)
が含まれていた。そこで、その粘性力の寄与分を差し引き、設定せん断面に生じる粘性流体の線形

と非線形範囲の履歴特性を把握し整理した 4)。本章では、それら各条件の履歴を再現する粘性流体

自体の特性モデルを検討した。
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４．２  定常波における粘性せん断力の線形特性 

４．２．１ 粘性性せん断力の線形理論 

円振動数 ω と時刻 t, 歪振幅 γmaxで表した歪 γ (t) = γmax sin ωt に
おいて、前章 5)で検討した線形特性の粘性せん断力 τL (t) の履歴

は、図 1.1 の粘弾性で傾く楕円である。位相差 δ と最大粘性せん

断力 τmax を用いて、τL (t) は γ (t) と歪速度γ (t) に比例する 2 種の

単項式の和であり、式(1.1)と表せる。

τL (t) = τmax sin(ωt+δ) = τmax cosδ sinωt + τmax sinδ cosωt 

 (1.1) 

線形特性の楕円は任意 γmax に対して、ω が一定なら貯蔵剛性 G'L , 損失剛性 G''L がそれぞれ一定で

ある。τmax/γmax と δ から成立ち、ω に対して変化するため、G'L(ω) と G''L(ω) と表記する。さらに、

τL (t) が弾性応力 τLe (t) と粘性応力 τLv (t) の和として、式(1.1)を式(1.2)と表せる。

(1.2) 

本材料は小振幅や高振動数ほど弾性応力が相対的に大きく、付録 1 が示すように速度だけでは履

歴形状を正確に表現できない 4)。そこで前章 5)では、係数 c1, c2と微分階数 α1, α2 とした分数次導関

数から成る式(1.3)によって、線形の粘性せん断力 τL を求めた。

(1.3) 

理論式から得る正弦波(理論正弦波)における G'L , G''L は式(3)から式(1.4a, b)となり、式(1.3)と共に材

料固有の式である。なお、理論正弦波を目標とした実験の加振波を正弦波と以降では称す。

４．２．２ 線形の貯蔵剛性の計算 

前項の式(4.2)の粘性せん断力 τL (t) から線形の弾性応力 τLe(t) と粘性応力 τLv(t) を求めるために

は、線形の貯蔵剛性 G'L が必要である。理論正弦波における G'L の式を以下の式で容易に求めら

れる。まず、式(4.2)を時刻 t で微分し式(4.5)となる。

さらに、式(4.2)と式(4.5)から ω と G''L を消去し、式(4.6)が得られる。

(4.6) 

ω が未知でも ω に依存する G'L を、τL(t) や γ(t) などから計算できる。したがって、ここでは(ω)
を付けずに G'L と表記した。なお、 L(t), γ(t), γ(t) は各記号の時間微分を示し、τL(t) , γ(t) の差分で

ある。

2121
2121 DccDcDc LL

図 1.1 τ-γ 履歴の定義
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４．３  定常波と非定常波における粘性せん断力の非線形特性 

４．３．１ 粘性せん断力の非線形理論 

前章 4)の検証によって本材料の特性は非線形である範囲でもほぼ楕円とみなせるため、4.2.1項の
式(4.2)と同様に、非線形範囲を含む任意 γの粘性せん断力 τ(t) を式(4.7)と表せる。それは、円振動
数 ω と振幅 γmax に依存する非線形の貯蔵剛性 G'(ω, γmax) と損失剛性 G''(ω, γmax) から成立つ弾性応
力 τe (t) と粘性応力 τv(t) の和である。

(4.7) 

また、特性値の比 be(γmax) = G'(ω, γmax)/G'L(ω), bv(γmax) = G''(ω, γmax)/G''L(ω)と、式(4.2)の線形の弾性
応力 τLe(t), 粘性応力 τLv(t) を用いて、式(4.7)が式(4.8)となる。

     (4.8) 

次項の図 4.3が示すように特性値の比は主に γmax に影響されるため、ここでは(γmax)を付けて表記し
た。また、線形範囲で be(γmax), bv(γmax) を 1とすることで、式(4.8)が式(4.2)に帰着する。
式(4.2)と式(4.8)は笠井らの簡易モデル 6)で用いた Kelvin 体であり、ランダム波でも適用が可能で

ある。なお、文献 6のモデルでは主成分の ωのみを用いたため、応答解析においてその精度は厳密
には正確ではない。なぜなら、ランダム波では正弦波と異なり、各計算スッテプの前後の値の影響

で ωが時々変化するためである。γmaxも同様であり、τ(t) の非線形特性の完全な再現はさらに難しい
が、本章では ω と γmax を考慮し、より等価な特性の再現を試みる。本節で γmaxなどの影響を反映し

た be(γmax), bv(γmax)について、次節で ωの影響を反映した τLe(t), τLv(t) の計算を検討する。なお、ω 以
外の要素 γなどから計算するため、次項以降では(ω)を付けずに G'Lと表記する。 
４．３．２ 定常波での非線形粘性せん断力の計算に用いる特性値の比 

非線形特性を示す歪振幅 γmax = 500%, 振動数 f = 
0.25Hz の正弦波加振における、式(4.3)の線形の粘性
せん断力 τLと実験値

4)の粘性せん断力 τ の履歴が図
4.2であり、τLの履歴の力と傾きが τより大きい。

4.2.1項の式(4.4a, b) から求める線形の特性値 G'L, 
G''L に対する、γmax  = 2000%までの各実験値から得
る G', G'' の比を温度ごとに図 4.3に示す。G', G'' は
円振動数 ω と歪振幅 γmax に依存するが

4)、特性値の

比は γmax の影響が顕著であり、γmax が大きいほど小

さくなる。それらが前項の式(4.8)に含まれる be(γmax),  
bv(γmax)であり、時刻歴解析の τ(t)の計算でそれらを適用するには近似式が必要である。それらは式
(4.9), (4.10)であり温度には影響せず、γmax の増加に伴い最大値 1から低下する図 4.3の曲線である。
また、G' /G'Lは実験値に近似するが、G'' /G''L は特性に ω の影響もあり再現度が低い。それらの
精度については、次項で検証する。なお、後の 4.5節の時刻歴解析で各比を 2種の近似式の小さい
値とするため、精度が低い式(4.10)は大きい特性値の比に合致するように決定した。

図 4.2 線形モデルと実験値 

-100

100

-500% 500%

γ (%)

線形

モデルτL実験値τ

0.25Hz500%

τ, τL
(kPa)

)()()( ttt ve

)(]/),([)(,)(),()( maxmax tGttGt ve

)()()()()( maxmax tbtbt LvvLee

G''/G''L = (0.1 γmax
3+1)-0.1                    (4.10)

G'/G'L = (0.05 γmax
1.5+1)-2        (4.9)
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４．３．３ 非定常波での非線形粘性せん断力の計算に用いる特性値の比 

正弦波と異なり円振動数 ω と歪振幅 γmax の影響が常に変化するランダム波では、その変化に極

力対応するため、前項の式(4.9), (4.10)に加えて、その式で用いた γmaxと特性が異なる変数から特性

値の比を求める必要がある。その変数は、安定に計算できる線形の粘性せん断力 τL に γmaxの指数乗

を乗じて得た、吸収エネルギーに関連する本段落の下に示す要素 X1, X2 である。なお、温度 20ºC, 振
動数 0.25Hzの G''L, ref = 18kPaで除し無次元化した。それらと、前項と同様に求めた特性値の比 be(γmax, 
τL), bv(γmax, τL)の近似式が式(4.11), (4.12)であり、その曲線と実験値の傾向が図 4.4である。τL が含ま

れることで ω の影響が加味され、G'' /G''L の近似式である式(4.12)は式(4.10)より良好となった。な
お、ここでは τL を γ = 0の τL0 = G''L γmax として検証した。

図 4.3  各温度における各 γmax に対する特性値の比

図 4.4  各温度における要素 X1, X2に対する特性値の比

1E-2 1E+21E-2 1E+21E-2 1E+21E-2 1E+2
0

1

1E-2 1E+2

1E-5 1E+31E-5 1E+31E-5 1E+31E-5 1E+3
0

1

1E-5 1E+3

式(4.11)

式(4.10) 

式(4.9) 

X1 X1 X1 X1 X1

0℃ 10℃ 20℃ 30℃ 40℃

25%    50%    100%    250%    500%    1000%    2000% 

X2 X2 X2 X2 X2

0℃ 10℃ 20℃ 30℃ 40℃

式(4.12) 

X1 = [τL/G''L,ref ](γmax)4  ,  X2 = [τL/G''L,ref ](γmax)2 

G'/G'L = (0.02 X1
0.3+1)-4                  (4.11)

G''/G''L = (0.036 X2
0.45+1)-1                (4.12)

10% 1000% 10% 1000%

10% 1000% 10% 1000%10% 1000%10% 1000%

10% 1000%10% 1000%

0

1

10% 1000%

0

1

10% 1000%

25%    50%    100%    250%    500%    1000%    2000% 

0℃ 10℃ 20℃ 30℃ 40℃

0℃ 10℃ 20℃ 30℃ 40℃

γmax(%) γmax(%) γmax(%) γmax(%) γmax(%)

γmax(%) γmax(%) γmax(%) γmax(%) γmax(%)
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実験値 4)から得る値に対する近似式(4.9)～(4.12)の値の比の平均値と標準偏差を温度ごとに表 4.1
に示す。式(4.9)は 40ºCで精度が低いが、高温ほど G' が小さいためであり、特性への影響が小さい。
式(4.10)の平均値や標準偏差は大きく精度が低いが、4.5節では式(4.12)を用いて G'' /G''L を決定する
ため影響は小さい。ただし、式(4.11), (4.12)は、低温ほど精度が低く最終的に求める τ の計算に影響
する場合がある。なお、2000%では特性値の比のばらつきが大きいが、G'≒0であり特性への影響が
小さいため、ここでは除外した 4)。

温度（ºC） 0 10 20 30 40 

近似式

実験値

式(9) 
平均値 1.06 1.03 0.98 0.93 0.85 
標準偏差 0.07 0.07 0.07 0.11 0.28 

式(10) 
平均値 1.21 1.19 1.10 1.03 1.02 
標準偏差 0.32 0.26 0.16 0.10 0.08 

式(11) 
平均値 0.86 0.88 0.95 1.01 0.96 
標準偏差 0.12 0.14 0.11 0.09 0.29 

式(12) 
平均値 0.95 0.97 0.97 0.97 1.02 
標準偏差 0.02 0.03 0.02 0.03 0.06 

４．４  非定常波における等価な線形の貯蔵剛性の計算方法 

４．４．１ 等価な線形の貯蔵剛性を必要とする理由

大歪で適用する 4.3.1 項の式(4.8)の非線形の粘性せん断力 τ は、線形特性の弾性応力 τLe(t)と粘性
応力 τLv(t) から成り立つ。それらの応力を求めるためには、線形の貯蔵剛性 G'Lがまず必要となる。
ただし、実験値を入力値として 4.2.2項の式(4.6)から求めた G'L は、正弦波であっても一定値ではな
く、付録 2の図 A3のようにばらつく。主要因は、式(4.6)の分母と分子の各入力値の積の差が相対的
に変動しやすいためである。そのため、ランダム波ではその影響がさらに大きくなる。本節では、

非定常の入力値に対して極力安定して計算できる等価な G'L の計算方法を検討する。
４．４．２ 非定常波における線形の貯蔵剛性の計算ばらつきの原因

4.5節で用いる El Centro波に対する 12層建物の地震応答解
析で得た 1 層目の変位応答波の最大歪を 1000%に拡幅したラ
ンダム波による実験値の歪 γ を入力値とし、4.2.2 項の式(4.6)
で求めた線形の貯蔵剛性 G'L の一部分が図 4.5(a)であり、ばら
つきの変動が付録 2の正弦波で示した G'L より大きい。歪加速

度γ – γ の図 4.5(b)から、それは γ γ >0 で生じると分かる。ま
た、線形の粘性せん断力 τL– γの履歴が図 4.5(c)では、γ>0にお
いて τLの極値が 3個以上存在する場合である。
理論正弦波では γ = -ω 2 γから γ γ≦0で、式(4.6)の分母 γ 2 – 

γ γ = (ω γmax)2 > 0となり常に正値である。一方、ランダム波
ではγ 2 と γ γ によって分母が変動するため、分母が正値にな
るとは限らず、ばらつきが大きくなる。

図 4.5 ランダム波における
 γに対する G'L, γ , τL

表 4.1 各温度の実験値に対する近似式の比の平均値と標準偏差

γ (s-2)

(a) 

(b) 

(c) 

ばらつき

変動大

τL極値

γ γ > 0の範囲-150

250

-250% 750%

τL
(kPa)

γ (%)

-20

80

-250% 750%

G'L
(kPa)

γ (%)

-150

250

-250% 750%

γ (%)
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図 4.6 理論正弦波でのG'L /G'L

図 4.7 理論正弦波でのG'Lav/G'L

0

1

2

式 (4.14) G'L /G'L
の平均値≒0.9 γ (%) 

γmax-γmax

４．４．３ 理論正弦波おける等価な線形の貯蔵剛性の検討

理論正弦波で 4.2.2項の式(4.6)の分母が正値であることに着目し、非定常波でも同様な設定を施し、
前項の線形の貯蔵剛性 G'L のばらつきが低減する方法を検討する。その設定で G'L が本来の値と異
なるが、より近似する等価な G'L の計算を試みる。初めに理論正弦波で一定値に近似する G'L を求
め、後に非定常波で適応可能か検証する。

式(4.6)の分母において、最大歪加速度 γmaxを用いてγ  = -sign(γ) γmaxに置き換えると、分母 = γ 2 +|γ 
γmax | > 0となる。ここで、sign(γ)は γの符号を示す。その分母を式(4.6)に代入した疑似貯蔵剛性G'L が
式(4.13)である。

(4.13) 

ここで、式(4.6)に対する式(4.13)の比が、理論正弦波では γmaxに依存しない式(4.14)と表せる。

(4.14) 

振動数 f = 0.25Hzの理論正弦波における式(4.14)から得た
G'L/G'L が γ に対して図 4.6であり、γ = 0, ±γmaxで G'LM /G'L
＝1, γ = ±0.5γmaxで最小値G'L/G'L ≒0.8、下に凸な曲線となる。
また、式(4.13)の G'L の別の安定計算として考えられる、γmax 

を 2 倍に変更したG'L(a)と、すべてγ  = -sign(γ) γmaxとした

G'L(b)の、G'L に対する比を同様に図 4.6に示すと、式(4.14)
による値が一定値に最も近似する。

G'L を一定値 G'L にさらに近似させるために、その平均値G'Lav を適用する。周期 T(s)のG'Lavは、

γ に対するG'L の積分を γ で除した式(4.15)となる。図 4.6が縦軸対称であるため、積分範囲 t = 0～
T/4とした。

(4.15) 

dγ = γmax ω cosωt dt と式(4.13)のG'Lを式(4.15)に代入し、積分して整理すると式(4.16)となり、ωと γmax

に依存しない等価な G'L が得られる。

(4.16) 

さらに、付録 2の歪加速度γ と同様に、式(4.16)におけるG'Lav を式(4.15)の代わりに、式(4.17)の指数
平均値とする。

 (4.17) 

添え字 nは計算ステップ数、a は平均係数である。式(4.17)から
得たG'Lav /G'L の変動が式(4.14)のG'L/G'L の変動より小さく、か
つ 4.5節の結果や付録 4を検証し a = 0.1とした。その結果、図
4.6と同じ条件において、式(4.17)から得たG'Lav /G'L が γ に対し
て図 4.7となる。その最小値≒0.84であり、図 4.6のG'L/G'L の
最小値≒0.8より平均値≒0.9に近似し変動が小さい。なお、G'L
の変化は付録 2に示すγ より小さいため、G'L で用いる a がγ
の a より小さくても特性への影響は小さい。

L

L

G
G

L

Lav

G
G

γ (%) 

G'L(a)/G'L

G'L(b)/G'L

G'L/G'L 式(4.14)

0.8 

0.5γmax γmax-γmax
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図 4.9 等価な G'L の精度
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４．４．４ 定常波と非定常波の実験値での等価な線形の貯蔵剛性の計算 

前項で求めた等価な線形の貯蔵剛性 G'L が、正弦波とランダム波による実験値で適用可能か検討
する。付録 2の図 A3と図 4.5の加振条件である正弦波とランダム波で、4.2.1項の式(4.3)から求めた
線形の粘性せん断力 τLと、式(4.13),(4.16),(4.17)で得た等価な G'L から求めた弾性応力 τLe を図 4.8に
示す。式(4.17)の平均によって付録 2 の図 A3 のようなばらつきはない。また、前章の G'Lの定義 4)

から各半サイクルの γ ＝±γmax の時に τL ＝τLeを目標とすると、傾向をとらえている。また、τL, τLe の

各 1次近似式の傾きは、正弦波では約 7.6, 7.1 kPaで τL の傾きに対する τLe の傾きの誤差は約 7%、
ランダム波では約 20, 17 kPaで誤差は約 15%である。ランダム波の誤差が大きい主な原因は、式(4.13)
の分子に含まれる歪加速度γが急変する場合に、等価な G'L を安定し計算できないためである。その
影響を含んた、最終的に求める粘性せん断力 τの計算精度を後の 4.5節に示す。なお、γ の符号が変
わらない範囲を同じ半サイクルとし、付録 5 の方法で求めた各半サイクルの γmax を式(4.13)で用い
た。

式(4.16)から求める等価な G'L の精度を確認するために、線形特性である γ ＝100% 正弦波加振の
各振動数, 温度の実験値を用いて、τLと式(4.16)の G'L から求めた τLe の 1 サイクル分の履歴で検証
する。そられから得た１次近似式の傾きを図 4.9に、τL の傾きに対する τLeの傾きの比の平均値と標

準偏差を表 4.2 に温度ごとに示す。式(4.16)の G'L は時刻歴解析で安定計算を目標としたため、τLの

傾きと完全に一致しないが、図 4.9では直線上にプロットされ良好な対応を示す。表 4.2では、40ºC
の標準偏差が大きいが、前章 4)で示したように値が小さいため影響も小さい。したがって、本項に

示す等価な貯蔵剛性は、計算のばらつきが小さく特性の傾向を再現できるため、以降では G'L とし
て適用する。なお、図 4.8 の正弦波で示すように最初の半サイクルは傾向が異なるため、その直後
の 1サイクル分の履歴を対象とした 1次近似式の傾きを用いた。

温度 (ºC) 0 10 20 30 40 
τLeの傾き(等価 G'L)  

τLの傾き

平均値 0.95 0.92 0.86 0.90 1.08 
標準偏差 0.04 0.03 0.06 0.03 0.33 

-500

500

-1000% 1000%

τL ,τLe (kPa)

γ (%)

τLe

τL

-220

220

-1000% 1000%

τL ,τLe (kPa)

γ (%)

τL 

τLe

最初の半サイクル

図 4.8 実験値による正弦波とランダム波の τLe＝G'L γ の精度

ElCentro12層
1000%0.25Hz 1000% 

表 4.2 τLの傾きに対する τLeの傾きの比の平均値と標準偏差
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４．５ 時刻歴解析における種々の歪に対する粘性せん断力の計算 

４．５．１ 任意歪に対する粘性せん断力の計算アルゴリズム 

初めに、前章 5)の方法で 4.2節の式(4.3)の分数微分構成則から導く式(4.18)を用いて、歪 γ(n) に対す

る線形特性の粘性せん断力 L
(n)
を求める。係数 c1

(n), c2
(n) が式(4.19a, b)で、各パラメータが c1ref = 30kPa, 

c2ref = 21 kPa, α1 = 1.153, α2 = 0.52である。添え字(n) は計算ステップ数を示す。

(4.18) 

c1 = c1 ref λ
α1 , c2  = c2 ref λ

α2                                               (14.9a, b) 

, 

, 

, 

温度依存を示す温度 θ (n) のシフトファクターλ(n) はWilliams-Landel-Ferry式である式(4.20)で表せる
4)。ただし、次項に示すランダム波の履歴では温度による荷重変化が小さいため、初期温度 θ(0) が変

化せず λを一定とする。

λ = exp [－14 ( θ(0)－θref ) / ( 150 + θ(0)－θref )]           (4.20) 

式(4.21)に示す疑似貯蔵剛性G'L
(n)
の 4.4.3項の式(4.17)から得た指数平均値G'Lav

(n�
を用いて、 L

(n)
の貯

蔵剛性G' (n)
が式(4.22)となる。

(4.21) 

(4.22) 

なお、γmax
(m)は付録 5の方法で m回目に得られる各半サイクルでの最大歪加速度である。このG' (n)

を

用いて、線形特性の弾性応力τLe
(n)
と粘性応力τLv

(n)
が式(4.23a,b)となる。

,               (4.23a,b) 

最終的に求める、任意 γ に対する粘性せん断力 τ(n) は式(4.24)であり、τLe
(n)
とτLv

(n)
に補正係数be(n), bv

(n)

を乗した項の和となる。

 (4.24) 

be(n) は特性値比 G' /G'L であり基本的に式(4.25a)とする。これは 4.3 節の式(4.9), (4.11)を示す e1
(n),

e2
(n)
とbe(n-1) の最小値であり、時刻経過よって減少するが増加しない。そこで、be(n) ＞be(n-1) を要する

条件に対応するため、式(4.25b)を設ける。また、be(n) に関わらずτLe を連続した値とするため、各半
サイクルのτLe = 0 でbe(n) を更新する。ここで、γmax

(m) は付録 6の方法で求めた m回目に得られる各半
サイクルでの最大歪である。なお、G''L, ref = 18kPa, 記号 min(A, B)＝Aは A < Bを表す。
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同様に、bv
(n) は G'' /G''L であり式(4.26a, b)とする。これは 4.3節の式(14.0), (4.12)を示す v1

(n), v2
(n)
と

bv
(n-1) の最小値である。なお、ここでは精度が良い v1

(n)
のみを用いて、τLv = 0でbv

(n) を更新する。

 ,                (4.26a,b) 

４．５．２ 種々の歪による粘性せん断力の計算結果 

正弦波とランダム波の加振における実験値に対して、特性モデルの計算精度を検証した。加振条

件は以下である。正弦波では、4種の振動数 f = 0.1, 0.25, 1.0, 2.5、5種の歪振幅 γmax = 100, 250, 500, 1000, 
2000%、5種の温度 θ = 0, 10, 20, 30, 40ºCの計 101組合せ。ランダム波では、前章 5)と同様に 3種の
3, 12, 24層建物において、3種の El Centro波, JMA神戸波, Taft波に対する地震応答解析で得られた
1層目の変位応答波の最大歪が上記の正弦波の各 γmaxと同値となるように増減した入力波、3種の θ
= 10, 20, 30ºCの計 108組合せである。なお、各建物の 1次固有振動数は約 2.86, 0.76, 0.35Hzである。
貯蔵剛性 G' に相当する 1 次近似式の傾き, 損失剛性 G'' と歪振幅 γmax の積に相当する切片応力

G'' γmaxの絶対値の合計である総切片応力, 履歴面積である累積エネルギーについて、各温度での平
均値と標準偏差を表 4.3 に示す。1 次近似式の傾きでは正弦波の平均値が小さいが、後の図 4.11 の
履歴が示すように貯蔵剛性が小さいため特性への影響は小さい。総切片応力では正弦波 30, 40ºCで
の標準偏差が大きく、高温で低振動数ほど精度が低いという前章のモデルの特徴 5)が影響した。ま

た、その平均値が 1 より大きい理由は、履歴が示すように実験値の荷重は加振ごとに低下するが、
計算ではそれを考慮していないためである。累積エネルギーは良好だが、各サイクルのエネルギー

増減の和であるため、計算値/実験値= 1が必ずしも適正ではない。なお、4.3.3項の表 1と同理由で、
正弦波の 2000%の 1次近似式の傾きを除外した。
上記の表 4.3の条件うち、正弦波と El Centro波での θ = 10, 20, 30ºC における、実験値と計算値の

3種の値を図 4.10に示す。この図の意味は 4.4.4項の図 4.9と同じである。1次近似式の傾きは良好
であるため、表 4.3 で精度が低い原因は図 4.10 では目立たない小さい値にある。総切片応力は、表
4.3と同様の原因で、値が大きいほど計算値が実験値より大きくなる。累積エネルギーでは、総切片
応力と同様の原因で、値が大きいほど精度が低い。 

5種の γmax = 100, 250, 500, 1000, 2000%、3種の θ = 10, 20, 30ºCにおいて、正弦波では 4種の f = 0.25, 
0.5, 1.0, 2.5での計 30組合せ、ランダム波では 3種の入力波で 3種の 3, 12, 24層建物での計 72組合
せの履歴を図 4.11, 4.12, 4.13に示す。前章 5)ほどではないが、線形範囲を含めた全範囲で計算値が実

験値の傾向をとらえている。だたし、正弦波よりランダム波の方が、かつ振幅が大きい条件の方が

精度は低くく、本特性モデルが全条件で必ずしも最適ではない。正弦波では 4.3 節で検討した近似
式が対応しない場合に、またランダム波ではそれに加えて急変する歪加速度によって 4.4 節で示し
た G'L のばらつきが大きい場合に、計算精度が低下する。これらの改善には、各パラメータの調整
やより安定する G'L の計算が必要である。また、それらは計測精度にも影響されるが、検証につい
ては別途行う。
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図 10、表 3、図 11  エクセルファイルにより

表 4.3 各入力波による 1 次近似式の傾きと総切片応力 ,  累積エネルギーの計算値/実験値の平均値と標準偏差

図 4.10  各入力波における実験値に対する計算値の検証

図 4.11  正弦波における各温度の実験値計算値の履歴
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 図 4.12  エクセルファイルより

図 4.12  ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 1 
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 図 4.13、 6.まとめ、 参考文献   エクセルファイルより

４．６ まとめ 

地震動における制振用ダンパーの加振条件で、粘性流体の材料の大歪の非線形せん断力の再現を巨

視的に試みた。以下に結論を示す。

1) 前章の方法で求めた線形せん断力から貯蔵剛性を計算し、線形せん断力の弾性応力と粘性応力を求
めた。

2) 実験から得た特性値を用いて、歪や線形の粘性せん断力と線形特性に対する非線形特性の比の関係
を把握した。

3) 線形特性と非線形特性の比の関係を用いて線形せん断力を非線形特性へ補正する方法を示し、種々
の入力波で時刻歴解析した。

4) 本章で検討した広い範囲の加振条件の実験値に対して、粘性流体せん断力の履歴特性に重要な、最
大変位時の荷重や切片荷重, エネルギー吸収の計算値が 0.92～1.06倍であった。

5) 計算精度をさらに上げるためには、各パラメータや貯蔵剛性の計算の調整や、加振回数などに伴う荷重
低下の考慮が必要である。

なお、付録 1の図 A1が示すように従来の非線形粘性特性式は粘性流体の特性をおおよそ表現でき簡易
に扱え、しばしば利用される。しかし、弾性力を考慮していないため、高振動数や小歪では再現性が低い。

広い範囲の条件で特性を連続的に再現するには、粘弾性として扱うことが合理的であり、それが可能である

ことを示した。

また、本章の粘性流体モデルを、ここで検討した最大歪振幅 2000% まで粘性流体ダンパーに拡張できる
と思われる。そのためには、そのダンパーに粘性流体が等厚に充填され、掻き分けや内圧の影響がなく 4)、

またその力学モデルにその構成部材の変形を加味する必要がある（7章）。

図 4.13  ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 2 
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付録 1 実験の諸元と加振条件, 非線形粘性特性の傾向

 本章で参照した文献 4の実験装置 は、粘性せん断力を発生させる抵抗板が設置された容器の中に
粘性流体を充填し、抵抗板を鉛直方向に加振する構造である。主要寸法はせん断隙間 d ＝ 2mm と
せん断面積 S = 9600mm2 である。また、制振構造物の地震に対するダンパー挙動を確認するため、

最大変位 40mmとし歪振幅 γmax = 25～2000%, 温度 θ = 0～40ºC, 振動数 f = 0.1～2.5Hzの組合せによ
る正弦波とその条件に相当するランダム波で加振した。

正弦波で 20ºCの各加振条件における最大歪速度γ max(s
-1) に対する切片の粘性せん断力 G'' γmax

(kPa) の対数グラフが図 A1である。非線形範囲である歪振幅 γmax > 100%の値は、近似式 G'' γmax = 
18(γ max)0.6 上にプロットされる。上記のように、1以下の係数で指数乗した歪速度に比例する非線
形粘性特性式は、粘性流体ダンパーの特性式として用いられている 1),3)。しかし、小振幅や高振動数

ほど弾性応力の影響が相対的に大きく、速度依存だけでは特性を正確に表現できない。そこで、前

章 5)では図 A1に示す近似式上にプロットしない γmax≦100% の特性が線形であると確認し、4.2節の
分数次導関数から成る式(4.3)によって粘性せん断力を求めた。

付録 2 実験値を入力値とした線形の貯蔵剛性の計算の影響と対策

実験値による正弦波の歪 γの差分から求めたγ と γ の時刻歴を図 A2に示す。γ が滑らかな曲線で
も、γ はノイズが付加されたような形状となる。γ が小さい場合や微分回数が多いほど顕著で、特
にγ がばらつく。これを線形の貯蔵剛性 G'L である 4.2.2項の式(4.6)に代入するとばらつきが増大す
る。

ばらつくγ を滑らかにするために、FFTによるフィルター処理も考えられるが、簡易に扱うため γ
を平均する。ここでは、古い値を完全に切捨てず、新しい値を重視する指数平均を適用する。n計
算ステップ目の平均歪γ a

 (n)
は、データ重みである平均係数 a と計測歪γ (n)

を用いて式(A1)となる。

 (A1) 

振動数 0.25Hz, 歪振幅 1000%の正弦波加振の γで a =1, 0.3, 0.05とした平均歪γ a から求めた平均歪

加速度γ a を図 A2に示す。aが小さいほど曲線が滑らかだが、最大値が低下し、かつ位相差が大き
くなる。最大歪加速度 が理論値 γmax ω2 = 25s-2 に対してγ a との差異が 20%以下を目安とし、かつ位
相差の影響がないことを 4.5節の結果や付録 3で確認し a = 0.3とする。なお、ばらつきが計測条件
などで異なるため、各条件での aの設定が最善だが、全条件で同値とした。

図 A2 歪と歪加速度の指数平均値の時刻歴  0.25Hz1000% 

-1000%

1000%

0 4Time(s)

-35

35

0 4Time(s)

γ,  
γa
(s-2)

γ, 
γa

(%)

位相差

最大値差

ばらつき

a = 1(計測) a = 0.05a = 0.3

25

-25

図 A1 最大歪速度に対する切片粘性せん断力

γmax(s
-1)

G'' γmax (kPa)
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計測値(a=1)とその指数
平均値の最大値の比

T に対する, 計測値(a=1)
との位相差の比

平均係数 a 0.3 0.1 0.05 0.3 0.1 0.05 

0.25Hz T/Δt

200 1.00 0.96 0.86 0.01 0.04 0.08 
100 0.98 0.87 0.67 0.02 0.07 0.12 
50 0.94 0.68 0.44 0.04 0.10 0.16 
40 0.92 0.60 0.37 0.05 0.13 0.18 

1Hz T/Δt

200 1.00 0.96 0.86 0.01 0.04 0.08 
100 0.99 0.87 0.67 0.02 0.07 0.12 
50 0.95 0.68 0.44 0.04 0.12 0.16 
40 0.92 0.60 0.37 0.05 0.13 0.18 

また、本章の G'L の計算ではγ, γ など各入力値を γa

の差分とし、γa を γ と表記する。γ, τLも同様とする。

図 A2の条件で a = 1, 0.3 とした式(B1)の平均値を用い
て求め、γ に対する 3.2.2項の式(4.6)の G'L を図 A3に
示す。計測値である a = 1に対して a = 0.3の値はばらつ
きが減少し、実験 4)から得る定義値 8 kPaに近似した。

付録 3 歪と歪加速度の指数平均の検証 

計算の重みである平均係数 a と振動数 f, 1波分のデータ数 T/Δt が、付録 2で示した γの平均値に
与える影響を検証する。なお、周期 T, 解析時間刻み Δt である。歪振幅 γmax = 1000%, f = 0.25, 1Hz
の 2種の正弦加振の実験値を用いて、T/Δt = 40, 50, 100, 200の 4種に対して、a = 0.05, 0.1, 0.3, 1の 4
種とした式(A1)から得た平均歪 γa を求めた。各条件における、a = 1である計測値 γ に対する各 a に
より得た γa の最大値の比と、T に対する計測値との位相差の比を表 A1に示す。式(A1) からも分か
るように、f による違いはないが、T/Δt 又は a が小さくなると、最大値が小さく、位相差は大きく
なる。

付録 2の図 A2では T/Δt = 200, a = 0.3で、最大値や位相差の比が 1.0, 0.01となり、この位相差が 2π
×0.01≒0.06rad である。4.2節の式(4.1)から δ=tan-1(G''/G') であり、加振条件 20ºC, 0.25Hz, 100%の
G''/G'=2.54)において δ≒1.2radとなる。δに対する平均化による位相差の比は約 5%で、γの特性に与
える影響はほぼない。前章 5)の分数次導関数の積分計算では T/Δt = 100以上を妥当としており、この
条件による a = 0.3の各比が 0.98, 0.02で、上記の δに対する位相差の比は約 10%で影響は小さい。
ただし、図 A2 に示すばらつきは計測方法などに依存し、a だけでは決定しないため、計測値ごと
にその検証が必要である。

表 A1 歪 γの平均化における T/Δt と a, f の関係

図 A3 入力値を指数平均した G'L

0.25Hz 
1000%

a = 0.3

a = 1 
(計測)

0

30

-1000% 1000%

G'L
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定義 8kPa 
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τL に対する τLe の 1近似式の傾きの比 備考

平均係数 a 1 0.5 0.1 0.05 0.01 T/Δt 対象データ

正弦波 0.99 0.99 1.01 0.98 0.69 200 最初半波以降の 1波分
ランダム波 0.78 0.78 0.84 0.92 1.01 130 全波

付録 4 線形の貯蔵剛性の指数平均の検証 

4.4 節の図 4.8 の正弦波とランダム波の加振条件において、線形の粘性せん断力 τL の 1 次近似式
の傾きに対する、式(4.17)の平均係数 a = 1～0.01の 5種で求めた G'L から成る弾性応力 τLe の傾きの

比を表 A2に示す。なお、ランダム波では T = 1次固有周期(s)とした。また、図 A4に τL と a = 0.01
とした τLe = G'L γの履歴を示す。表 A2と図 A4が示すように、正弦波では a = 1～0.05での比はほぼ
同値だが、a = 0.01では最初の半サイクルの影響が大きく計算精度が低い。ランダム波では、対象デ
ータが多いため a が小さいほど τL と τLe の傾きは近似し計算が安定するが、細かく変化する特性へ

の対応が難しい。

付録 5 最大加速度の設定 

4.4節の式(4.13)で用いる m回目に得られる最大歪加速度γ max
�m�
は、n計算ステップ目の歪加速度の

絶対値が|γ 	�n	�| > γ max
�m�
の時の|γ 	�n�|とする。ただし、各半サイクルでγ max

�m�
を設定するために、γ	�	 �＝0

の時にγ max
�m�  = γ max

(0)
とし更新する。γ max

�	 �
は、振動数 f = 0.1Hz, 最大歪 γmax = 100%の正弦波加振の最大

歪加速度 0.4s-2とし、これを初期値とする。なお、γ	�	 �＝0においてγ max
�m�
が急に変化しても、γ max と

γを乗じた項を有する式(4.13)ではその影響が小さい。また、式(4.17)によって平均化するため更に影
響が小さい。なお、γ は付録 2の図A2に示すようにばらつきが大きく極値の判定が困難であるため、
付録 6の最大歪の設定とは異なり、極点で最大値を更新しない。

付録 6 最大歪の設定

4.3節の式(4.9)～(4.12)で用いる m回目に得られる最大歪γ max
�m�
は、n計算ステップ目の歪の絶対値

が |γ (n)| > γ max
�m�
の時の|γ (n)|とする。また、各半サイクルでγ max

�m�
を設定するために、歪速度γ	�	 �≒0 の

時に γmax = |γ (n)| とし更新する。ただし、γ	�	 � = 0 でγ max
�m�  < γ max

�m-1�
の時は式(4.9), (4.11)が不連続とな

り、それに 4.3節の式(4.8)の弾性応力 τLe を乗じる値はその影響を受ける。そこで最大歪を図 A5の

ように設定し、τLe = 0 (γ =0) となるまではγ max
�m-1�
とし、それ以降では直前のγ	�	 �= 0 で得たγ max

�m�
とす

る。

なお、γ	�	 �= 0 において式(4.8)の粘性応力 τLv ≒0 であり、それに式(4.10), (4.12)の値を乗じても影
響がないため、これらの式では常にγ	�	 �= 0 で更新する。

図 A4 a = 0.01とした正弦波とランダム波における τLe = G'L γの精度

表 A2 G'L の平均化における a の影響
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図 A5 式(4.9), (4.11)における最大歪の適用範囲の設定
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５章 剛な装置材で構成された粘性ダンパーの簡易モデル  

５．１ はじめに 

前章までに示したように 1)-3)、本論文で扱う粘性流体を用いたせん断型のダンパーは振動数依存

性があり、３章では小振幅である線形範囲で、その評価を分数微分で評価し、時刻歴解析が可能で

ある粘性せん断力の特性モデルを構築した。そのモデルは精度良く線形範囲の粘性力を再現できた

が、その分数微分のモデル式は複素数を用いなければモデルの最適化が困難であり、また分数微分

を解くための積分法は繰り返し計算であるため計算に時間を要する。ここでは、分数微分ほどでは

ないがより精度良く、より簡易なモデル化の方法を検討する。

過去の他研究において 4)、各計算時刻における振動数を用いて、粘弾性ダンパーの振動数依存特

性を簡便に計算した方法があった。しかし、瞬間の振動数の計算は、過去の変位や速度に関係する

値の和を用いて求めため、各時刻における影響が反映されず、変化の大きい入力値に対して対応で

きない。したがって、条件によって精度が異なり、実用性が低い方法であった。過去の変位や速度

に関係する値の和を用いた理由として、その振動数の計算値にはノイズが有する値となるためと考

えられる。ここでは、それを極力回避した方法によって瞬間角振動数 ωtの計算を試みに、振動数と

粘性流体特の関係から、粘性流体のせん断力を正弦波やランダム波で求める。

５．２ 粘性せん断力の線形特性の簡易式 

５．２．１ 瞬間角振動数の理論式 

最大変位 umaxと角振動数ωを有する理論正弦波の時刻 tにおける理論式(5.1a)の変位 uと速度u, 加
速度uから、その ωを求める方法を検討する。振動数の計算は、以下に示す 2通り考えられる。

(5.1a,b,c) 

1つ目の計算は、変位 uと速度u から求める方法で、式(5.2a, b)が得られる。

(5.2a, b) 

2つ目は速度u と加速度u からであり、式(5.3a, b)が得られる。

(5.3a, b) 

正弦波の理論値を用いると、式(5.2b), 式(5.3b)を用いて正確に ω を計算できる。ただし、最終的に
必要なのは、正弦波における一定値ではなく、ランダム波における各時刻の瞬間の角振動数である。

その計算には、各計算ステップ前後などの相対的な関係が重要となる。したがって、図 5.1 に示す
ような、絶対的な値である変位が含まれる式(5.2b)よりも、変位の差分から求めるため相対的な変位
に相当する速度と加速度から得られる式(5.3b)が、ランダム波でも角振動数に影響する値が得られる
可能性が高い。また、式(5.2b)のように 0割することはない。したがって、粘性流体の振動性依存に
は式(5.3b)を用いる。なお、このように計算した角振動数を瞬間角振動数 ωtと呼ぶ。

tuutuutuu sin,cos,sin 2
maxmaxmax

22
max

2
max

22 /,0 uuuuuu

max

2
max

42
2

max
222

2
4

,0
u
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u

Fd

u(i)

u(i), ,u(i)

u(i-1)

相対評価

絶対評価

また、式(5.3b)の ω に含まれる umaxは、式(5.2a)から求めた式(5.4)とする。なぜなら、当然だが
ωと同じ式を用いることができず、また、式(5.2b)とは異なり、umaxは変位の原点に対して常に相

対的な値であり、0 割するこが無いためである。ただし、時刻歴解析では前の計算ステップの式
(5.3b)の ωを用いて umaxを計算する。

(5.4) 

５．２．２ 瞬間角振動数の簡易計算 

本論文における粘性流体の特性モデルは、ランダム波における力の再現をすることを目的とし

ており、前節で求めた瞬間角振動数 ωt の式(5.3b)が、理論正弦波以外の変位 uに対してその適用
が不明確である。また、以下に示すように実験の正弦波でさえも、精度良く計算することは難し

い。まず、その時に粘性流体の特性モデルに適用可能な値となるような検討を行った。

図 5.2に、歪振幅 γmax = 1, 振動数 f = 0.25Hzの計測値である歪 γ = 変位/せん断隙間から求めた、
歪と歪加速度を示す。4章で示すように、変位から求める速度, 加速度は差分するほどノイズが大
きくなる。それらを用いて得る最大歪 γmax, 最大変位の式(5.4)や ωtの式(5.3b)の計算値を図 5.3に
示すと同様にノイズが生じ、粘性特性式へは適用できない。

そこで、ノイズを極力小さくするために、4 章で用いた式(5.5a)に示す指数平均変位 uavの適用

を試みる。なお、最終的に求める特性値のモデルが力-変位の履歴において実験値と一致する値と
して、1波 200データ数における uに対して平均係数 av = 0.1 とした。ただし、1波データ数が多
くなるほど av を小さくする必要があるため、振動数 fとサンプリングタイム dtを用いて、av を

式(5.5b)とする。また、時刻歴解析におけるランダム波の uに対しては、fの近似値として卓越周
期や建物の 1次固有振動数を用いる。

(5.5a,b) 

図 5.2に示す平均前の値 uと uavを時刻歴が示すように、指数平均係数 avが小さい、つまり平均化す

るほど、曲線が滑らかになる。一方で、最大値がより小さく、遅れがより大きくなり、場合よって

は元の特性と異なる。しかし、符号が入れ替わる変位や加速度と比較し、時間に対する ωtの変化は、

正弦波では変化が無く、ランダム波でも小さい。したがって、ノイズを小さくするために平滑化し

ても、ωtへの影響は小さい。もちろん、av が極端に小さく、最大変位が極端に小さくなる条件では

式(5.3b)は適用できない。

/22
max uuu

dtfdtfauauau v
i

avv
i

v
i

av 202001.0,)1( )1()()(

図 5.1 瞬間角振動数の計算方法による絶対変位と相対変位
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平滑化した歪から求めた図 5.3に示す ωtは、初期の加速度で対応できないためその精度が低いが、

それ以降は理想的な値 γmax = 1, ω = 2πf = 1.57 とほぼ合致する。

５．３ 瞬間角振動数を用いた粘性材料の特性の簡易計算 

５．３．１ 粘性せん断力の線形特性値の簡易近似式

3 章の分数微分を用いた線形の粘性力モデルに相当する特性モデルを、前章で求めた瞬間角振動
数 ωtを用いて求める。そのために、2章で示した振動数に対する貯蔵剛性と損失剛性の簡易式を用
いる。時刻歴解析において、それらに ωtを代入すれば、線形の特性値である貯槽剛性 G L, 損失剛
性 G  Lが求められる。
ここでは、その特性値をより精度良く求めるために、線形範囲の歪 100%における 2 章で示した

特性値 1)の簡易式のパラメータを設定する。2 章で求めた実験値に対して適合するパラメータを求
めた。その値を用いた線形の貯蔵剛性 G L(kPa), 損失剛性 G  L(kPa)の簡易式が式(5.6a, b)となる。な
お、η-1 = G L /G  L である。 なお、時刻歴解析では、シフトファクターλと ωt を用いて等価振動数

feqが式(5.7)と表せる。

(5.6a,b) 

 (5.7) 

ここで、feqに対する簡易式(5.6a, b)の G L, G  Lを、2章の実験値と 3章の分数微分による特性式によ
る特性値を図 5.4で比較すると、簡易式(5.6a, b)の方が分数微分から求めた特性値より振動数に対し
て自由度が大きいため、高振動領域において実験値と特に一致する。

図 5.2 変位と加速度の時刻歴における平均化の影響

図 5.3 振幅と ωの時刻歴における平均化の影響

33.027.0 08.046.03.043.0 40,26 eqeq f
eqL

f
eqL fGfG

図 5.4 feq に対する各特性値と簡易式の精度

2/teqf
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５．３．２  粘性せん断力の計算 

4 章で説明したように、線形と非線形の粘性せん断力 τL, τ は式(5.8a,b)で表わせる 3)4)。したがっ

て、ここではその詳細の計算方法は省略する。非線形の特性 τ については、be, bv = 1の時に線形の
特性になる。前節で求めた簡易式(5.6a, b)の G L, G  Lを式(5.8a,b)に代入すれば、τL, τ が容易に求め
られる。

(5.8a, b) 

前章では、分数微分による特性モデルから得た線形の粘性力を弾性力と粘性力に分解して、式

(5.8a,b)の形状とした。これが原因で、条件によっては、計算精度が低い場合があった。この方法
では、同様な計算エラーが生じにくい。なお、計算アルゴリズムは、G L, G  L が求められれば 4
章と同様であるが、次章の方法とまとめて後の 9章に示す。

５．４ 時刻歴解析における計算値と実験値 

前章と同じ加振条件と特性値に、正弦波とランダム波における時刻歴解析の計算精度を検証する。

表 5.1, 図 5.5~5.8 は前章と同様の加振条件における値とその検証した図, 履歴である。線形範囲

(100%)では初期の半波 1では計算値が実験値より大きくなり、分数微分を用いたモデルの精度の方

がやや良好であるが、それ以外の部分においてはどの範囲においても、計算値が概ね実験値と一致

し、分数微分と比較しても極端に精度が低下することはない。

L
vLe

L
LL

GbGbGGGG ,
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ランダム波

温度（℃） 0 10 20 30 40 10 20 30 10 20 30 10 20 30
1次近似式の傾き 平均値 1.02 1.05 0.94 1.01 1.02 1.07 1.06 1.06 1.05 1.05 1.02 1.07 1.06 1.04

≒ G' 標準偏差 0.09 0.07 0.30 0.05 0.07 0.07 0.06 0.06 0.05 0.04 0.04 0.07 0.04 0.05
計算値 総切片応力 平均値 0.87 0.88 0.94 1.00 1.21 0.96 0.99 1.00 0.94 0.98 1.02 0.96 0.99 1.03
実験値 ≒ Σ|G'' γ max | 標準偏差 0.14 0.18 0.15 0.12 0.39 0.10 0.13 0.12 0.09 0.08 0.06 0.09 0.09 0.09

累積エネルギー 平均値 1.01 1.04 1.00 0.94 0.96 1.06 1.03 1.04 1.02 1.03 0.98 1.03 1.02 1.00
 = 履歴面積 標準偏差 0.10 0.09 0.06 0.21 0.22 0.08 0.06 0.06 0.06 0.05 0.04 0.08 0.07 0.06

Taft正弦波入力波 El Centro JMA 神戸

表 5.1 各入力波による 1 次近似式の傾きと総切片応力, 累積エネルギーの計算値/実験値の平均値と標準

図 5.5 各入力波における実験値に対する計算値の検証

図 5.6 正弦波における各温度の実験値計算値の履歴
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図 5.7  ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 1 
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５．５ まとめ 

瞬間角振動数を用いた簡易モデルは、精度を極端に低下させることなく、前章で用いた正弦波と

ランダム波の実験値を再現できた。また、簡易な Kelvin モデルであるため、分数微分の積分によっ

て求めた方法より計算速度が速く、次章に示す剛性を直列に付加できる Maxwell モデルへ容易に展

開できる。なお、粘性流体を用いたダンパーの特性について示したが、振動数依存性を有する全く

別の材料であっても、この計算法を適用できる可能性があるが、ここでは検討しない。

５章の参考文献 

1) 佐々木和彦,笠井和彦,大木洋司,和氣知貴：粘性流体の実験方法および動的特性の把握,せん断型粘
性流体ダンパーの振幅･温度･振動数依存性に関する研究 その 1,日本建築学会構造系論文集, 670号, 
pp2183-2192, 2011.12 

2)  佐々木和彦,笠井和彦,大木洋司：粘性流体の実験方法および動的特性の把握,せん断型粘性流体ダ
ンパーの振幅･温度･振動数依存性に関する研究 その 2,日本建築学会構造系論文集 , 675 号 , 
pp791-298, 2012.05 

3)  佐々木和彦,笠井和彦：粘性流体の大歪を巨視的に考慮した簡易非線形モデル,せん断型粘性流体ダ
ンパーの振幅･温度･振動数依存性に関する研究 その 3,日本建築学会構造系論文集, 685号, pp607-615, 

2013.03

4)  黄一華, 加藤敬史, 和田章, 岩田衛, 竹内徹, 大熊潔：振動数と温度に依存する粘弾性ダンパーの
動的力学モデル, 日本建築学会構造系論文集, 516, pp91-98, 1999.2 

5) 社団法人 日本免震構造協会編：パッシブ制振構造 設計・施工マニュアル 第 3版, 2013.11 

図 5.8  ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 2 
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支持材
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６章 筋違型の粘性系ダンパーにおける減衰材と装置材, 支持材の動的特性モデル

６．１  はじめに 

６．１．１ 背景

粘性流体または粘弾性体など（以後、「減衰材」）を用いる粘性系ダンパーは、微小振幅から大振

幅まで、運動エネルギーの吸収・消散を行うことができる制振部材であり 1)～3)、これを構造物に適

確に設置すれば、交通振動から大地震振動などの広範囲の揺れを軽減できると考えられる。

また、その効率を高めるため、構造物の揺れを減衰材に伝達する各部材は、それ自体の変形で揺

れを吸収しないようにして、減衰材の変形ひいてはエネルギー吸収量を極力大きく確保しなければ

ならない。ここに、図 6.1 の筋違型ダンパーの場合、ブレースや接合部（以後、「支持材」）の変形

を抑える設計が必要となり、そのため筆者らは、ダンパーと支持材の変形分担や、それらの直列結

合体全体としての制振効率を定式化してきた 4),5)。

ところで支持材と対照的に、図 6.1 の減衰材に隣接してせん断力を伝達する部材（以後、「装置材」）

は、通常は剛と仮定され、よって減衰材の動的特性のみでダンパーの動的特性を評価することが多

い。しかし、図 6.1 のように支持材よりも装置材と減衰材が長い設計は少なくなく、美観や経済性

から小さなダンパー断面で大きなせん断面を確保する場合、さらに装置材の座屈を拘束して高い応

力まで許容する場合など、装置材の軸方向変形が支持材のそれを上回ることもあるため、装置材の

影響も加味する必要がある。

これも含め一般に、ダンパーのコスト削減のため装置材の縮小と軽減化は当然考慮され、そのと

きに装置材変形のダンパー制振性能への影響を、既知である支持材変形の影響と同様に、明らかに

する必要がある。図 6.1 に示すせん断面に分布するせん断応力により、装置材の軸力が長さ方向で

変化するため、装置材の変形やその影響は、支持材に比べ複雑である。

図 6.1 支持材およびダンパーを構成する減衰材と装置材
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６．１．２ 目的と構成 

本章の目的は、粘弾性体や粘性流体からなる減衰材にじかに力を伝達する装置材の変形に基づく

筋違型ダンパー動的特性の理論と簡易な評価式を提示し、それらにより減衰材の歪・応力やダンパ

ー動的特性の傾向を明らかにすることである。

過去に筆者らは、粘弾性体からなる筋違型ダンパーに装置材の変形が影響した場合の動的特性の

定式化、縮小モデル実験や数値解析を行った 6)～9)。本論では、損失係数が高い粘性流体も含め、厳

密な定式化、合理的な近似法の提案、各材の相互干渉の影響の検討、より大型の試験体を用いた検

証などを行う。

なお、粘性流体にもせん断抵抗力があるため、固体である粘弾性体と同様な方法で特性が表され

ることを文献 3, 4 で示した。また、本論で考慮する粘弾性体と粘性流体は、正弦波加振のもとで応

力-歪曲線が楕円となる特性をもち、両材料を減衰材と総称して（6.1.1 項）同等に扱っていく。装置

材の座屈や降伏は起こらないとする。

6.2 節では、筋違型ダンパーの装置材と減衰材の動的特性をそれぞれ実数と複素数で表し、応力条

件および軸変形やせん断変形を定義する。6.3 節では、それらに基づく微分方程式と解を求め、装置

材と減衰材の変形や力、ダンパー全体としての貯蔵・損失剛性の評価・理論式を提示する。6.4 節で

は、理論式により装置材各部の歪や変位の特徴、装置材と減衰材の特性とダンパー貯蔵・損失剛性

の関係を示す。6.5 節では、理論式の近似による簡易式を求め、それにより評価が著しく簡便になる

ことを示すとともに、より複雑な問題の解も提示する。6.6 節では、理論式・簡易式が示すダンパー

の動的特性を数値実験や動的載荷実験で確認する。また、減衰材の時刻歴解析モデルが与えられれ

ば、装置材を含むダンパーの解析モデルが簡易に作成できることも示し、その精度を正弦波やラン

ダム波の動的載荷実験により検証する。

６．２  減衰材・装置材の変形と内力 

６．２．１ ダンパーの応答と構成材 

図 6.1 で示したように、減衰材と装置材は軸方向に同じ長さの領域で定義され、それらを総称し

てダンパーと考える。6.6.1 項までは支持材を除いた議論を行う。

これ以後、ダンパーを図 6.2 の減衰材と装置材 1, 2 で表す。装置材 1 の右端で調和変形 ud
*(t) が入

力され、ダンパー力Fd
*�	 � が生じた場合の変形状態が図 6.2 に示されている。以後、断りの無い限り

「*」は複素数を表すことで、以下に述べるように全ての調和応答を入力 ud
*(t)に同位相の成分、90

位相ずれした成分の和として整理する。 

ダンパーの複素剛性 Kd
* は、6.2.2 項以降の定式化により、減衰材と装置材の特性で表され、それを

用いると、

 (6.1a,b) 

ここに、Kd' と Kd'' は、それぞれダンパーの貯蔵剛性と損失剛性である。式(6.1a)に円振動数 ω (rad/s) 
の調和入力 ud 

*(t)= ud,max eiωt を代入して以下のようにダンパー力を 2 個の成分で表すことができる。

dddddd KiKKtuKtF **** ,)()(

図 6.2  減衰材および装置材の変形と内力
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                                                       (6.2) 

このように、複素数の Kd
* を ud

*(t)にかけることで、ダンパー力Fd
* (t)のうち、入力 ud

*(t) に同位相の

成分、90 位相ずれした成分を同時に表す。また、両成分の時間差は π/(2ω) 秒である。これと対応

して通常の実数表現を用いると、ud (t)= ud,max sin ωt の入力の場合、

 (6.3) 

となる。荷重変形関係を得るため、sin2ωt +cos2ωt = 1 の関係を用いて式(6.3)の時刻 t を消去すると、

(6.64) 

となり、これは図 6.3 の楕円履歴の式である。なお、以後は時

刻(t)の表記は省き、複素数表示のダンパー力Fd
* とダンパー変

形 ud
* を用いて調和応答を表す。また、複素数を用いた式展

開や演算は、例えば文献 10 のように実数の式の場合と同様で

ある。複素数の計算は表計算ソフト Excel で行った。

６．２．２  装置材が変形しない場合 

減衰材の理想状態は、図 6.2 の装置材が剛なときで、せん断応力 τ*(x)とせん断歪 γ *(x) が x によら

ず一様な場合である。つまり、

                       （6.5a,b）

と表される。ここに、G* , As , d = 減衰材の複素せん断剛性、せん断面積、厚さもしくはせん断隙

間である。τ* と γ* が一様であるため、次式が成立する。

                                                    (6.6) 

ここに、Kv
* = 減衰材全体の複素せん断剛性である。また、減衰材材料の貯蔵せん断剛性 G' と損失

せん断剛性 G'' により G* ＝G' + i G'' と表されるため、

                                                      (6.7a-c) 
さらに、式(6.6)の左辺・右辺および式(6.1a)から明らかなように、

(6.8) 

つまり、装置材が剛な場合は、減衰材の特性そのものが、ダンパーの特性となる。
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６．２．３ 装置材が変形する場合 

各構成材の曲げ変形の拘束を仮定する。装置材が軸方向に変形するとき、ダンパー左端と右端で

装置材 1 の 2 に対する相対変位をそれぞれ uL
* , uR

* とする。また、uL
* は絶対変位でもある（図 6.2）。

さらに、x = 0～l の位置に生じる装置材 1, 2 の軸変形 u1
*�x�, u2

*�x�, 軸歪 ε1
*�x�, ε2

*�x�とし、減衰材の

せん断歪 γ*(x) と応力 τ*(x)も位置 x により変わるため、以下の関係式を考慮する。

(6.9a,b) 

なお、減衰材の軸方向力は、上記せん断力に比べ僅かなため歪･応力は省略する。式(6.9)は式(6.5)
と対比して、せん断応力・歪が一様でないため式(6.8)は成立せず、Kd 

*≠ Kv
* となる。一般に装置材

端部に近いほどせん断応力・歪が大きくなり、この原因である装置材の変形を加味する新たな Kd
*

の評価法が必要である。

６．３  装置材の変形を考慮したダンパー特性の厳密解  

６．３．１ ダンパー内部の応力と歪

装置材 1, 2 の位置 x に生じる軸力 F1
*(x), F2

*(x) は、図 6.2 から、長さ方向に 0 から Fd
*まで変化す

ることが予想できる。また、図 6.4 から、これらの和は常にダンパー力Fd
* と等しく、w を減衰材の

幅として。それぞれ w τ*(x) dx を[0, x]で積分して得られる。ここに、

(6.10a-c) 

また、F1
*�x�, F2

*�x� を装置材 1, 2 の軸剛性 K1, K2 と歪ε1
*�x�, 

ε2
*�x�で表す。

(6.11a-d) 

式(6.10a)に式(6.11a,b)を代入し整理すると、

(6.12) 

装置材 1, 2 の位置 x における変形量u1
*�x�, u2

*�x� は、

(6.13a,b) 

式(6.9b)でせん断歪 γ*(x)を表し、それに式(6.13),(6.6)を用いて、次式のようにせん断応力 τ*(x)が表

される。

(6.14) 

)()(,)()( *
22

*
2

*
11

*
1 xlKxFxlKxF

dxxxudxxxu
xx

)()(,)()(
0

*
2

*
20

*
1

*
1

dxxdxxu
A
Kx

xx

s

v )()()(
0

*
2

0

*
1

*
L

*
*

)()( *
1

2

1

2

*
*
2 x

K
K

Kl
Fx d

**
2

*
1 )()( dFxFxF

d
xuxuuxxGx )()()(,)()(

*
2

*
1

*
L****

lEAKlEAK /,/ 222111

図 6.4 各部材の力の流れ

x

τ*(x)

)(*
2 xFFd

*

)(*
1 xF

*

0

**
20

**
1 )()(,)()( d

xx
FdxxwxFdxxwxF

- 74 -



6 章-5 

６．３．２ 微分方程式による解

装置材と減衰材が結合したダンパーの装置材が剛でない場合に関し、釣り合い、適合、および構

成則を示した。これらに基づき、まず装置材の軸方向歪の微分方程式を解く。式(6.11a), (6.10b)より、

                                                   (15a, b) 

式(6.15a,b)の関係と式(6.14)から式(6.16a)を求め、それを x で微分して式(6.16b)を得る。なお、As = wl
である。

(6.16a) 

(6.16b) 

式(6.16b)のε2*�x�に式(12)を代入して、ε1
*�x� の 2 階微分方程式を得る。

(6.17) 

式(6.7)と付録 1 より、式(6.17)の一般解を以下のように求めた。

(6.18a-c) 

ここに、Ks = 装置材 1, 2 を直列につないだ場合の剛性 (以下、直列剛性)、δv = 減衰材の変形と力の

位相角であり、また、損失剛性と貯蔵剛性の比である。つまり、

                                                     (6.19a,b) 

式(6.19b)の ηvは減衰材の損失係数の定義であり、また、式(6.7b,c)より、減衰材材料の損失係数 η = G''/
G' と等しい。

図 6.2 のモデルの境界条件ε1
*�0� � 0, ε1

*�l� � Fd
*/�K1 	� を用い、C1, C2 が次式のように求められる。

(6.20a,b) 

)()(,)()( *
*

1
*
1

1

*
1 xw

dx
xdF

dx
xdlK

dx
xdF

)()()( *
2

*
1

*
2

*
1

2
2

1 xxK
dx

xdlK v

0)()()( *

21
3

*
*
1

21
2

*
21

2

*
1

2

d
vv F
KKl

Kx
KKl

KKK
dx

xd

1
)(

)(
**

21
21

*
*
1

x
l

x
ld eCeC

KKl
Fx

)(
,

)( 1

21
2

1

21
1 eeK

KeKC
eeK
KeKC

21

21
*

* ,
2

sin
2

cos||,
KK

KKKi
K
K

s
vv

s

v

dxxdxxu
A
Kw

dx
xdlK

xx

s

v )()()(
0

*
20

*
1

*
L

**
1

1

v

v
vv

v

v
v K

K
K
K tan,tan 1

- 75 -



6 章-6 
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６．３．３ ダンパー各構成部材の変形

装置材の歪ε1
*�x�, ε2

*�x�をそれぞれ式(6.18a), (6.16b)から求めた後、変形u1
*�x�, u2

*�x� が次式で表され

る。

(6.21a,b) 

以上より、装置材 1, 2 それぞれの左端からの相対変位u1
*�x�, u2

*�x�が求まり、それら左端の相対変

位 uL
* を以下のように求める。式(6.16b)、および式(6.18a)の微分に x = 0 とすると、それぞれ

(6.22a,b)

式(6.22)から uL
* が求められる。

(6.23) 

６．３．４ ダンパーの複素・貯蔵・損失剛性 

図 6.2 に示すダンパー変形ud
* は、式(6.23)と式(6.21a)の和より

(6.24) 

式(6.24)よりダンパー複素剛性Kd
* = Fd

*/ud
* が得られ、式(6.20)の C1, C2 を代入すると、Kd

* が次式で

表される。

(6.25) 

また、その実部、虚部がそれぞれダンパーの貯蔵剛性 Kd' とと損剛性 Kd'' である(式 1(b))。
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６．４  装置材の変形とダンパー特性の傾向 

前節で求めた精算式に基づき、装置材 1 の右端（図 6.2）に調和変形 ud
*(t) が入力された場合の装

置材内の歪と変形、端部の相対変位、装置材剛性のダンパー特性への影響を述べる。また、これら

は、次節で提示する近似式の基盤となる。

細い楕円から太い楕円までの 5 種の履歴を示す減衰材の損失係数 ηv = K''v/ K'v =0.1, 0.5, 1, 2, 10 を

用いる。図 6.5 に装置材が剛のときのダンパーの履歴曲線を示す。ダンパー荷重 Fdと変形 ud の各最

大値、Fd,max=|K*
v|ud,max と ud,max  (式(1), (3)) で基準化している。典型的に η v = 0.5, 1 は粘弾性体、η v ≧

2 は粘性流体の特性となる 1)～3)。

６．４．１ 装置材の歪と変形

  装置材 1, 2（図 6.2）の軸剛性 K1, K2 , それらの直列剛性 Ks (式(6.18c)),  減衰材の複素剛性絶対値

|K*
v| の影響を、(Ks / |K*

v| , K1/ K2) = (1, 1), (1, 0.1), (0.1, 1) の 3 つの場合について検討する。これらは、

Ks が |K*
v| の 1 倍、0.1 倍、K1 が K2 の 1 倍、0.1 倍のときの組合せである。

それぞれの場合の装置材の歪と変形を図 6.6～図 6.8 に示す。上段では、装置材 1, 2 の x = x / l に
おける歪ε1

*�x�, ε2
*�x� の実部と虚部を、それぞれの端部での最大値Re�ε1

*�1��, Re�ε2
*�0��で基準化して

おり、式(6.18), (6.12)から求めた。下段には、 � �/	 	, u2*�x�/ud
* それぞれの実部と虚部、つまり が

最大値 の時、0 の時の基準値を示しており、式(6.20), (6.21)から求めた。また、基準値の最大絶

対値は実部と虚部の 2 乗和平方根となる。以上は式(6.21)などからx , K1 / K2 , Ks / |K*
v|で決まり、時刻

に依存しないことに注意されたい。図中のシンボルは 6.5 節の近似式(6.26),(6.27)による（後述）。

Ks / |K*
v| = 1, K1 / K2 = 1（図 6.6）の場合、基準化歪の実部の分布はほぼ三角形で ηv の影響は殆ど無

く、虚部の分布は上下に凸で、絶対値は ηv が大きいほど増すが小さい。装置１と 2 の変形基準値の

実部は下に、虚部 は上に凸となる曲線である。K1 / K2 = 1 のため、歪と変形の実部と虚部の最大絶

対値は各装置材で等しい。各装置材で ηv=0.1, 10 それぞれにおいて、最大変形の和は端部で最大とな

り、ダンパー変形ud
*の 0.37, 0.18 倍と大きく、その分だけ減衰材の変形が減るため、装置材の剛性設

定に注意が必要である。

Ks / |K*
v| = 1, K1 / K2 = 0.1（図 6.7）の場合、装置材 1 の軸剛性が小さいため、歪と変形が装置材 2

より大きい。ただし、基準化歪の実部の分布は上記の K1 / K2 = 1 の場合（図 6.6）と同じくほぼ三角

形で ηvの影響は殆ど無い。また、装置材 1, 2 の変形和が上記の場合とほぼ等しくなっている。これ

は、直列剛性 Ks が等しいためであり、精算解による証明は困難であるが、6.5 節の近似解により説

明する。

Ks / |K*
v| = 0.1, K1 / K2 = 1（図 6.8）の場合、Ks / |K*

v| = 1 (図 6.6) と比べ基準化歪の実部は三角形か

ら少しずれ、また、ηv の影響は殆ど無いが、一方で虚部は Ks / |K*
v| の違いに反比例して約 10 倍大き

く、ηvの影響が強い。装置材 1, 2 の変形和の実部基準値は、Ks / |K*
v| が 0.1 と低いため上記 2 つの場

合の 3 倍以上であり、0 から 1.2 とかなり大きな値まで材長方向に変化している。

図 6.5 減衰材の 5 種の損失係数 ηv (= K''v/ K'v )に対応する履歴形状 (装置材の剛性が無限大の時) 
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図 6 ,図 7 , 図 8 , 図 6.7 Ks / |K*
v|=1, K1/K2 = 0.1: 歪

と変形の軸方向分布(丸シンボル
は簡易式(6.26), (6.27)の解)

図 6.6 Ks / |K*
v|=1, K1/K2 =1: 歪と

変形の軸方向分布(丸シンボルは
簡易式(6.26), (6.27)の解)

図 6.8 Ks / |K*
v|=0.1, K1/K2 =1: 歪

と変形の軸方向分布(丸シンボル
は簡易式(6.26), (6.27)の解)

(a) 歪ε1
*� �, ε2

*� � の分布 (a) 歪ε1
*� �, ε2

*� � の分布

(b) 変形量u1
*� �, u2

*� � の分布(b) 変形量u1
*� �, u2

*� � の分布 (b) 変形量u1
*� �, u2

*� � の分布

(a) 歪ε1
*� �, ε2

*� � の分布

(c) 変形量uv
*� � の分布(c) 変形量uv

*� � の分布 (c) 変形量uv
*� � の分布
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６．４．２  便宜的計測によるダンパー変形と特性の評価誤差

ダンパー変形ud
* は、図 6.2 のダンパー左端と右端との相対変位であり、長いダンパーほど測り難

くなる。そこで便宜的に、例えば左端の uL
* や右端の uR

* のように、装置材 1, 2 の共通断面位置での

相対変位を計測し、それをud
* と見なす場合が見受けられる。しかし、u 装置材が変形する場合、前

項のように計測値は明らかにud
* と異なり、誤差が生じる。

そこで|uL
*|/|ud

*| と |uR
*|/|ud

*| を K1 / K2 = 1, 0.1 の 2 つの場合について図 6.9 左段, 右段に示す。|K*
v| 

に対し Ks を広範囲に考え、Ks / |K*
v| = 0.01～100 とした。6.4.1 項と同様、ηv = 0.1～10 である。図 6.9

より、 Ks / |K*
v| が約 10 を下回ると、|uL

*|/|ud
*| , |uR

*|/|ud
*| が小さくなり、K1 / K2 = 0.1 の|uL

*|/|ud
*|は著し

く低下する。つまり、uL
*や uR

* はud
* より小さくなり、例えばダンパーの貯蔵剛性の過大評価になり

得ると言える。

また、図 6.9 において K1 / K2 = 1 のとき、各装置材の変形が左右対称に分布するため (図 6.6) 、
|uL

*|/|ud
*| = |uR

*|/|ud
*|である。しかし K1 / K2 = 0.1 では| u2

*� �|より|u1
*� �|	が大きく、Ks / |K*

v| が小さいほ

ど|uL
*|と|uR

*|が著しく異なるが、一見同値のように思われ易いため、注意が必要である。

なお、ダンパー力Fd
* と uL

*から見かけのダンパー複素剛性 KL
*を求めた場合、Fd

* (t)=Kd
*ud

*(t)=
KL

*uL
*(t) と図 6.9 の計算を用いて、実際のダンパー複素剛性 Kd

* = KL
*(Re[uL

*/ud
*]+i Im[uL

*/ud
*]) を求

めることができる。この変換則は、前述のように ud
*(t)の計測が困難な場合に有用である。

K1 / K2 = 1

K1 / K2 = 0.1

図 6.9 左, 右端で計測した相対変位 uL
*, uR

* とダンパー変形ud
* の比較
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６．４．３ ダンパー特性と装置材直列剛性 

6.1.1 項で述べたように、ダンパーの効率向上のため装置材の変形の抑制が重要であるが、装置材

剛性を必要以上に大きくする設計は経済的ではない。ダンパー複素剛性Kd
* の精算式(6.25)を用い、

ダンパーの効率と装置材剛性の関連を示す。

前項と同様の ηv , Ks / |K*
v| , K1 / K2 において、ダンパーと減衰材の貯蔵剛性の比 K'd / K'vと損失剛

性の比 K''d / K''v を図 6.10 に示す。これらの比は、減衰材の特性が再現される程度を示す。一般に、

Ks / |K*
v| が小さいほど K'd / K'v と K''d / K''v も低下する。K1 / K2 = 1 と 0.1 に対して、各 ηv の K'd / K'v と

K''d / K''v の傾向はほぼ同様であり、K1, K2 による差異は小さい。Ks と K'v , K''v を設定すれば、図か

ら K'd と K''d が得られ、式(4)より正弦載荷時のダンパー力 Fd も求まる。よって、ダンパーの設計目

標となる K'd と K''d を得るため必要な Ks も効率的に設定できる。

ただし、精算式(25)は煩雑であるため、例えば図 6.10 でプロットした ηv = 2, 10 の K'd / |K*
v| の曲線

が Ks / |K*
v| <1 で極大値を有することなど、様々な傾向の数値表現や説明が難しいことが問題であり、

よって精度の良い簡易式を次節で提案する。

６．５  歪場の近似による簡易式の提案 

６．５．１ ダンパー特性の簡易式とその精度

ダンパー複素剛性Kd
*の精算式(6.25)の近似を提案する。これにより、ダンパーの特性評価と時刻歴

解析が簡易になる（6.6.2 項）。

図 6.6～図 6.8 の歪ε1
*�x�, ε2

*�x� の実部が虚部より大きく、x に対しほぼ三角形分布であるため、式

(6.11a,b)を参照し、各境界条件で装置材 1, 2 の軸力が、ダンパー力Fd
* または 0 となる直線とした。

よって歪の近似値ε1,app
* �x�, ε2,app

* �x� は次式で表される。

(6.26a,b) 

式(6.13a,b)に上式を代入し、変形の近似値u1,app
* �x�, u2,app

* �x� を得る。

(6.27a,b) lxx
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図 6.10 様々な Ks /|K
*

v|に対する K'd / K'v と K''d / K''v の変化
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式(6.26), (6.27)の解を図 6.6 の歪と変位の実部に丸シンボルで示しており、厳密解とよく一致して

いる。なお、u1
*�x�, u2

*�x� の精算式(21)には、K1 と K2 の両方が含まれるが、近似式(6.27)ではu1,app
* �x�は

K1 のみ、u2,app
* �x�は K2 のみで表され、それぞれの装置材の軸変形が、その装置材のみの軸剛性に支

配されると単純化している。

ダンパー荷重Fd
* は式(10a)で x = l として表され、それに減衰材の複素剛性K* を含む式(6.14)を代

入して次式を得る。

(6.28)

また、これに式(6.27a,b)を代入し、装置材 1 の左端の近似の変形量 u*
L,app が得られる。

(6.29a, b)

ダンパー変位ud
* の近似値ud,app

* は、式(6.24)と同様に

(6.30) 

と表される。これよりKd,app
* の逆数を表すと

(6.31)

となり、図 6.1 の減衰材およびそれと連続的に接続された装置材を、減衰材自身の複素剛性Kv
* と装

置材自身の剛性の 3 倍の値 3Ks からなる単純な直列体として近似できた。

ここでKd
* の精算式(6.25)を、近似式(6.31)と同様に 1/Kv

*と他の項の和と考える。つまり、

(6.32) 

として、様々なKv
*における精算値Kd

*を式(6.25)から数値的に評価し、それらの値と式(6.32)により f1
*

(Kv
*, K1, K2)の値を求め、また、近似式(6.31)における 3Ks の値と比べる。前節までと同様、ηv = 0.1

～10、Ks / |K*
v| = 0.01～100、K1 / K2 = 1, 0.1 において、3Ks に対する f1

* (Kv
*, K1, K2)の実部 Re[f1

*], 虚
部 Im[f1

*]の比を求めて図 6.11 に示す。

K1 / K2 = 1 の場合、Re[f1
*]/(3Ks)が殆どの Ks / |K*

v| 値に対しほぼ 1 で、Im[f1
*]/(3Ks)が殆どゼロであ

り、このことは f1
* を実数値 3K で近似することの妥当性を示している。K1 / K2 = 0.1 の場合、曲線

の変化ひいては近似の誤差が大きくなるが、それでも 概ねKs / |K*
v| < 1のときである（図 6.11 下段）。

例として、6.6.2 項に示す試験体では、外側、内側のパイプの断面積から、K1 / K2 = 1.26, 温度 15ºC
と振動数 10Hz で ηv≒1 , Ks / |K*

v|≒2 であり、装置材の相対的な剛性が低めであるが、明らかに図 6.11
から, 近似式の適用範囲にある。

以上から、通常の K1 / K2 値、Ks / |K*
v|値の場合、近似値Kd,app

* は精算値Kd
* とほぼ同等であると言

え、したがって、図 6.1 のダンパーを図 6.12 の簡易な力学モデルで表わすことができ、また、これ

を活用して 6.5.2 項以降の展開も可能になった。
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６．５．２ ダンパーの左端と右端の変位量の簡易計算

6.4.2 項で検討したダンパーの左端と右端の変位量 uL
*, uR

* の近似値 u*
L,app , u*

R,app を述べる。まず、

u*
L,app は、式(6.29)で表され、式(7)と|K*

v| = K’v (1+ηv
2)0.5 = (K”v/ηv)(1+ηv

2)0.5 から、次式が成立する。

(6.33a,b) 

左端の相対変位量とダンパー入力変位それぞれの最大絶対値の比|u*
L,app| / |u*

d,app| が 6.4.2 項の精算

解と対比して陽に表される。すなわち、式(6.33)をもとに|u*
L,app|が実部と虚部の二乗和平方根から得

られ、また、|u*
d,app|も NL = 1 として (式(6.29), (6.30)参照) 同様に得られ、比が次式で表される。

(6.34) 

以上の定式化を、右端における u*
R,app に関して、式(6.29), (6.33), (6.34)と同様にして行うことがで

きる。まず、式(6.29)の代わりに、u*
R,app =u1,app

* �x� u2,app
* �x� + u*

L,app (図 6.2)と 6.5.1 項の定式化に基

づき、

(6.35a,b) 

となり、この後は式(6.33), (6.34)の NLを NR に書き換えるのみであるため、説明を省く。
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また、以上の結果を図 6.13 に示す。K1 / K2 = 1 では精算値 (図 6.9) とほぼ等しいが、 K1 / K2 = 0.1
では X = Ks / |Kv

*| < 1 において差異が顕著となった。これまで述べたように、Ks / |Kv
*| > 1 を適用範囲

と考えれば、精度上問題ないと思われる。

６．５．３ ダンパー特性と装置材直列剛性の簡易な関係式 

6.4.3 項の図 6.10 に示した減衰材とダンパー特性の関連を、6.5.1 項の簡易式により再表示してみ

る。まず、ダンパーの複素剛性の近似値Kd,app
* は、図 6.12 のモデルで表され、その貯蔵・損失剛性

K'd,app , K''d,app が、減衰材の貯蔵・損失剛性 K'v, K''v と装置材の直列剛性 Ks により式(6.36a,b)で表され

る 4), 5)。

(6.36a,b) 
これらをそれぞれ K'v, K''v で基準化し、6.4.3 項で求めた基準値（図 6.9）と比べる。つまり、

(6.37a,b) 
ここに、X = Ks / |Kv

*| , ηv= 減衰材の損失係数である。

6.4.3 項の図 6.10 上段の精算解と同様の条件で図 6.14 に近似解を示す。近似解は、ηv = 2, 10 で K'd 

/ |K*
v| が極値をもつことも精度良く再現した。なお式(6.37)は、K1/K2 に依存しない点が精算解と異

なるが、精算解の図 6.10 下段が示すように、X = Ks / |Kv
*| が 1 以上であれば、K1/K2 への依存性が殆
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ど現れなく、6.5.1 項で示した簡易力学モデル (図 6.12)によりダンパーの特性値が精確に評価できる

と言える。

また、精算解に基づく曲線の傾向を、この簡易力学モデルにより容易に解釈できることも示して

おく。近似式(6.37a)の X に関する微分値をゼロとするＸ =(1+ηv
2 )0.5/{3(ηv-1)} において、ηv > 1 であ

れば、K'd,app /K'v が極値をとり、その値も近似式から高精度で評価できる。

 以上から、装置材と減衰材が材長方向に連続的に接続されたダンパー（図 6.1）において、装置材

の長さ方向変形を加味したダンパー特性値を以下にまとめる。式(6.2), (6.37)から、

(6.38a-c) 

となる。式(6.38a,b)は、式(6.37a,b)をせん断面積 Asとせん断厚さ又は隙間 d , 材料のせん断貯蔵・損

失剛性 G’, G”により書き換えただけであり、その数値は手計算か図 6.14 から得られる。式(6.38c)
は、材料の損失係数 ηv = G”/ G’(6.3.2 項)に対するダンパーの損失係数 ηd,app を表す。これは、ダン

パーのいわゆる等価減衰定数の 2 倍にあたる。

図 6.15 は、ηv = 0.1～10 における ηd, app の X への依存性を示す。K'd,app , K''d,appに比べ X (= Ks / |Kv
*|)

の影響は強く、例えば ηv =10 の粘性流体では、X = 1 から 10 までで ηd,app は 2.5 から 0.7 まで変化し、

高減衰とは言え、X = 40 までは材料の減衰性能が完全には発揮されてはいない。一方、粘性の少な

い ηv =1 の粘弾性体では、X = 1 から 10 までで ηd, app は 0.7 からほぼ 1 まで増加する。以上の如く高

減衰の減衰材を用いた場合ほど装置材剛性のダンパー減衰効率への影響が大きく、これを簡易な近

似式(6.38)や図 6.14,6.15 で簡便に評価できる。

６．６  理論式の検証 

 装置材の影響が無視できないダンパーの変形や動的特性に関する精算式と近似式それぞれを 6.3
節、6.5 節で提示した。それらの検証を、6.6.1 項ではダンパーの数値実験、6.6.2 項でダンパーに支

持材が接続された試験体の加振実験により行う。6.6.3 項では、近似式により作成した簡易なバネと

減衰材数値モデル 3)の直列結合体により試験体のランダムな時刻歴挙動を再現し、その精度も検証

する。

６．６．１ 数値実験による検証 

次項で述べる試験体のダンパー部分に対し図 6.16 の解析モデルを作成し、右端に変位 ud (t)を入力

して力 Fd (t)を算定し、その履歴曲線や相当の動的特性を、理論式（精算式と近似式）の検証に用い

る。

装置材の剛性 K1 , K2 = 18.6, 14.8 kN/mm, それらの直列剛性 Ks = 8.24 kN/mm である。温度 20℃と

して、振動数 0.25, 2.5, 10 Hz それぞれでの減衰材の貯蔵剛性 K'v = 0.39, 2.33, 5.07 kN/mm, 損失剛性

K''v = 0.89, 3.14, 6.30 kN/mm である。解析モデルは各装置材を 20 分割したため、図 6.16 の各バネ要
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素は、装置材 1 で 20K1 , 装置材 2 で 20K2 の軸剛性をもつ。また減衰材は、入力円振動数 ω (rad/s)
ごとに損失剛性 K''v を粘性係数 Cv (=K''v/ω) に変換し、これと貯蔵剛性 K'v より、それぞれ 21K'v と

21 Cvをもつ Kelvin 体 21 個で表した。

上記 3 種振動数と振幅 3mm (歪振幅 100%)の正弦変位 ud (t)における Fd (t) - ud (t)関係を解析ソフト

MIDAS11) により求めた。各サイクルの載荷ステップ数を 1,000 とした。図 6.17 に数値実験から得た

Fd - ud 曲線を実線で示す。また、曲線から最小 2 乗法で求めた Fd と ud の直線近似式の勾配 1),4),5)と

して貯蔵剛性 K'd , 1 サイクルの履歴面積を π ud,max
2で除して求めた損失剛性 K''d を表 6.１に実験値と

して示す。式(6.1b), (6.25)から求めた精算値 K'd, K''d と、式(6.38)から求めた近似値 K'd,app, K''d,app もそ

れぞれ表 6.１に示す。精算値と近似値がほぼ一致しており、また、実験値ともよく整合している。

精算値と近似値は、それぞれ式(6.4)に代入して Fd - ud 曲線を描くとほぼ一致したので、簡便な後者

を用いた曲線を図 6.17 に示すが、実験から得た曲線とよく整合していることも分かる。さらに、装

置材が変形しない、理想状態（式(6.8)）の履歴も同様に図 6.17 に示す。上述のように K'v, と K''v が

大きくなる高振動では Ks / |K*
v| が小さく、図 6.14 と整合して、Fd - ud 曲線の誤差が大きくなる。

６．６．２ 加振実験による検証結果 

前項で解析したダンパーを実際に加振し、その結果をここで用いる。両端に述までのモデルとは異

なり、図 6.1 に示した装置材に支持材があるため、その影響を加味する。図 6.18 のように試験体は、

外径 50 mm の管に 40mm の管を挿入し、それらの間に文献 2, 3 で検証した粘性流体を充填したもの

である。これら外管、内管の厚さは共通に 2 mm であるため、せん断隙間は 3 mm となる。また、試

験体は鉛直に設置され、外径 50 mm の管が下側になる。

図 6.16  装置部材の軸方向特性を再現した数値実験モデル

減衰材

Fd
*Kd

*

弾性材 2

弾性材 1

図 6.17 理論(精算, 近似)と実験, 理想状態による履歴の比較
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  0.25Hz   2.5Hz   10Hz  
精算 近似 実験 精算 近似 実験 精算 近似 実験

貯蔵剛性 0.42 0.42 0.42 2.43 2.43 2.43 5.08 5.09 5.10 
損失剛性 0.86 0.86 0.86 2.59 2.59 2.60 4.17 4.16 4.20 

表 6.1  理論(精算, 近似)と実験の貯蔵剛性, 損失剛性(kN/mm)の比較 
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装置材は管の径に比べ非常に長く、ヤング係数の小さいアルミからなるため、装置材変形が比較的

大きい。装置材、および粘性流体からなる減衰材の長さ l = 1,105mm、上下の支持材 1, 2 で内管、外

管の順に長さ 125, 115mm, 支持材剛性 131, 179 kN/mm であり、それをまとめた直列剛性 Kb = 
75.5kN/mm である。 他の諸元については 6.6.1 項で述べたが、特に減衰材の K'v , K''v については、

外管内表面と内管外表面の円周の平均と減衰材長さ l の積を粘性流体のせん断面積 AS = 149,273mm2

としたことを述べておく。

実験ではダンパーではなく試験体両端の距離の変化を計測しており（図 6.18）、これを付加系変形

ua とする。また、付加系の力 Fa は Fd に等しい。付加系は、軸剛性 Kb をもつ支持材とダンパーの

直列結合体であり、その貯蔵・損失剛性 K'a , K''aは、文献 4 より、

(6.39a,b) 

ここに、K'd , K''d  = ダンパー貯蔵・損失剛性である。精算値 K'a , K''aは、式(6.1b), (6.25)から求めた

精算値 K'd , K''d を式(6.39)に用いて求め、近似値 K'a,app , K''a,appは、図 6.19 に示すように、式(6.38)か
ら求めた近似値 K'd,app , K''d,app を式(6.39)に用いれば得られる。

振動数 0.25, 2.5, 10 Hz、振幅 1.5, 3 mm, 温度 15, 28oC の 12 組合せの加振実験から、6 組合せの Fa

- ua 曲線を図 6.20 に実線で示す。さらに、上記の精算値 K'a , K''a と近似値 K'a,app , K''a,app がほぼ等し

かったため、後者を理論値として式(6.4)に代入することで Fa - ua 曲線を求め図 6.20 に示すが、実験

値とよく整合している。装置材が変形しない、理想状態（式(6.8)）の履歴も式(6.39)から求め、同様

に図 6.20 に示す。6.6.1 項に加え、K'v と K''v が大きくなる低温・高振動で Ks / |K*
v| が小さく、Fa - ua

曲線の誤差が増えることが分かる。

また、実験から得た Fa - ua 曲線を用い、前項と同様に最小 2 乗法で求めた貯蔵・損失剛性 K'a , K''a
を、実験値として四角シンボルで、図 6.21 に加振振動数に対しプロットした。前述の理論値、およ

び装置材の変形しない理想状態での値もそれぞれ図 6.21 に示す。温度 15, 28oC において理論値が実

験値にほぼ一致し、一方、理想状態では、特に損失係数 ηa=K''a/K'aの値が高振動数・低温で大きく、

著しく異なり、以上はダンパーの損失係数 ηdと同様の傾向である。

 なお、28ºC の低振動数で ηa の理論値の精度が低いが、文献 2 で説明したように、せん断隙間を保

つためガイドに生じる摩擦力が、粘性力が小さい本条件において相対的に大きくなっためである。
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図 6.19 支持材と装置材の剛性を直列に結合した付加系モデル
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６．６．３ 時刻歴解析モデルと精度検証

長さ方向に連続して接続された装置材と減衰材を、図 6.19 のごとく、直列接続された要素に変換

した簡易モデル化は、ランダム波を入力とした時刻歴解析にも有用である。つまり材料構成則を直

接減衰材のモデルに用い、装置材の 3 倍の剛性 3Ks をもつバネと剛性 Kbをもつ支持材をまとめた剛

性 3KsKb/(3Ks+Kb)をもつバネを、それに直列結合すればよい。ここでは、文献 3 で提案・検証した任

意の温度・振動数で高精度な分数微分構成則により減衰材をモデル化した。

この検証のため、6.6.2 項で述べた試験体のランダム加振実験を行った。El Cenro 波を入力として

応答解析した 3, 12, 24 階建物それぞれの 1 階層間変位の時刻歴データを、最大で 3mm となるよう基

準化し、試験体の入力 ua (t)に用いた。各建物の 1 次固有振動数は 2.86, 0.76, 0.35Hz であり、これら

が入力の主振動数成分である 1)。実験時の粘性流体温度は 27℃であった。

図 6.22 から、明らかに解析が実験とほぼ一致し、このように装置材の変形が無視できない場合の

時刻歴解析にとって、非常に有用なダンパーや付加系のモデル化手法を提示できたと考える。
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６．７  まとめ 

筋違型の粘性系ダンパーの軸方向特性において、ダンパーを構成する減衰材と装置材の変形の相

互干渉が、ダンパーの動的特性へ与える影響を検討した。以下に結論を示す。 

1) 装置材と減衰材の動的特性をそれぞれ実数と複素数で表し、それらの関係に基づいた微分方程式

を用いて、装置材に生じる歪や変形量を理論的に求めて、さらにダンパー変位とダンパー力から

ダンパーの複素剛性の精算式を求めた。

2) 理論的に得た歪や変形量の特徴を示し、それらとダンパーの複素剛性の簡易な近似式を求め、そ

の精度が良好であることを示した。

3)ダンパーの複素剛性の簡易式は、装置材の直列剛性の 3 倍と減衰材の複素剛性の直列剛性として

表せることを示した。

4)簡易式を用いて、装置材や減衰材がダンパーの貯蔵・損失剛性へ与える影響を示した。

5)支持材を含み、かつ変形が顕著である装置材と粘性流体で構成されるダンパーの加振実験を行い、

線形特性における正弦波の荷重-変位履歴において、理論値が実験値と一致することを示した。

6)簡易な力学モデルを用いた時刻歴解析において、粘性流体の線形特性範囲における粘性ダンパー

のランダム波の理論値が実験値と一致することを示した。

なお、次報では壁型ダンパーのせん断特性に対する装置材の変形の影響を検討する予定である。
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ンパー)の直列接合からなる制振装置 : その 1.制振装置,学術講演梗概集.B-2,pp963-964, 2005.9  
9)  笠井和彦,後閑章吉,櫻井馨,遠藤文明,石川理都子:その 3.剛性および損失係数の評価,粘弾性体と

摩擦ダンパー ( ブレーキダンパー ) の直列接合からなる制振装置 , 学術講演梗概

集.B-2,pp967-968,2005.9 
10) David l. G. Jones:Handbook of Viscoelastic Vibration Damping, Wiley, 2001.07 
11) MIDAS GENeral structure design system, 構造計画研究所, 2013 

付録 1  微分方程式の計算

式(6.17)は 2 階の線形非同次微分方程式であり、その一般解 y は同次方程式の一般解 yh と特殊解

yp の和である。以下に y の解法を示す。

まず、式(6.17)の同次方程式である式(1A)の一般解 yh を求める。α* は部材剛性 K1, K2 と減衰材の複

素剛性Kv* を用いて式(2A)とする。

(1A) 

(2A)

式(1A)から yhは指数関数 yh = Caeλx と表せるため λ = ±α*/l となり、一般解が式(3A)となる。

(3A) 

また、(cosδ+isinδ)1/2 = cosδ/2+isinδ/2を用いてKv* = |Kv*|(cosδ+isinδ) とし、式(2A)の α* を式(4A)とした。

α* と λ が正と負値であり α* > 0 のみを用いても yh は同値となるため、以降では α* > 0 とする。また、

δ = arctanηvである。

(4A) 

次に、式(6.17)のε1
*�x� を特殊解 yPとした式(5A)から yPを求める。

(5A) 

式 17)において前述の同次方程式以外の項であるKv*Fd*  / (l3K1K2)が x に対して定数であるため、特殊

解を同様に定数とし yP = P とする。また、yp= 0 であり、それらを式(4A)に代入すると下式(6A)とな

る。

(6A) 

よって、式(6.17)の一般解は式(7A)となる。

(7A) 
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7 章-1 

７章 壁型の粘性系ダンパーにおける減衰材と装置材, 支持材の動的特性モデル

７．１ はじめに

７．１．１ 背景

構造物の動的解析に使用する様々なダンパー特性モデルについて、笠井らはダンパー周辺の取付け

部材「支持材」の変形がダンパー特性へ及ぼす影響を、支持材の剛性をダンパー特性に直列接続した

モデル「付加系」で検討しており、ダンパーが吸収するエネルギーと支持材の剛性の関係を示した 1)。

それらダンパーのうち、粘性流体または粘弾性体である粘性系の材料「減衰材」を有するダンパー「粘

性系ダンパー」は、小から大地震時振動などの広範囲の揺れを吸収する制振部材である 1)～7)。前章で

は、図 7.1 の減衰材を一様に挟むように設置したダンパー内の構成材「装置材」の変形の影響を検討

した 6)。そして、その軸方向に力が伝達する筋違型ダンパーを対象とし、減衰材と装置材の変形の特

性の精算式と簡易式を求め、簡易式でダンパー力を精度良く時刻歴解析できることを示した。

筋違型以外のダンパー取付け方法の 1 つとして、構造物の上下梁間にダンパーを壁状に設置する

壁･パネル型がある 1)～3)。建物の質点系などの応答解析における地震力の低減に有効となるのは、筋

違型ではダンパー軸方向を水平方向に分配した力だが、壁型では水平方向のダンパー力が主である。

また、ダンパーを設置する柱梁構面において、対角線状空間を使用する筋違型に比べ、一部分の梁間

を使用する壁型では扉などの開口部を設置できるという意匠的な利点がある。一方、ダンパー内に生

じる力は、筋違型では主に軸力であるが、壁型ではせん断力と曲げによる抗折力であるため、筋違型

と比較し壁型は装置材の変形からの影響が大きく、また、それが伝達されるダンパー内の部材変形の

計算がより複雑である。

壁型ダンパーと類似した曲げ力学モデルとして、地中に埋められた杭や地表面に設置された構造物

の曲げを求める、弾性床上の梁理論がある 8)。これは、2 種の部材の間に弾性要素を有するモデルで

あり、古くから用いられており、弾性要素の代わりに粘弾性要素を有するモデルも検討されている 9)。

しかし、それらは 2 体のうちの 1 部材は完全な剛であり、ダンパー構造とは必ずしも一致しない。ま

た、前章 6)のように動的解析の使用を目的としていない。

７．１．２ 目的と構成

柱梁の構面に対して水平方向に力が作用する壁･パネル型の粘性系ダンパーについて、その装置材

のせん断力や曲げによる変形がダンパー特性に及ぼす影響を、前章 6)と同様な以下の構成と手法で検

討し、動的解析で適用できる特性モデルを構築することが本章の目的である。7.2 節では、装置材と

減衰材の動的特性を実数と複素数で表し、応力条件および軸変形やせん断変形を定義する。7.3 節で

は、それらに基づく微分方程式と解を求め、装置材の曲げと減衰材による変形や力、ダンパー全体と

しての貯蔵・損失剛性の精算式を提示する。7.4 節では、その精算式から得る各装置材の変形, モー

メントやたわみ角やダンパー貯蔵・損失剛性の特徴を示す。7.5 節では、精算式の近似による簡易式

を求め、精算式と比較し精度を検証する。7.6 節で曲げとせん断による変形を考慮したダンパーや付

加系の各特性式をまとめ、7.7 節で正弦波の精算値と近似値の精度を数値実験で確認する。

粘弾性体と粘性流体は、正弦波加振において応力-歪が楕円履歴曲線を示す。したがって、著者ら

が文献 4),5)で示したように粘性流体は固体である粘弾性体と同様な方法で特性を定式化できるため、

それらの材料を総称して「減衰材」と表記し、同等に扱う。
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7 章-2 

７．２ せん断と曲げによる部材変形を考慮した粘性ダンパー複素剛性 

７．２．１ ダンパーの構成材

ダンパーと支持材からなる付加系 1) の例を図 7.1 に示す。ダンパーは、鋼材などで作製された装置

材 2 体の間に減衰材 1 体が接着もしくは充填されている。上下の支持材は各上下端部の取付け部であ

る。図 7.1(a)のダンパーの断面 x-x に示す 2 体の装置材 1, 2 の u 方向相対変形により、減衰材にせん

断変形して力が生じる。7.5 節までは支持部材を除いたダンパーのみの特性を検討し、ダンパーを装

置材 1, 2 と減衰材で表す。なお、断面 x-x において、せん断力に比べて非常に小さいため u 方向の減

衰材の引張, 圧縮力を省略する。また、各構成材は拘束されるため面外の曲げや座屈によって変形せ

ず、減衰材の厚みは常に一定とする。

装置材 1 の下端にダンパー変形として調和変形 ud
* が与えられダンパー力Fd

* が生じると、装置材

にせん断と曲げによって変形が同時に生じる。その時に図 7.1(a)の断面 x-x の各部材に生じるせん断

力F1
*�x�, F2

*�x�は、各変形に対して同値である。そこで、それらの変形をより簡単で明確に検討する

ため、図 7.2 に示すダンパー内変形におけるせん断変形 usd
* と曲げ変形 ubd

* に対するFd
* の関係を検

討し、各複素剛性を求める。7.3~7.5 節ではダンパー内の曲げ変形について、7.6, 7.7 節ではダンパー

内のせん断変形や、支持材の曲げとせん断変形について検討する。

装置材 1, 2 の幅 w, 各厚み t1, t2 であり、それぞれ下, 上端が支持材 I, T に接続し、その下端を図中

の上方向とする座標軸 x において原点 0、上端をダンパー長さである l とする。また、「*」の付く記

号は、入力変形に対して同位相の値, 90º 位相がずれた値を実部, 虚部で表した複素数である。

図 7.2 ダンパーにおけるせん断と曲げの変形状態 
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７．２．２ 装置材が剛と変形する場合の減衰材の変形と内力

図 7.1 における減衰材の理想状態は、装置材が剛であり、せん断応力 τ*(x)とせん断歪 γ*(x) が x に

よらず一様とする。このとき、ダンパー変形 ud
*が与えられた時のせん断応力 τ*と歪 γ *は、

(7.1a,b) 

と表される。ここに、G*, As , d は減衰材のせん断複素剛性率, せん断面積, 厚さもしくはせん断隙間

である。τ* が一様であるためダンパー力 Fd
* = As τ*となり、また、粘性系材料の貯蔵剛性率 G' と損失

剛性率 G'' により G* ＝G' + i G'' と表される。

                                                    (7.2a, b) 

この時、Kv
* = 減衰材の複素剛性であり、また、理想状態のダンパー複素剛性でもある。なお、式

(7.1a)のように G* を入力歪に乗じて、歪と同位相の弾性応力と 900位相ずれした粘性応力の両者を表

すことができる。また、式(2a)における変形と力の関係も同様である。したがって、ud = ud, max sin ωt
を入力した場合は、式(7.3)であり、

(7.3) 

楕円履歴が図 7.3 と表せる。以後、このように応答量を複素数で表す

が、例えば文献 10 のように、式展開や演算は実数の式の場合と同様

である。上記の理想状態と対比して、図 7.1 の断面 x-x で減衰材が u
方向に u*(x) 変形する場合、減衰材のせん断応力とせん断歪 γ *(x)は式

(7.4a,b)であり、位置 x の関数と表される。

(7.4a,b) 

また、式(7.2a)に代わり、Fd
* はダンパー複素剛性 Kd

* を用いて、 (7.5a,b)と示される。理想状態と異

なり、装置材の変形の影響が含まれるため、Kd
* と G* の関係を式(7.2b)の様に簡単に表せない。

 (7.5a,b) 

７．３.  装置材の曲げ変形を考慮したダンパー特性の厳密解 
７．３．１ ダンパー内部の曲げ変形とせん断力、曲げモーメント

 図 7.2(b)のダンパーにおいて、ダンパー力 Fd が与えられ曲げ変形 ubd
* が生じた状態における、装

置材 1, 2 に生じるせん断力と変形, たわみ角, モーメントを以下に示す。なお、力や変形は図中の右

向きを、モーメントは図 7.1(a)の装置材断面の左側で x 方向へ引張が生じる時を、たわみ角は時計回

りを、正方向とする。

各装置材 1,2 の位置 x における、たわみ角 θ1
*(x), θ2

*(x)と変形ub1
* �x�, ub2

* �x�の関係が式(7.6a,b)で表せ

る。

(7.6a,b) 

各モーメント M1
*(x), M2

*(x)と θ1
*(x), θ2

*(x), ub1
* �x�, ub2

* �x�の関係が式(7.7a,b)で表せる。なお、各部材の

板厚 t1, t2 と有効幅 w から断面 2 次モーメントは I1= t1w3/12, I2 = t2w3/12 である。

図 7.3 粘弾性特性を有

するダンパー履歴
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7 章-4 

(7.7a,b) 

以上より、各せん断力 F1
*(x), F2

*(x)と M1
*(x), M2

*(x), ub1
* �x�, ub2

* �x�の関係が式(7.8a,b)で表せる。

(7.8a,b) 

７．３．２ 各装置材間のせん断力とモーメント,変形の関係
図 7.2(b)の各せん断力 F1

*(x), F2
*(x)は、断面 x-x のせん断力 w τ*(x) dx をそれぞれ[x, l], [0, x]で積分し

た式(7.9a,b)と表せ、F1
*(x) と F2

*(x)の関係式(7.10)が導ける。

(7.9a,b) 

(7.10) 

各モーメント M1
*(x), M2

*(x) は、式(7.9a,b)と同範囲における F1
*(x), F2

*(x)の積分であり式(7.11a,b)と
表せる。なお、7.3.1 項で定義したせん断力とモーメントの向きに従い、式(7.11a)に負の符号を付けた。

また、未定の M1
*(0)を用いて M1

*(x)と M2
*(x)の関係が式(7.12)と導ける。

(7.11a,b) 

(7.12) 

式(7.12)に式(7.7a,b)を代入し、各変形ub1
* �x�, ub2

* �x�の関係式(7.13)が導ける。

(7.13) 

７．３．３ 装置材 1, 2に生じる曲げ変形の微分方程式による解
図 7.1(a)の断面 x-x において、せん断応力 τ*(x) は減衰材の複素剛性率Gv

* と γ*(x) の積であり、減

衰材のせん断変形= ubL
* + ub1

* �x�－ub2
* �x�を用いて、式(7.14)と表せる。ここで、図 7.2(b)の各装置材の

曲げ変形ub1
* �x�, ub2

* �x� とダンパー上端の変形ubL
* �x�であり、減衰材の複素剛性Kv

* とせん断面積 As = 
wl, せん断隙間 d から得たGv

* /d = Kv
* /(wl) を代入した。

(7.14) 

式(7.8a),(7.9a)を x で微分し共通項を消去し、式(7.15)が得られる。

(7.15) 

式(7.15)に式(7.14)を代入し、装置材 1 の断面 2 次モーメント I1, 長さ l, ヤング係数 E を用いて式(7.16)
と表せる。
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(7.16) 

式(7.16)を x の 2 階微分してubL
* を消去し、装置材 1, 2 の曲げ変形ub1

* �x�, ub2
* �x�を含んだ微分方程式

(7.17)が得られる。

(7.17) 

式(7.13)を式(7.17)に代入すると、ub1
* �x�の微分方程式(7.18)が得られる。

(7.18) 

境界条件 ub1
* �l� = 0 で、付録 1 の方法を用いて、式(7.18)の一般解であるub1

* �x� が式(7.19)と表せる。

これには、減衰材の損失剛性 Kv' と貯蔵剛性 Kv'' で表される変形と力の位相角 δ = tan-1 (Kv'' /Kv' )と定

数 C1～C4, 式(7.20a,b)の λ1, λ2, 境界の値 1
*�0�, Fd, 1

*�0�を用いた。

(7.19) 

(7.20a,b) 

また、上記のub1
* �x�を式(7.13)に代入すると、境界条件ub2

* �l� = 0 において上記の式(7.19)の定数と境

界の値 2
*�l� を用いて、ub2

* �x�が式(7.21)と表せる。

(7.21) 

７．３．４ 力と曲げモーメント, 係数 C1～C4の計算

式(7.8a)と式(7.7a)に式(7.19)の曲げ変形ub1
* �x�を代入すると、力F1

*�x� が式(7.22), モーメント M1
*�x�

が式(7.23)と表せる。

(7.22) 
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境界条件F1
*�l� = 0, F1

*�0� =F2
*�l�=Fd, M1

*�l� = 0, 式(7.12)より得るM2
*�l� = lFd +M1

*�0�を用いて、上式の係

数 C1～C4 が式(7.24a~d)と表せる。なお、式(7.25a~i)は式(7.20a,b)の λ1, λ2 と装置材 1, 2 の断面 2 次モ

ーメント I1, I2 で表せる係数 A1～B5である。

(7.24a,b,c,d) 

(7.25a,b,c,d,e,f,g,h,i) 

以下に、式(7.24)に含まれる未定のM1
*�0�と Fd の関係を求める。x = 0, l における式(7.16)のぞれぞ

れの値の差が式(7.26)と表せる。

(7.26) 

上式に式(7.19),(7.21)のub1
* �x�, ub2

* �x�を、さらに式(7.20a,b)の λ1, λ2 と式(44a,b,c,d)の C1～C4 を代入し整

理すると、M*
1(0)と Fd の関係が式(7.27)と表せる。

(7.27) 
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７．３．５ 装置材の曲げ変形を考慮したダンパー複素剛性

式(10b)に式(15)を代入し x = l において整理すると、ダンパー力 Fd が式(7.28)と表せる。

(7.28) 

部材部材 1, 2 の曲げ変形u1
*�x�, u2

*�x�の式(7.19), (7.21)を代入し整理すると、減衰材の複素剛性 Kv
* や

装置材の断面 2 次モーメント I1, I2を用いて、ダンパー上部変形ubL
* が式 (7.29)と表せる。

 (7.29) 

また、装置材 1 の x = 0 のub1
* �0� は式(7.19)から、式(7.30)と表せる。

(7.30) 

図 7.2(b)のダンパー曲げ変形 ubd
*は上記変形の和で式(7.31a)となり、Fd

* は曲げの複素剛性剛性 Kbd
*と

ubd
*の積であり式(7.31b)と表せる。

(7.31a,b) 

以上から、式(7.24a~d)の C1～C4 を用いて、Kbd
* の逆数として式(7.32)が得られる。

(7.32) 
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3
22

3
11 /3,/3 lEIKlEIK bb

７．４ 装置材の曲げ剛性およびダンパー特性の傾向

７．４．１ 装置材に生じる力とモーメント, たわみ角, 変形の特徴
図 7.2 の装置材 1, 2 の応答値である力とモーメント, たわみ角, 変形に対する、装置材 1, 2 の曲げ

剛性 Kb1, Kb2 を直列につないだ状態の剛性 (以下、直列曲げ剛性) Kbs = Kb1Kb2 / (Kb1+Kb2)と減衰材の複

素剛性絶対値 |K*
v| の影響を、(Kbs / |K*

v| , Kb1/ Kb2) = (1, 1), (1, 0.1), (0.1, 1) の 3 種の組合せで検討する。

なお、Kb1, Kb2 は式(7.33a,b)であり、ヤング係数 E と各断面形状 I1, I2 と部材長さ l を用いて、各装置

材を片持ち梁として求めた。

(7.33a,b) 

Kb1 / Kb2 = 1 では装置材 1, 2 の材料と断面積, 長さが等しく、Kb1 / Kb2 = 0.1 では極端に装置材の特性が

異なる。なお、基本的なモデルを検証するため、装置材 1, 2 の境界のたわみ角 1
*�0�, 2

*�l� ＝0 とす

る。

図 7.4 に示す、正弦波加振において 5 種の細～太い楕円履歴である減衰材の損失係数 ηv = K''v/ K'v
=0.1, 0.5, 1, 2, 10 の各応答値を求める。図の縦軸と横軸は、力 Fv と変形 uv の各最大値 Fv,max と uv,max

に対する基準値である。粘弾性体では η v が小さく、粘性流体では η v がより大きくなる傾向がある 4)

～7)。

7.2.2 項で示したように、入力変形に対して、各応答値 X*(t)の実部 Re[X*(t)]は同位相, 虚部 Im[X*(t)]
はその 90º 位相となる。また、その絶対値|X*(t)| = 2*2* )](Im[)](Re[ tXtX , 最大値を max|X*(t)| とする。な

お、装置材 1, 2 の力とモーメント, たわみ角, 変形の最大絶対値の和をそれぞれ、FABS = max|F1
* |+ 

max|F2
*| と MABS = max|M1

*|+ max|M2
*|, θABS = max|θ1

*|+ max|θ2
*|, uABS = max|ub1

* |+ max|ub2
* | とする。

装置材 1, 2 の位置 x = x / l における 4 種の応答値について、実部と虚部をそれらの最大絶対値の和

で除した値を、Kbs / |K*
v| , Kb1/ Kb2の 3 種の組合せで、x に対してそれぞれ図 7.5～7.7 に示す。各応答

値は、式(7.8a,b)の力F1
*�x�, F2

*�x�と式(7.7a,b)のモーメントM1
*�x�, M2

*�x�、式(7.6a,b)のたわみ角θ1
*�x�, 

θ2
*�x�、式(7.19), (7.21)の変形である。ここでは、力とモーメント, たわみ角は式(7.19), (7.21)の変形を

微分し各式へ代入して求めた。なお、表計算ソフト Excel で複素数を計算した。

図 7.7 に示す Kbs / |K*
v| = 1, Kb1 / Kb2 = 1 の各応答値は、装置材 1, 2 の最大値が等しく、変形以外の応

答値は x = 0.5 に対して対称な曲線である。実部の値は ηv の差異による影響はなく、曲線が一致する。

虚部の値の絶対値は、ηv が大きくなるほど小さくなる。また、虚部の値で 0 となるは 3 箇所のx = 0, 0.5, 
1 の力は、ηv に関わらず入力変形に対して常に同位相である。なお、図中の式(7.34)～(7.37)について

は次節で説明する。

Kb1 / Kb2 の差異の検証として図 7.5, 7.7 を比較する。力とモーメントの実部の値はほぼ同様である

が、他の応答値では装置材 1, 2 で差異が生じる。特に、ダンパー複素剛性に影響する変形については、

それらの差が顕著である。次に、Kbs / |K*
v| の差異の検証として図 7.5, 7.7 を比較する。実部は、各応

答値の曲線が一致する。虚部については、図 7.7 の Kbs / |K*
v| = 0.1 に対して、図 7.5 の Kbs / |K*

v| = 1 の

曲線の各値は 0.1 倍であり、Kbs / |K*
v| に反比例する。

図 7.4 減衰材の 5 種の損失係数 ηv (= K''v/ K'v )に対応する履歴形状

ηv = 10ηv = 2ηv = 1ηv =0.5ηv = 0.1
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図 7.5 5 

図 7.7 6 

図 7.6 ７

図 7.6 Kbs / |K*
v|=1, K1/K2 = 0.1:各応答値の部材縦

方向分布(丸シンボルは簡易式(7.34)～(7.37)) 
図 7.7 Kbs / |K*

v|=0.1, K1/K2 =1:各応答値の部材縦

方向分布(丸シンボルは簡易式(7.34)～(7.37)) 
図 7.5 Kbs / |K*

v|=1, K1/K2 =1:各応答値の部材縦方

向分布(丸シンボルは簡易式(7.34)～(7.37)) 
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前頁で示した Kbs / |K*
v| , Kb1/ Kb2の 3 種の組合せにおいて、x に対するub1

* /ud
* , ub2* /ud

* の実部と虚

部の値を示す。装置材の変形が小さくても、Kbs / |K*
v|=1, K1/K2 =1 であるときの、ダンパー変形の約

0.16 倍であり、Kbs / |K*
v|=0.1, K1/K2 =1 では約 0.84 であるため、装置材の変形が大きい条件の検討で

あり、後に示す近似式の精度が落ちる領域での検討であることを示している。

また、同条件における減衰材の変形uv
* に対するダンパー変位の比であるuv

*/ud
* の虚部と実部の精

算値と近似値を示す。この時、各 ηv のx = 0 において、ub2* /ud
* +uv

*/ud
* =1 となる。Kbs / |K*

v|=1, K1/K2 =1
以外は約 2 割の差異が生じ完全な再現は難しいが、傾向はとらえている。また、装置材の変形が等

しければ、減衰材は中央で変形が大きくなる。Kbs / |K*
v|=0.1 では Kbs / |K*

v|=1 と比較し、uv
*/ud

* が約半

分であり、ダンパー効率が低下する条件であることが分かる。

図 7.8 様々な ηv におけるx に対するub1
* /ud

* , ub2* /ud
* , uv

*/ud
* の実部と虚部

Kbs / |K*
v|=1, K1/K2 =1 Kbs / |K*

v|=1, K1/K2 =0.1 Kbs / |K*
v|=0.1, K1/K2 =1 
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７．４．２ ダンパー特性と装置材直列曲げ剛性

ダンパーの目標性能 K'bd と K''bd を得るために必要な装置材の直列剛性 Kbs を把握するため、ダン

パーと減衰材の各貯蔵剛性の比 K'bd / K'v と損失剛性の比 K''bd / K''vを求め、その傾向を図 7.8 に示す。

各曲線の傾向は、基本的に Kbs / |K*
v| が小さいほど K'bd / K'v と K''bd / K''v も低下する。Kb1 / Kb2 = 1 と

0.1 に対して、Kbs / |K*
v| >0.1 では、各 ηv の K'bd / K'v と K''bd / K''v の傾向はほぼ同様であり、Kb1, Kb2 に

よる差異は小さい。Kbs と K'v, K''v を設定し、図の傾向から求めた K'bd と K''bd を式(7.3)に代入すれば、

正弦載荷時のダンパー力 Fd が求められる。ただし、精算式は煩雑であり、詳細な計算は困難である

ため、精度が良い簡易式を次節で提案する。

K1 / K2 = 1

K1 / K2 = 0.1

図 7.9 様々な Kbs /|K
*

v|に対する K'bd / K'v と K''bd / K''vの変化
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７．５ 力の近似式によるダンパー特性値の簡易式の提案

７．５．１ ダンパー特性の簡易式とその精度

図 7.5 に示した各条件の力や変形の実部の最大値は、虚部の値に対して約 250 倍であり影響が大き

い。そこで、実部のみを考慮した力や変形の特徴から、ダンパー複素剛性Kbd
* の精算式(7.32)の近似式

を導く。これによって、本章と同様に、ダンパーの特性を簡易に評価でき、また時刻歴解析へ適用が

可能となる 1)。

図 7.5～7 の装置材 1, 2 のせん断力F1
*�x�, F2

*�x� が x に対しほぼ三角形分布であるため、各境界条件

F1
*�x�, F2

*�x� が、ダンパー力であるFd
* または 0 である直線とし、せん断力の近似値F1,app

* �x�, F2,app
* �x�

が式(7.34a,b)で表される。

(7.34a, b) 

式(7.11a,b)に上式を代入し、各モーメントの近似値M1,app
* �x�, M2,app

* �x� の式(7.35a,b)を得る。

(7.35a, b) 

式(7.7a,b)の関係から上記のM1,app
* �x�, M2,app

* �x� を積分し、各たわみ角の近似値θ1,app
* �x�, θ2,app

* �x� の式

(7.36a,b)を得る。

(7.36a, b) 

式(7.6a,b)の関係から上記のθ1,app
* �x�, θ2,app

* �x�を積分し 、曲げ変形の近似値ub1,app
* �x�, ub2,app

* �x� の式

(7.37a,b)を得る。

(7.37a, b) 

式(7.34)～(7.37)を図 7.5～7.7 の力, モーメント, たわみ角, 変形の実部に丸シンボルで示しており、

厳密解と一致する。なお、ub1
* �x�, ub2

* �x� の精算式(7.19), (7.21)には、I1と I2 の両方が含まれるが、近

似式(7.37a,b)のub1,app
* �x�は I1、ub2,app

* �x�は I2 のみで表される。この式の精度が良好であれば、各装置材

の曲げ変形は、その部材自体の形状から得る特性 I1 や I2 が支配的であることを意味する。精算式を

実部と虚部に展開し式(7.37a,b)に近似できれば、それを証明できるが困難であるため、以下のように

検証した。

曲げ変形の近似式(7.37a,b)を用いて、ダンパーの曲げ複素剛性の式(7.32)の精算値 Kbd
* の近似値

Kbd,app
* を求める。ダンパー力Fd

* の式(7.28)において、変形の精算値ub1
* �x�, ub2

* �x�の代わりに近似値

ub1,app
* �x�, ub2,app

* �x�を代入して、減衰材の複素剛性K* を含む次式を得る。
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7 章-13 

また、これに式(7.37a,b)を代入し、厳密解の式 (7.29)に相当する装置材 1 の上端の近似の変形 u*
bL,app

が得られる。

(7.39a, b) 
ダンパー曲げ変形ubd

* の近似値ubd,app
* は、式(7.31a)と同様に

(7.40) 

と表される。これを整理し、Kbd,app
* の逆数を表すと式(7.41)となり、Kbd,app

* がKv
* と(20/3)Kb1, (20/3)Kb2

の直列曲げ剛性(20/3)Kbs
* の関係が各逆数の和と表せる。

(7.41) 

ここで、Kbd
* の精算式(7.32)を、近似式(7.41)と同様の形に書き換えると、式(7.42)と表せる。

(7.42) 

関数 f1
* (Kv

*, I1, I2)と、式(7.41)の(20/3)Kbs の差異を以下に検討する。前節までと同様、ηv = 0.1～10、
Kbs / |K*

v| = 0.01～100、Kb1 / Kb2 = 1, 0.1 において、(20/3)Ks に対する f1
* (Kv

*, I1, I2)の実部 Re[f1
*], 虚部

Im[f1
*]の比を求めて図 7.10 に示す。Kb1 / Kb2  = 0.1 の曲線の変化が Kb1 / Kb2  = 1 より大きい。また、

Kb1 / Kb2 = 0.1 で Re[f1
*]/[(20/3)Kbs] > 1 となるのは Kbs / |K*

v| < 1 のときであり、Im[f1
*]/[(20/3)Kbs] > 0 と

なるのは Kbs / |K*
v| < 2 のときである。Kb1 / Kb2 = 0.1 かつ Kbs / |K*

v| < 1 においてK d,app
* の使用には注意が

必要であるが、それ以外では ηv による差異はなく、Re[f1
*]/[(20/3)Kbs] , Im[f1

*]/[(20/3)Kbs] を一定値と

みなせる。したがって、式(7.41)の近似値Kbd,app
* は精算値Kbd

* とほぼ同等であり、図 7.2 のダンパーの

複素剛性をKv
* と(20/3)Kbs

* の直列剛性で表わせる。

７．５．２ ダンパー特性と装置材直列剛性に関する簡易な関係式
図 7.10 精算値 K*

bd と近似値Kbd,app
* を構成する f1

*と(20/3)Kbsの比較
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22

2

,22

22

,
9203

20,
9203

320320

vssv

vss
appbd

vssv

vvssvss
appbd

KKK
KKK

KKK
KKKKKK

減衰材とダンパー特性の関連を、7.5.1 項の簡易式から求める。ダンパーの複素剛性の近似値Kbd,app
*

は、その貯蔵剛性 K'bd,app と損失剛性 K''bd,app は、減衰材の貯蔵剛性 K'v, 損失剛性 K''v と装置材の直列

剛性 Kbs を用いて式(7.43a,b)を表せる。

(7.43a, b) 

式(7.43a,b)と K'v, K''v の比 K'bd,app /K'v, K''bd,app / K''v が、減衰材の損失係数 ηv と X = Kbs / |Kv
*| を用いて式

(7.44a,b)となり、その傾向が図 7.11 と表せる。

(7.44a, b) 

精算値と異なり Kb1, Kb2 の違いを表現できないが、図 7.11 に示す K'bd,app /K'v, K''bd,app / K''v は、7.3.5 項

の精算式(7.32)から得た図 7.8 と、特に Kbs / |K*
v| = 1 では、同傾向である。なお、K'bdapp /K'v の曲線の

特性検証は、前章と同様であるため本章では省略する。

７．６ 支持材付きダンパーである付加系の曲げとせん断力の特性式

７．６．１ 部材の曲げ変形を考慮した付加系の複素剛性

図 7.1 に示す付加系の支持材の曲げ変形の特性を、ダンパー端部を固定端, ダンパーと支持材 I, T
の節点 1, 2 を自由端とした片持ち梁として検討する。各節点におけるダンパー力 Fdとモーメント M1, 
M2 によって生じる θ1, θ2が式(7.45a,b)と表せる。なお、支持材 I, T の長さ lI, lT、断面 2 次モーメント

II , IT であり、式(7.32), (7.41)で用いたダンパー境界のわみ角との関係は、θ1=－ 1
*�0�, θ2 =－ 2

*�l� であ

る。

(7.45a,b) 

同様に Fd と M1, M2 を用いて、各節点から固定端までの変形 ubI, ubT が式(7.46a,b)と表せる。

(7.46a,b) 

付加系の曲げの変形uba
* で Fd を除した値が、付加系の曲げの複素剛性Kba

* であり、その逆数はダン

パーの複素剛性 Kbd
* と ubI, ubTを用いて式(7.47)と表せる。
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(7.47) 

7.4 節の精算式(7.12), (7.23)から得る M1, M2 に上記 θ1, θ2 を、さらに精算式 (7.32)の Kbd
* をいると、

式(7.47)の Kba
* は精算値となる。また、7.5 節の近似式(7.35a,b)から得る M1, M2 や式(7.41)のKbd,app

* を

用いると、式(7.47)の Kba
* は近似値となる。その値をKba,app

* とし、その逆数が減衰材の複素剛性K* や

直列曲げ剛性 Kbs などを用いて式(7.48)と表せる。

(7.48) 

７．６．２ 部材のせん断変形を考慮した付加系の複素剛性

部材に生じる歪に比例してダンパー力 Fd
* が生じるため、図 7.2 (a)に示した Fd

* とせん断変形 usd
* 

の関係は、前章 6)で検討した筋違型ダンパーにおける Fd
* と軸変形と同等である。つまり、ダンパー

のせん断変形の複素剛性 Ksd
* は、ヤング係数をせん断剛性率に代えて、軸方向変形のダンパーの複

素剛性 6)の式から求められる。

装置材 1, 2 のせん断剛性 Ks1, Ks2 は、装置材 1, 2 の板厚 t1, t2と幅 w の積である断面積 A1= t1 w, A2 = 
t2 w とせん断剛性率 Gs、ダンパー長さ l を用いて式(7.49a,b)と表せる。ここでは、装置材の断面でせ

ん断力が均一に生じると仮定するため、形状係数 κ = 5/6 を乗じる 11)。また、それらの直列につない

だ剛性を直列せん断剛性 Kss とする。

(7.49a,b) 

式(7.20a,b)で用いた減衰材の変形と力の位相角 δ = tan-1 (Kv'' /Kv' )と Ks1, Ks2 により、Ksd
* が厳密式

(7.50)で表される。

(7.50) 

(7.51) 

前章 6) で検討したダンパー複素剛性の近似式も同様に扱えるため、Ksd
*の近似値Ks d,app

* の逆数が式

(7.52)と簡易に表せる。

(7.52) 

次に、図 7.1 のダンパーと支持材 I, T のせん断変形を加味した付加系の特性を求める。前項と同様

に支持材を片持ち梁とする。支持材 I, T の断面積 AI, AT, 部材の長さ lI, lT とし、そのせん断剛性 KsI, KsT

は、式(7.49a,b)と同様に式(7.53a,b)と表せる。

(7.53a,b) 
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Fd
*

Kd
*

支持材 I

装置材 2

支持材 T

装置材 1

減衰材

ダンパー

lI, II

lT IT

節点 1

M2, θ2

M1, θ1

節点 2

付加系のせん断の複素剛性Ksa
* の精算値は、ダンパーの複素剛性Ksd

* と KsI, KsT の直列剛性であり、

その逆数が式(7.54)と表せる。

(7.54) 

さらに、上式において、Ksd
* の代わりに式(7.52)のKsa, app

* を用いて、付加系のせん断の複素剛性の近

似値Ksd, app
* が求められる。

７．６．３ 部材の曲げとせん断変形を考慮した付加系の複素剛性

 付加系の上から下端における、曲げとせん断による各部材変形の合計が付加系の全体変形である。

つまり、7.6.1, 7.6.2 項の式(7.47), (7.54)である付加系の曲げとせん断の複素剛性Kba
* とKsa

* の逆数から、

重複する減衰材の複素剛性K* の逆数を減じて、各部材の曲げとせん断変形を考慮した付加系の複素

剛性Ka
* の逆数が式(7.55)と表せる。

(7.55) 

また、Ka
* の近似値Ka, app

* が式(7.56)で表せ、減衰材と各部材の剛性で構成される Maxwell モデルと

なることを意味する。

(7.56) 

前章と同様に、付加系の複素剛性の近似式は、支持材の形状から得られる剛性とK* の直列剛性であ

るため、動的解析で適用できる。ここでは、紙面の都合によりその解析例は省略する。

７．７ 数値実験による理論式の検証

７．７．１ 検証モデル

曲げとせん断の変形の付加系の複素剛性について、7.6 節の精算式と近似式の精度を検証する。7.7.2
項では曲げのダンパー複素剛性を、7.7.3, 7.7.4 項では曲げとせん断のダンパー, 付加系の複素剛性を

求める。それらと、構造計画研究所の解析ソフト MIDAS の数値実験で得られる、ダンパー力 Fdと変

形 uaの履歴とその特性値を比較する。

この解析線材モデルは図 7.12 であり、各装置材を 98 等

分割し、上下境界のたわみ角＝0 とした。この形状は図 7.1
に対応し、建物へ適用されている減衰材を粘性流体とした

ダンパー2),3)を参照して、せん断面積 As = 13.7m2, せん断隙

間 d = 2mm, 幅 w =1900mm, 長さ l = 1800mm, 装置材 1,2
の厚み t1 = t2 =18mm とした。なお、以降の検討によって t1

を変更する。加振条件を振動数 0.25, 2.5, 10Hz、各振幅

±2mm（= 歪振幅 100%）の 3 種の正弦波とし、1 波あたり

解析数を 100 点とした。粘性流体の複素剛性率 G*には、次

項以降の表 7.1~7.4 に示す加振条件で異なる、温度 20ºC の

値を用いた 4)。 図 7.12せん断方向特性を再現した数

値実験による付加系の線材モデル
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tuKtuKFd cossin maxmax

７．７．２ 装置材の曲げ変形を考慮したダンパー複素剛性

支持材の変形が無い付加系であるダンパーについて、装置材の曲げ変形のみを考慮した、7.4,7. 5
章で検討した精算式(7.32)Kbd

* と近似式(7.41)Kbd,app
* の各複素剛性を検討する。それらの式から求めた

貯蔵剛性 K'bd と損失剛性 K''bd が表 7.1 である。また、正弦波加振における、ダンパー変形 ubd に対す

る式(7.57)のダンパー力 Fd の履歴が図 7.13 と表せる。円振動数 ω, 時刻 t, 振幅 umax、また、各式の貯

蔵剛性 K' = K'bd, 損失剛性 K'' = K''bd とした。なお、近似値の精度が良好であるため、本節では近似値

を理論値として図示する。

(7.57) 

次に、数値実験で得られた値を上記と同様に、Fd - ubd 履歴を図 7.13 に、特性値を表 1 に示す。こ

こでは、その履歴において、K'bdが最小 2 乗法で求めた力と変形の直線近似式の勾配、K''bd が 1 波の

履歴面積を π umax
2で除した値として求めた 4),7)。

以上より、表 7.1 の各値や図 7.13 の履歴はほぼ一致し、近似式でも精度が良好である。参考として、

装置材剛性が大きく粘性流体のみの特性である理想値も図 7.13 に示す。これと比較し、表 7.1 の各値

から得た曲線では、振動数が大きいほど Fd が低下するため、装置材の変形の影響が大きくなること

が分かる。

図 7.13  理論(近似)と実験, 理想状態による履歴の比較

理論(近似), 実験理想状態,

0.25Hz 10Hz2.5Hz

表 7.1 理論(精算, 近似)と実験の貯蔵剛性, 損失剛性 (kN/mm)の比較 

曲げのみ  0.25Hz   2.5Hz   10Hz  
精算 近似 実験 精算 近似 実験 精算 近似 実験

貯蔵剛性 54.9 54.9 54.9 321 321 321 676 677 676 
損失剛性 114 114 114 349 349 349 572 572 570 
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精算と近似の理論式から得た特性値を図 7.8 と図 7.11 で比較した結果、Kb1 / Kb2  1 で Kbs / |K*
v| が

小さいほど近似値の精度が低かった。そこで、Kbs / |K*
v| が他より小さい 10Hz の履歴特性を検証する。

t1 = 1.8, 180mm, t2 =18mm で Kb1 / Kb2 = 0.1, 10 とした近似理論値と数値実験値を、前段落と同様に図

7.14 と表 7.2 の(a), (b) に示す。(b)の Kb1 / Kb2 = 10 では各値がほぼ合致するが、(a)の Kb1 / Kb2 = 0.1 で
は履歴の切片力や損失剛性で、近似値が実験値の約 5 割となった。(a)の Kbs / |K*

v| は 0.09 であり、図

7.8 で示した Kb1 / Kb2 による特性の差異が顕著となる条件である。ただし、この時の最大 Fd = 1000kN
として得た曲げによる装置材断面の縁応力は 0.83kN/mm2 で、装置材の許容応力度 0.33kN/mm2 とし

た場合、約 2.5 倍大きいため構造は成立しない。

最大 Fd = 1800kN の曲げによって装置材 1 に生じる縁応力に対して、前段落と同許容応力度の材料

を用いて得る最小板厚 t1 = 9mm と、t2 =18mm で検討する。この特性を上記と同様に図 7.14 と表 7.3
の (c) に示すと、近似値は実験値と一致する。この Kbs / |K*

v| = 0.34 であり、図 7.8 と図 7.11 で示した

Kb1 / Kb2 に関わらず近似値が精算値とほぼ一致する条件である。以上より、Kb1 / Kb2   1 である本項の

形状は、装置材耐力が許容値内であるなら、近似式でも精度良く適用できる。

なお、履歴で顕著になる程度ではないが、表 7.2(a) の精算 K'bd は実験値と約 3%の差異があり、計

算の精度が表 7.1 より低い。他条件でも検証すると、装置材 1, 2 に生じるたわみの絶対値の差が大き

くなるほど、その傾向が顕著であった。この原因として、装置材に作用する減衰材の力の角度が関係

すると考えられる。なぜなら、その角度は、精算式の理論では一定だが、数値実験では変化するため

である。次項で検討するせん断変形を考慮した場合でも、同傾向が生じる。ただし、前段落で述べた

ように、現実的なダンパー設計条件では近似値でも精度良く特性を再現できるため、ここでは問題な

い。

７．７．３ 装置材の曲げとせん断変形を考慮したダンパー複素剛性

支持材の変形が無いダンパーについて、曲げとせん断変形を考慮した複素剛性Kd
* を、各支持材長

さ= 0 とし精算式(7.55)Ka
* と近似式(7.56)Ka, app

* から求める。それらの貯蔵剛性 K'd, 損失剛性 K''d を表

7.3 に、K' = K'd, K'' = K''d として式(7.57)で求めた Fd の変形 ud に対する履歴を図 7.15 に示す。特性

値と履歴において近似値でも実験値と良好に一致する。

図 7.14  理論(近似)と実験, 理想状態による履歴の比較

表 7.2 理論(精算, 近似)と実験の貯蔵剛性, 損失剛性 (kN/mm)の比較 

曲げのみ

精算 近似 実験 精算 近似 実験 精算 近似 実験

貯蔵剛性 458 424 472 680 686 680 650 653 651 
損失剛性 274 147 275 683 677 682 483 475 481 

(a) 10Hz, t1 = 1.8mm (b) 10Hz, t1 = 180mm (c) 10Hz, t1 = 9mm

(a) (b) (c) 
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ここで、曲げとせん断の変形の寄与率を簡便に検討する。10Hz において、理想状態の損失剛性

833kN/mm と、前項の表 7.1 の曲げ変形を考慮した損失剛性の比は 0.68、表 7.3 の曲げとせん断の変

形を考慮した値の比は 0.35 である。各比の差 0.33 がせん断変形の比であり、曲げとせん断の変形が

ほぼ同等であると分かる。

７．７．４ 各部材の曲げとせん断変形を考慮した付加系の複素剛性

3 種の長さ(lI, lT) = (1000, 0), (500, 500), (1000, 500)mm とした支持材 I, T と、前項のダンパーを有す

る付加系において、0.25Hz の特性(d), (e), (f )の理論と数値実験の値を検討する。この支持材 I, T の断

面 2 次モーメント I I = I1, IT = I2 とし、特性(d), (e)では t1 = t2 =18mm、特性(f )では前項のダンパーで近

似式が適用できた最小値 t1 =9mm と t2 =18mm とする。前項までと同様に、式(7.55), (7.56)を用いて求

めた貯蔵剛性 K'a, 損失剛性 K''a を表 7.4 に、式(7.57)において K' = K'a, K'' = K''a として求めた Fd の

変形 u a に対する履歴を図 7.16 に示す。

特性(d), (e) の各支持材の長さの和は等しいが、式(7.46)が示すように支持材の剛性はその長さ 3 乗

に反比例するため、各支持材の長さが短い特性(e) の損失剛性がより大きく、支持材変形によるダン

パー効率の低下が小さい。また、前項の表 7.2 (c) と同様に、f は近似値でも数値実験値とほぼ一致

する。したがって、近似式の精度が良好であるため、曲げを考慮したダンパー特性式も、前章のと

同様に動的応答解析へ適用できる。

図 7.15 理論(近似)と実験, 理想状態による履歴の比較

曲げと  0.25Hz   2.5Hz   10Hz  
せん断 精算 近似 実験 精算 近似 実験 精算 近似 実験

貯蔵剛性 59.7 59.7 59.7 313 313 313 562 563 564 
損失剛性 108 108 108 248 248 248 295 294 294 

表 7.3 理論(精算, 近似)と実験の貯蔵剛性, 損失剛性(kN/mm)の比較 

表 7.4 理論(精算, 近似)と実験の貯蔵剛性, 損失剛性(kN/mm)の比較

図 7.16 理論(近似)と実験, 理想状態による履歴の比較

付加系 精算 近似 実験 精算 近似 実験 精算 近似 実験

貯蔵剛性 67.6 67.6 67.4 66.3 66.3 66.3 70.0 70.1 69.6 
損失剛性 89.7 89.7 89.8 93.8 93.8 93.9 64.6 64.6 64.9 

(d) 0.25Hz, t1=18mm 
lI, lT =1000, 0mm

(e) 0.25Hz, t1=18mm 
lI, lT =500, 500mm

(f ) 0.25Hz, t1=9mm 
lI, lT =1000, 500mm

(d) (e) (f ) 

理論(近似), 実験理想,

0.25Hz 10Hz2.5Hz
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７．８ 実大試験体の簡易理論式の実験値による検証

７．８．１ 装置材の剛性を評価した簡易の粘性ダンパーモデル

ダンパーの装置部材や支持材が変形せず、粘性流体のみの特性である理想状態の貯蔵剛性 K'v と損

失剛性 K''v は、粘性材の貯蔵剛性率 G', 損失剛性率 G''とせん断面積 As, せん断隙間 d を用いて式

(7.58a,b)と表せる。G', G'' は 4, 5 章の方法で計算できる非線形特性である。

(7.58a,b)

前節で示したように、ダンパー全体の複素剛性 Kd
* は、減衰材の複素剛性 Kv

*と装置材と支持材の全

剛性 Ksを直列につないだ Maxwell モデルであり、式(7.59)と表せる。その実部, 虚部が貯蔵剛性 K'd, 損
失剛性 K''d であり式(7.60a,b)と表せる

(7.59) 

(7.60a,b) 

ダンパー変位 ud や速度ud、5 章の方法で求めた ω を用いてダンパー力 Fd は、式(7.61)と表せる。

(7.61) 

 だたし、以上の方法で得た Fd は、4, 5 章の粘性流体の素材の結果と比較して、振幅が大きくなる

ほど実験値が計算値より小さくなる。この原因の 1 つの可能性として、粘性流体の移動によりせん断

隙間が増加したためであり、小型試験体と実大試験体で生じる構造の差異の影響と考えられる。その

詳細な検証は別途行う。

ここでは、実験値と合致するように、4 章で求めた線形と非線形の材料特性値の比を表す 2 種の式

に、ad = 1.25 を追加し式(7.62a,b), (7.63a,b)と修正する。また、この式に用いる最大歪 γmaxは、ダンパ

ーの最大変位から求める。なお、計算アルゴリズムについては、9 章でまとめて示す。

(7.62a,b) 

(7.63a,b) 

d
d

ddd uKuKF

G'/G'L = (0.05 (ad･γmax)1.5+1)-2 , G''/G''L = (0.1 (ad･γmax)3+1)-0.1

X1 = [τL/G''L,ref ](ad･γmax)4  ,  X2 = [τL/G''L,ref ](ad･γmax)2 

G'/G'L = (0.02 X1
0.3+1)-4   ,   G''/G''L = (0.036 X2

0.45+1)-1

svv
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ロードセル

可動テーブル

リニアガイド

アクチュエータ
試験体

8300

取付治具

22
70

2,100
270w = 1900

l =
 1

80
0 

l T
= 

37
0 

l I
= 

10
0 

支持材 T

支持材 I

= 装置材 1,2

ダンパー,

+減衰材

７．８．２ 実験装置と試験機、計算値の諸元

 図 7.17(a)に示す壁型粘性ダンパーの試験体は、2~3 章で用いた粘性流体を充填した容器に、粘性流

体のせん断力を水平方向に伝達する抵抗板を設置した装置であり、水平方向に挙動する。せん断隙間

d ＝ 2mm, せん断面が 4 枚でありせん断面積 AS ≒13m2 であり、制振建物に設置される実用的な形状

である。この章で最終的に求める試験体の特性は、この上と下の端部の水平変位を対象とした式(56)
の近似値である。よって、前章までの定義に従い示した図 7.17(a)のダンパーと支持材 I,T の長さや厚

みを式(56)に代入して、減衰材の複素剛性以外の要素を求めると、全構成材の剛性 Ks が求められる。

なお、試験体の形状は、前章のモデルより形状がやや複雑であるため、以下に示す値を用いて簡略し

て Ks を求める。

すべての部材の幅は、せん断面積の幅 w = 1900mm とする。装置材 1, 2 の長さ l = 1800mm, 厚み = 
2×9mm = 18mm, 3×9mm = 27mm。支持材 I の長さ lI = 100mm, 厚み = 3×9mm = 27mm。支持材 T の長

さ lT = 370mm, 厚み = 16mm。なお、ダンパーの両端部に設置された鋼板を考慮しない。以上を用い

て得られた値は 867kN/mm であるが、ボルト穴などの断面欠損を考慮し、また実験値と適合する値と

して Ks= 600kN/mm とした。ただし、この剛性計算については不明確であるため、今後の課題とする。

図 7.17 壁型粘性ダンパーの試験体とその試験体

(a) 試験体概略 (b) 試験体を設置した試験体
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図 7.17(b)に示す試験体は、ラーメン構造の下部梁にリニアガイドを付けた可動テーブルを設置し、

それにアクチュエータを連結させた構造である。上部梁と加振テーブル間にダンパーを設置し水平方

向に加振する。ダンパー力を計測するロードセルは可動テーブルとアクチュエータの間に設置されて

いるため、その計測値にはリニアガイドの摩擦が含まれる。ダンパーが設置されていない状態で加振

したロードセルの値は約 5~9kN 程度であり、これがリニアガイドの摩擦力である。ダンパーを設置

した場合の摩擦力とは正確には異なるが、一定として 9kN を計測値から減じて、後の計算値と検証

する。

また、試験体において粘性流体のせん断隙間を保つためにガイドを設置しているが、それによって

も試験体の容器の重量程度 14kN の摩擦力が生じる。そのため、上述と同様に 14kN を計測値から減

じた。ただし、それら摩擦力は実際には完全に一定ではないため、粘性力が小さい条件では後に示す

実験値と計算値が完全に一致しない原因の 1 つになる。

 ダンパー変位は、可動テーブルからダンパー上端の変位から、可動テーブルからダンパー下端の変

位を除した値とした。なお、小型試験における計測値よりノイズが顕著に含まれたため、ここで検討

する変位の実験値におけるノイズをより除去するため、加振振動数の 20 倍以上の振動数成分を除去

し、さらに 5 点で平均した。

７．８．３ 時刻歴解析における計算値と実験値の比較

4, 5 章の小型試験体の非線形特性の検討と、同等な加振と検証で検討した結果を以下に示す。温度

約 10～30℃において、最小 2mm～最大 40mm の振幅の正弦波と地震波で検証した。振幅 2mm におい

ては、前項で記載した摩擦力の評価が正確ではないなどの原因で、計算値と実験値の差異が他の条件

より顕著である。また、非線形領域における計算精度は、小型装置の実験結果との比較と比べて、ほ

ぼ同等の精度である。
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ランダム波

温度（℃） 10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 30
1次近似式の傾き 平均値 1.05 1.00 0.97 1.03 0.99 1.01 1.02 0.99 1.01 1.03 0.99 1.01

≒ G' 標準偏差 0.09 0.07 0.07 0.03 0.02 0.02 0.04 0.03 0.02 0.04 0.03 0.01
計算値 総切片応力 平均値 0.84 0.54 0.69 1.01 0.94 0.94 0.99 0.93 0.94 1.00 0.94 0.94

実験値 ≒ Σ|G'' γ max | 標準偏差 0.26 1.21 0.31 0.02 0.16 0.19 0.03 0.08 0.11 0.02 0.10 0.13
累積エネルギー 平均値 1.00 0.96 0.95 0.93 0.91 0.95 0.90 0.90 0.93 0.89 0.90 0.94

 = 履歴面積 標準偏差 0.09 0.09 0.06 0.02 0.05 0.05 0.03 0.03 0.04 0.04 0.05 0.04

入力波 Taft正弦波 El Centro JMA 神戸

表 7.5 各入力波による 1 次近似式の傾きと総切片応力, 累積エネルギーの計算値/実験値の平均値と標準偏差

図 7.19 正弦波における各温度の実験値計算値の履歴

図 7.18 各入力波における実験値に対する計算値の検証
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図 7.20 ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 1 
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７．９ まとめ

壁型の粘性系ダンパーのせん断方向において、ダンパーを構成する減衰材と装置材の曲げによる変

形の相互干渉が、ダンパーの動的特性へ与える影響を検討した。以下に結論を示す。

1) ダンパーの装置材の曲げ変形を考慮し、複素数を用いて装置材と減衰材の動的特性の関係に基づ

いて得た変形の微分方程式からダンパー変形や力を求め、さらにその複素剛性の精算式を求めた。

2) 精算式から得た力や曲げ変形などの特徴を示し、その傾向から、ダンパー複素剛性の簡易式を求

め、それが装置材の直列剛性の 20/3 倍と減衰材の複素剛性の直列剛性であることを示した。

3)装置材の曲げによる直列剛性に対する精算と簡易式から求めたダンパー特性値を比較し、簡易式の

精度が良好であることを示した。

4)減衰材の複素剛性と、支持材とダンパーの装置材のせん断と曲げ変形を考慮した剛性を直列に連結

し、付加系の複素剛性を求めた。

5)ダンパーと付加系で数値実験を行い、ダンパーとして現実的な構造においては、厳密と近似の理論

値が実験値とほぼ一致し、近似式は動的解析で使用できる Maxwell モデルで表せることを示した。

6)実大試験体を用いた実験値を、装置材の剛性評価した近似式が精度良く再現できることを示した。

図 7.21 ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 2 
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付録 1 装置材 1 における曲げ変形の一般式の計算 

式(7.18)は 2 階の線形非同次微分方程式であり、部材 1 の曲げ変形ub1
* �x�の一般解 y は同次方程式の

一般解 yh と特殊解 ypの和である。まず、同次方程式である式(A1)の一般解 yhを求める。

(A1) 

yh = Ceλx であり、その指数係数 λ は式(A2)を、また、yp は式(A3)を満たす。

(A2, 3) 

したがって、式(A1,3)を満たす式(7.18)の曲げ変形ub1
* �x�の一般解は式(A4)となる。
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付録 2 非線形粘性モデルに剛性を直列に結合したモデルの動的計算方法とその精度 

既往の研究による粘性ダンパーの力 Fd は、文献 2 や 1 章の式(1.2)に示された非線形粘性モデルに

よって求められているが、その式だけではダンパー装置材の変形を考慮できないため、計算精度は条

件によって異なる。そこで、ダンパー速度 du と係数 C, べき乗数 α(≦1)を用いて、 dd uCF と表せ

る非線形粘性モデルに装置材の剛性Ksを直列に結合したモデルで、ダンパー力の動的な計算を試み、

本文で示した壁型粘性ダンパーの実験による計測値と比較し、モデル式の精度を検証する。

„非線形粘性モデルに剛性を直列に結合したモデルの力の動的計算方法

du とC, α, Ksを用いた、iステップ目のFd
(i) とそれの時間ｔで微分した dF から成立つ微分方程式が、

式(A5a)で表される 12)。

(A5a,b) 

ここでは dF を式(A5b)に示す前進差分とし、それを式(A5a)に代入しまとめると、i+1 ステップ目の Fd

が式(A6)と表せる。

(A6) 

Fd に対して Ks が大きい、または、dt が大きい, α が小さいほど、この式の収斂計算が困難である (Ks

≒無限大では、計算不可能)。そこで、6 章と同様に式(A7a)に示す、式(A6)の 1/α 乗の項の平均値 CFav

を用いて、より安定した値を計算する。ただし、平均化するほど位相差が顕著になり、また、余計に

ばらつきが大きく、平均化しない方が良好な計算となる場合もある。ここでは、後に示す計算が収斂

できる条件として、正弦波加振における変位 1 波あたり 200 データ数の場合において平均係数 av = 0.5 
とし、式(A7b)で表わす。なお、後に示す時刻歴解析では av = 1 とした。

(A7a,b) 

したがって、より安定計算できる i+1 ステップ目の Fd が式(A8)と表せる。

(A8) 

ただし、上式を応答解析などの時刻歴解析で用いる場合は、1 ステップ当たりの計算時間を小さく

しなければ計算できない場合があり、その設定方法については今後の課題とする。

„既往研究の非線形粘性モデルに剛性を直列に結合したモデルの精度(実験値と比較)

1 章の式(1.2)で示した既往式から求めた係数 C とべき乗数 α、7.8.2 項に示した試験体の装置材剛性

Ks= 600kN/mm を用いて、式(A8)の Fd を計算する。次ページ以降に、7.8.2 項と同じ条件で求めた、

計算値と試験値を示す。振幅 20、40mm では履歴の傾きが小さいため、比較的計算精度が良い。しか

し、本文で示したモデル式と異なり、Ks 以外の影響によって履歴傾きを再現できないため、1 次近似

式の傾きの精度が低い。振幅 2, 3mm などの小振幅、または高振動数 1, 2.5Hz では計算値が実験値よ

り大きい。したがって、Ks を付加しただけの非線形粘性モデルでは、全ての加振条件の特性を十分

に再現できない。なお、Ks を調整することにより、計算値を実験値により近似させることは可能と

考えられるが、それは別途行う。
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ランダム波

温度（℃） 10 20 30 10 20 30 10 20 30 10 20 30
1次近似式の傾き 平均値 1.32 1.25 1.29 1.49 1.23 1.26 1.54 1.28 1.31 1.53 1.27 1.31

≒ G' 標準偏差 0.38 0.31 0.27 0.21 0.19 0.15 0.18 0.23 0.20 0.17 0.23 0.19
計算値 総切片応力 平均値 0.47 0.36 0.32 0.69 0.47 0.44 0.78 0.52 0.47 0.74 0.47 0.43

実験値 ≒ Σ|G'' γ max | 標準偏差 0.29 0.40 0.22 0.24 0.14 0.15 0.25 0.16 0.15 0.27 0.19 0.18
累積エネルギー 平均値 1.32 1.21 1.21 1.56 1.25 1.30 1.62 1.39 1.44 1.58 1.30 1.34

 = 履歴面積 標準偏差 0.48 0.48 0.25 0.23 0.24 0.19 0.15 0.27 0.24 0.18 0.30 0.24

入力波 Taft正弦波 El Centro JMA 神戸

表 7.A1 各入力波による 1 次近似式の傾きと総切片応力, 累積エネルギーの計算値/実験値の平均値と標準偏差

図 7.A1 各入力波における実験値に対する計算値の検証

図 7.A2 正弦波における各温度の実験値計算値の履歴
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図 7.A3 ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 1 
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図 7.A4 ランダム波における各温度の実験値計算値の履歴 2 
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8 章-1

８章 粘性ダンパーの繰返し特性の把握とそのモデル 

８．１ はじめに

粘性ダンパーは地震動などの小～大の振動を低減し、制振構造物などに様々な形状で適用されて

いる。本章では検討する前章で示した壁型粘性ダンパー(以下、VWD)は、既往地震に対する構造物

の応答挙動に対して適用するように開発された 1)。そのため、東日本大震災のような長周期地震動

に対する、装置の耐久性や性能特性, 解析で用いる特性式の適合性は不明確である。それらを把握

することで、その装置を設置した制振構造物の大地震による特性がより正確になる。

ここでは、長周期地震動の制振構造物の応答挙動に相当する種々の正弦波によって VWD を加振

実験し、加振中や加振前後の特性変化, 破損の有無を確認し、性能特性の簡易評価を行った。それ

らの加振条件は、粘性流体の初期温度や振動数, 振幅と加振回数が異なる各計 3 種ずつである。ま

た、1 種の加振条件で、3 種の VWD の特性を比較した。 

なお、この節では比較振幅の大きい領域の特性を検証するため、その領域で精度が概ね良好な既

往研究によって得られた非線形粘性特性モデル(旧式)で検証するが、最終的な荷重低下モデルにつ

いては、前項までに得られた本論文のモデル(新式)でも適用性を検証する。 

８．２ 基本特性値

８．２．１ 実験装置の諸元と基本特性値

VWD は、粘度が 30ºC で 8000Pa･s である粘性流体を充填した容器に、粘性流体のせん断力を水平

方向に伝達する抵抗板を設置した装置である。8.3,8.4 節の様々な条件の特性を検証する装置 A は図

8.1 である。また、8.5 節で特性を示す装置 A, B, C の主要寸法は、せん断面数×せん断隙間 d ＝ 4×2, 
4×4, 4×10mm、せん断面積 S≒13, 12, 7m2 である。

荷重 Fk (kN) の特性式は、d(mm), S(m2) と粘性流体の温度 T, 装置速度 Vk(mm/s) を用いた式(8.1a, 
b, c) である 1)。k は計算ステップ数である。装置 A の振動数 0.25Hz, 振幅±20mm の加振回数 3 波の

正弦波加振における初期 T =22ºC の実験値と式(8.1) の荷重 F－変位 U の履歴を図 8.2 に示すと、特

性式が実験値に概ね適応する。

-1500

1500

-30 30

F (kN)

U (mm)

式(8.1)

実験値

22ºC

2,
27

0 

2,100 270 

図 8.1 装置 A の概略 図 8.2 正弦波 0.25Hz, ±20mm, 3 波

Vk/d < 1  ,  Fk = 41.2×exp (-0.043 T ) S (Vk/d)    (8.1a) 

1≦Vk/d < 10  ,  Fk = 41.2×exp (-0.043 T ) S (Vk/d) 0.59  (8.1b) 

10≦Vk/d < 100 ,  Fk = 63.7×exp (-0.043 T ) S (Vk/d) 0.4     (8.1c) 
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８．２．２ 基準の繰返し正弦波加振における特性 (装置 A) 
装置 A の基準繰返し加振である振動数 0.25Hz, 振幅±20mm, 加振回数 150 波, 初期 T = 20ºC の

正弦波における実験荷重 F(kN)－変位 U(mm)の履歴と F, T の時刻歴を図 8.3 に示す。F が初期値

の約 50%まで低下し、T が約 14 ºC 上昇した。式(1)に上昇温度を代入し計算すると F が初期から

exp(-0.043×14 ºC)≒55%まで低下し実現値と概ね合致するため、F の低下には T の影響が大きいと

分かる。

見付けせん断面積当たりの計算による発熱温度 T＝DE/S を図 8.3 に示すと、計測値と概ね合致

する。なお、累積吸収エネルギーを 310UFE (kNm)、粘性流体と鋼材の熱容量(=比熱×重量)

の和の逆数とせん断面数の積を D (ºC m/kN)、鋼材と粘性流体の比熱を 0.435, 1.97 J/(g ºC)、比重を

7.85, 0.92 とした。しかし、実現象は放熱なども影響し、それを考慮すると T の正確な計算は難し

い。そこで、F の低下の再現には、容易に計算でき、かつ T 以外の要因も考慮するため、E を用

いる。加振条件や装置形状によって E や T の変化が異なるため、単位 S, せん断隙間 d 当たりの

累積吸収エネルギーE/(S･d) (kN/m2) に対して様々な条件での F の低下を次節で検証する。

８．３ 各繰り返し加振条件特性と簡易評価式 (装置 A) 
８．３．１ 初期温度による差異 (0.25Hz, ±20mm, 150 波) 

初期 T = 10, 20, 24ºC で、8.2.2 項と同じ加振条件の履歴と、各加振での E/(S･d)に対する切片荷

重を図 8.4 に示す。

-1500

1500

-30 30
U (mm)

F (kN)

-2200

2200

-30 30

F (kN)

U (mm)

-1100

1100

-30 30

F (kN)

U (mm)

図 8.3 履歴と F, T の時刻歴(0.25Hz±20mm150 波, 20℃) 

20ºC 

図 8.4 初期温度 10, 20 , 24ºC の差異(0.25Hz, ±20mm, 150 波) 
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0

0.5

1

0E+0 2E+5 4E+5

β

E/(S･d) (kN/m2)

式(8.2)

1E+5

βa

0

0.5

1

0E+0 2E+5 4E+5

β

E/(S･d) (kN/m2)

初期値に対する各加振の切片荷重の比 β を E/(S･d)に対して図 8.5 に示すと、各 T の β が合致する。

また、異なる T でも加振条件が等しいと E の増加率が合致すると式(8.1)からも分かる。なお、式(8.1)
と 8.2.2 項の計算による発熱温度から求めた βa=exp(-0.043DE/S)を図 8.5 に示すと、実験値より大き

く β の再現には温度以外の要素が必要と分かる。

８．３．２ 振動数による差異 (±20mm, 20ºC, 150 波) 
振動数 f = 0.1, 0.5Hz で、振幅±20 ㎜, 加振回数 150 波, 初期 T ≒20ºC の繰返し加振の特性を、前

項と同様に検証する。図 8.6 に履歴と E/(S･d)に対する β を示すと、0.1Hz の β が他より大きいが、

前項とほぼ同じ傾向である。

８．３．３ 振幅、加振回数による差異 (0.25Hz, 20ºC ) 
振幅±10, 40mm, 加振回数 300, 75 波で、f = 0.25Hz, 初期 T ≒20ºC の繰返し加振の特性を、同様に

検証する。図 8.7 に履歴と E/(S･d)に対する β を示すと、振幅±10mm の β が他より大きい。8.3.1 項と

異なり、粘性流体の乱れなど T 以外の要素が振幅に依存したと考えられる。
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±10mm,300 波,18ºC  ±40mm,75 波,19ºC 

図 8.5 E/(S･d)に対する β

図 8.6 振動数 0.1, 0.25 , 0.5Hz の差異(±20mm, 20 C, 150 波)

図 8.7 ±10mm300 波, ±20mm150 波, ±40mm75 波の差異

0.1Hz, 21ºC 0.5Hz, 20ºC 

10mm,300 波

20mm,150 波

40mm, 75 波

式(8.2) 

0.1Hz 
0.25Hz
0.5Hz

式(8.2) 

10ºC 
20ºC 
24ºC

三の丸波
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８．３．４ 簡易評価式と長周期地震波の建物応答波への適用

図 8.5～図 8.7 の傾向から 8.3.1 項の βaを修正し、k ステップの Ek/(S･d) に対する βk の関係を式

(8.2)とした。8.5 節の図 8.11 で示す装置形状による差異を考慮するため、粘性流体と鋼材の熱容量

の和の逆数とせん断面数の積である 8.2.2 項で示した D(ºCm/kN)を用いた。各図に式(8.2)を示すと、

低振幅, 低振動数では傾向が異なるため精度が低いが、実験値の傾向を概ね再現できた。また、

式(8.2)の Fk に βk-1 を乗じて、粘性流体の温度上昇やそれ以外の影響を考慮した荷重 rFk が式(8.3)
と表せる。ただし、        (kNm)とし、k ステップでは βk が計算できないため βk-1 を用

いる。

 (8.2) 

(8.3) 

長周期地震波による建物応答波における式(8.3)の精度を検証する。入力波に長周期地震として

三の丸波 2)を用いた 23 階建物における応答層間変位で加振し、その時の式(8.3)の rFk を求め実

験値と比較した。なお、この変位の 1 次固有振動数は約 0.4Hz, 最大振幅は約 40mm である。ま

た、解析の入力波の継続時刻が 300sであるが、挙動の小さい区間を省き加振時刻を 180s とした。

図 8.8 に式(8.1), (8.3)と実験値の荷重から得た単位当たりの累積吸収エネルギーE/(S･d)、温度の

時刻歴を示す。式(8.1)による E は実験値に対して+36％だが、式(8.3)による E は+8%で実験値によ

り近似する。また、履歴でも式(8.3)が実験値に概ね適用する。なお、図 8.8 では E/(S･d)≒1E+5 kN/m2

が最大値であり、図 8.5 の最大値の約 25％であるため、図 8.5 の条件が長周期地震波挙動の検証

に十分であると分かる。

また、前項までにおいて求めた新式について図 8.8 と同様にの手法を適用して計算した値を図 8.9
に示す。この時、旧式である式(8.1)の Fkを、新式に変換して求めた。旧式と比較し、エネルギーの

時刻歴も荷重-変位の履歴も、ほぼ同様の傾向である。なお、荷重低下しない値について示すと、最

大値が約８%の差異がある。

図 8.8長周期地震波による応答波における特性式の検証(旧式)

1.0
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式(8.3)
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図8.9長周期地震波による応答波における特性式の検証(新式)
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８．４ 繰返し加振前後の特性と破損の有無の確認 (装置 A) 
繰返し加振の影響を検証するため、8.2.2 項の繰返し加振前後において、0.25Hz±5mm, 3 波の正弦

波で装置 A を加振した。各加振の温度で求めた式(8.1)の Fk に対する実験値の増減率 RF の時刻変化

を図 8.10 に示す。繰返し加振直前と直後の RF は+4%から-20%に低減する。しかし、時間が経過す

ると RF は徐々に増加し、20 時間後には+3%であり加振直前とほぼ同値となる。つまり、加振によ

って乱れた粘性流体が初期状態に戻ったことを示す。また、装置の破損が無く、繰返し試験の装置

への影響は無い。

８．５ 形状による差異の検討 (装置 A, B, C) 
装置 A, B, C で、8.2.3 項と同じ繰返し加振した E/(S･d)に対する β を図 8.11 に示す。各初期 T = 24, 

31, 7ºC である。d が大きいほど単位せん断面積当たりの熱容量が大きく蓄熱しやすくなり、装置 C
で β が最小となったと考えられる。また、図 8.11 の式(8.2)が示すように、熱容量に関する値 D を評

価式に考慮することは有効である。しかし、検証した装置種類が少なく式の信頼性が低いため、別

装置などで検証し精度を上げる予定である。

８．６ まとめ

長周期地震応答波相当の挙動で壁型粘性ダンパーを加振し、その特性の簡易評価式を求めて、旧

式と新式を用いて実験値に概ね適用できることを示した。

８章の参考文献

1) 佐藤新治, 近藤豊史, 池永雅良, 岡部篤, 持丸昌巳, 鈴木光雄：実大制震壁の高速特性試験, 日本

建築学会大会学術講演梗概集(関東), B-2,pp861-862, 1997.9 
2) 愛知県設計用入力地震動研究協議会：愛知県設計用入力地震動の作成 想定地震による強震動予

測(改訂版), 2006.2 
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９章 建物の応答時刻歴解析への適用例および非線形粘性モデルとその比較 

９．１ はじめに 

実現値の特性を精度良く再現できる本論文のモデル(新式)と、既往の研究 1)による非線形粘性特性

式(旧式)を用いて、以降に示す様々な条件で、建物の時刻歴応時刻歴解析し各応答値を求める。入

力地震波の種類や大きさ, 建物の階数, 取付け剛性, 長時間加振 2)などによるダンパー力の有無の計

算例を示し、新式と旧式による最大応答値の違いなどを示す。

９．２ 粘性ダンパー力の計算アルゴリズム

前章までに示す方法によって得られた、以下に示す簡易式によるアルゴリズムを用いて、建物の

質点系解析において、各階に生じる層間変位からその階の粘性ダンパー力を計算する。 

„瞬間角振動数 ωt の計算

式(9.1a) に示す、指数係数 av1 を用いた計算ステップ i 番目の変位 u(i) の指数平均変位uav
(i)

におけ

る瞬間角振動数 ωt を計算する。この時、添え字(i)は計算ステップ番目である。また、建物の 1 次固

有振動数 f1と解析のサンプリングタイム dt を用いて、av1 を式(9.1b)とする。

(9.1 a, b) 

式(9.2a,b) に示す 2 次精度の中心差分を用いることによって、uav
(i)

に対して速度 av
(i)

と加速度 av
(i)

に位相差を極力生じさせない。

(9.2a, b) 

式(9.3)から、各波における最大変位uav max
(i)

が得られる。

(9.3) 

式(9.3)において i 番目の計算ステップの ωt
(i) は計算不可能であるが、変位や速度のように時間に対

して変化が大きくないため、i-1 番目である前計算ステップの計算値 ω(i-1)を用いる。また、時間に対

して変動があるため、変位や速度は同じ時刻である i 番目の値を用いる。なお、式(9.3) が 0 割しな

いように、初期値を含めて ωtは 0 より大きくする必要がある。

ωt は速度や加速度と比較して時刻に対する変化の影響が鈍感である。2 次精度の中心差分から求

める速度と加速度は現ステップでは計算できないため、前ステップの値を用いて、ωt
(i) を式(9.4a)

とする。ωt
(i)とシフトファクターλ3)を用いて等価振動数 feq

(i)が式(9.4b)と表せる。なお、ωt
(i) はノイ

ズがあるような条件では平均化しより滑らかな履歴とした。その履歴に影響が無い値として指数係

数 = 0.5 とし、以降の ωt を指数平均してより安定な値を求めた。

(9.4a,b) 
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„粘性ダンパーの線形の特性値から求める非線形せん断力

等価振動数 feq
(i)と線形の特性値である貯蔵剛性率 G'L と損失剛性率 G''Lが下式と表せる。

(9.5a,b) 

„非線形せん断力

線形特性も含む非線形特性は、5 章の方法で求められる 3)。そこで得られた特性値を、せん断

面積 As とせん断隙間 d を用いて、単位と線形特性を式(9.6a,b)に示す非線形の粘性流体の貯蔵剛性

K'v と損失剛性 K''vに変換する。

(9.6a,b) 

be
(i) とbv

(i) は 4 章で検討した線形特性を非線形特性に変換する係数である。7 章で検討したように

実大試験体の特性に適用するように式(9.7a,b)と式(9.8a,b)で表す。基準損失剛性率 G''L,ref = 18kPa, 記
号 min(A, B)＝A は A < B である。

(9.7a,b)  

(9.8a,b) 

„支持材などの付加剛性の影響の評価した粘性ダンパーのせん断力

周辺部材の変形を考慮した粘性ダンパーのせん断力は、7 章で示した粘性流体の複素剛性に付

加剛性 Ks を直列に結合したモデルであり、その時の貯蔵剛性 K'd と損失剛性 K''dは式(9.9a,b)で表

せる。

(9.9a,b) 

以上より、任意ダンパー変位 ud
(i) に対するダンパー力 F(i)

d は式(9.10)と表せる。

(9.10) 

なお、前章に示した実大ダンパーのみの検証であるため、異なる形状のダンパーの計算精度につ

いては未確認である。
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„繰り返し加振よる力の低下

8 章で示した方法を用いて、繰り返し加振よる力の低下を評価したダンパー力 Frd
(i) を求める。粘

性流体と鋼材の熱容量の和の逆数とせん断面数の積である D (ºCm/kN), 累積吸収エネルギー

  (kNm)から補正係数 β(i) を求める 2)。Fd
(i) に β(i-1) を乗じて、Frd

(i) が下式と表せ

る。なお、i ステップでは β(i) が計算できないため β(i-1) を用いる。

(9.11a,b) 

９．３ 解析条件 

９．３．１ ダンパーの諸元 

„ダンパー力の設定

 ダンパー量は建物の剛性に比例し、h 階のダンパー減衰係数 Ch が各建物の 1 次固有振動数 f1, 歪
振幅 γ = 1000%の粘性流体材料の損失剛性率 Gv''(f1, 1000%)と 1 次の角振動数 ω1 = 2πf1, 建物の剛性

k f hと質量 mh の関係式(9.12a)を満たすように設定し、各 h 階におけるダンパーのせん断面積 As を

式(9.12b)とした。ここでは、ダンパー減衰比 hd = 0.1, せん断隙間 d = 4mm とした。

(9.12a,b) 

 また、ダンパーの支持材の剛性は 7 章で得た 500kN/mm を参照し、その剛性に、そのダンパーの

せん断面積と上記で得られた各階の As の比を乗じて増減した。

„ダンパーの取付け剛性の設定

本論文では基本特性を検証するため、支持材（ダンパー取付け部材）の剛性を無限大とする。

なお、後の小加速度入力波の検証では、各階における支持材の剛性をその階の主架構の 1 次剛性

の 0.5 倍の値を、ダンパーモデルに直列結合し、取付け部の剛性の影響を検討する。

９．３．２ 建物の解析手法とその諸元 

„解析手法

質点系解析で、各階における建物の応答値である絶対加速度と層間速度, 層間変位, ダンパー力

を求める。高層になるほど、曲げによる影響が大きくなるため、建物の挙動をより正確に求めるた

めには、建物の曲げとせん断剛性を評価する必要がある。ここでは、冒頭で示した特性の比較し傾

向を把握することを目的としているため、計算が容易であるせん断剛性のみを評価したせん断棒モ

デルとする。数値積分は Newmark の β 法とし、線形加速度法の β＝1/6 を用いた 4)5)。計算のサンプ

リングタイムは、各応答値が収斂できる値とした。

„建物の条件

表 9.1 に示す主架構の質量と剛性を有する 3 種の 4, 10, 20 階の建物 6)において、ダンパーを全て

の階に設置する。h 階における質量 mh, 1 次剛性 kf h, 2 次剛性 α2・kf , 3 次剛性 α3・kf , 1 次降伏荷重

Qh
1, 2 次降伏荷重 Qh

2 である。この条件において、固有値問題から得られる 20, 10, 4 階建物の各 1～
3 次固有振動数は、0.27, 0.71, 1.16Hz、0.50, 1.32, 2.17Hz、0.70, 1.96, 3.25,4.29Hz である。また、建物

の減衰定数は剛性比例型とし、0.02 または 0 とした。
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階 m h (kN) k f h  (kN/cm) Q y 1 (kN) α 2 Q y 2 (kN) α 3 階 m h (kN) k f h  (kN/cm) Q y 1 (kN) α 2 Q y 2 (kN) α 3
20 17937 2789 7695 0.46 8804 0.19 4 4894 630 2691 0.42 3099 0.05
19 13363 2929 10650 0.36 11945 0.13 3 3668 734 3185 0.62 3845 0.05
18 13411 3125 12206 0.69 14156 0.06 2 3692 919 3718 0.53 4476 0.04
17 13411 3429 14507 0.63 16496 0.07 1 3762 565 3772 0.60 4419 0.12
16 13565 4440 16294 0.46 18504 0.06
15 13614 4530 17043 0.62 19382 0.09
14 13614 4733 18695 0.69 20930 0.03
13 13739 4913 19963 0.67 22131 0.03 階 m h (kN) k f h  (kN/cm) Q y 1 (kN) α 2 Q y 2 (kN) α 3
12 13790 5992 20301 0.66 23684 0.02 10 8579 1586 5019 0.47 5669 0.06
11 13842 6139 21337 0.68 24644 0.02 9 6365 1801 6602 0.97 7590 0.11
10 13895 6306 22806 0.63 25625 0.03 8 6431 2203 7522 0.86 9593 0.04
9 13895 6382 23292 0.62 26460 0.03 7 6470 2448 8852 0.81 11176 0.03
8 13929 6947 24012 0.61 27438 0.03 6 6539 2919 9407 0.80 12556 0.02
7 13975 7291 24725 0.60 28319 0.03 5 6567 3062 10287 0.78 13671 0.02
6 13975 7367 25094 0.57 28714 0.03 4 6623 3283 11037 0.77 14598 0.03
5 14020 8550 25654 0.53 29402 0.02 3 6664 3830 11628 0.69 15365 0.02
4 14092 8759 25297 0.64 29885 0.03 2 6680 3836 11180 0.77 15718 0.05
3 14148 9309 25827 0.63 30867 0.03 1 6859 2800 11435 0.80 16430 0.01
2 14203 9742 24865 0.75 31210 0.04
1 14653 8428 24942 0.76 31958 0.04

９．３．４ 入力波 

 入力波には、以下に示す加速度時刻歴とそのスペクトルである  (a) ElCentro NS 観測波

L2(ElCentro), (b) Hachinohe NS 観測波 L2(Hachinohe), (c) TAFT EW 観測波 L2(TAFT), (e) Art 
Hachinohe NS 模擬地震波 (Art Hachinohe), (f) Art JMA Kobe NS 模擬地震波 (Art Kobe), (g)乱数 模擬

地震波 (Art Random), 長周期地震波である(h) 三の丸波(Sannomaru) EW 模擬地震波 7)の 7 種の地震

波を用いる。模擬波は解放工学的基盤で得た値とし、また、以降では各波をカッコ内の表記で示す。

なお、建物の小振幅挙動の検討には、加速度を 0.1 倍に縮尺した波を用いた。

3.0Hz 

1.5Hz 
(a) ElCentro NS 観測波 L2 (Max 509gal) 

(b) TAFT EW 観測波 L2 (Max 503gal) 

表 9.1 各建物における質量と剛性

図 9.1 入力地震波の加速度時刻歴と加速度スペクトル 1
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0.37Hz

図 9.2 入力地震波の加速度時刻歴と加速度スペクトル 2 

(e) Art JMA Kobe NS 模擬地震波(解放工学的基盤) (Max 378.1gal) 

(g) 三の丸波(Sannomaru) EW 模擬地震波 (Max 186gal) 

(c) Hachinohe NS L2 観測波 L2 (Max 332gal) 

(d) Art Hachinohe NS 模擬地震波(解放工学的基盤) (Max 384.3gal) 

1.3Hz 

1.4Hz 

1.4Hz 

0.67Hz

(f) Art Random 模擬地震波(解放工学的基盤) (Max 317.3gal) 
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 また、各入力地震波における減衰定数 h = 0.02, 0.05, 0.1, 0.2 とした 1 質点系の固有周期に対する

加速度, 速度, 変位の応答スペクトル Sa, Sv, Sd を以下に示す。参考として、表 9.1 に示す 20 階建物

の 1～4 次の固有周期を各図に記す。

(a) ElCentro  

(b) TAFT 

図 9.3 各入力波における加速度, 速度, 変位応答スペクトル 1

(c) Hachinohe 
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(e) Art Kobe 

(g) Sannomaru 

(d) Art Hachinohe 

(f) Art Random 

図 9.4 各入力波における加速度, 速度, 変位応答スペクトル 2
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９．４ 非線形粘性モデルと本論文モデルの応答解析結果 

９．４．１ 減衰定数 0.02 とした 20,4 階建構造物における各ダンパーモデルによる差異 

前述の入力波を用いて、減衰定数= 0.02 とし 20, 4 階建物における、各ダンパーモデルによる応

答値の差を検証する。ここでは、ダンパーの取付け材(支持材) の剛性を無限大とする。なお、ダ

ンパーが無い状態の応答値を「無」、非線形粘性モデルである既往式から得られた値を「旧式」、

本論文で提案するモデルから得られた値を「新式」と称す。

„減衰定数= 0.02 とした 20 階建物の解析

20 階建物における各モデルを用いた各階の各最大応答値を以下に示す。新式では履歴の傾きを評

価するため旧式よりダンパー力は大きいが、層間速度と変位はほぼ同様な傾向である。しかし、

ElCentro, Taft, Art Kobe では、低層階ほど加速度の差が顕著である。

(a) 20 階建物, ElCentro

(b) 20 階建物, Taft 

(c) 20 階建物, Hachinohe 

図 9.5 各階に対する各最大応答値 1 (20 階建物, 減衰定数= 0.02) 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,         旧式,         新式
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(e) 20 階建物, Art Kobe 

(g) 20 階建物, Sannomaru 

(d) 20 階建物, Art Hachinohe 

(f) 20 階建物, Art Random 

図 9.6 各階に対する各最大応答値 2 (20 階建物, 減衰定数= 0.02) 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

- 133 -



9 章-10 

„減衰定数= 0.02 とした 4 階建物の解析 (ElCentro, Taft, Art Kobe) 

前述の 20 階で加速度の応答値においてダンパーモデルによる違いが顕著であった ElCentro, Taft, 
Art Kobe を入力した、4 階建物における各階の各最大応答値を以下に示す。ダンパー力では新式が

大きいが、前述と異なりその他の応答値の差は小さい。

図 9.7各階数に対する最大応答値 (4 階建物, 減衰定数= 0.02) 

(a) 4 階建物, ElCentro 

(b) 4 階建物, Taft 

(c) 4 階建物, Art Kobe 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式
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„入力波と各層における最大加速度の関係とその時のダンパー履歴

20階建物における ElCentroの応答解析で、最大応答加速が得られる近傍における 5, 20階の加速
度時刻歴とダンパー履歴を下図に示す。ダンパー履歴が 1波となる周期に相当する時刻とその振幅
が下階ほど小さい。つまり、ダンパー履歴の傾きが大きく、その面積が小さいため、最大加速度で

ダンパーモデルによる差が生じたと考えられる。また、最大応答変位時が得られる近傍の履歴を下

図右に示すと、最大加速度が得られるダンパー履歴よりも振幅が大きく、傾きが小さい。そのため、

ダンパーモデルによる最大応答変位の差は小さい。 

また、上記と同様の時刻近傍の入力波の加速度時刻歴を示すと、その最大値が存在するため、各

層の応答値はその影響が大きいと分かる。

図 9.8 最大加速が得られる近傍の加速度時刻歴とダンパー履歴 (20階建物, ElCentro) 

図 9.9 応答絶対加速度最大値近傍の入力加速度時刻歴 (ElCentro) 

(a) 加速度時刻歴 (b)最大加速度時の履歴 (c)最大変位時の履歴

20階

5階

ダンパー無,          旧式,         新式
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20階建物の Art Kobeにおける 5, 20階の加速度時刻歴とダンパー履歴を以下に示すと、前述の
ElCentroの傾向と同様である。

図 9.10 最大加速度が得られる近傍の加速度時刻歴, 履歴と最大変位時の履歴 (20階建物, Art Kobe) 

図 9.11 応答加速度最大値近傍の入力加速度時刻歴 (Art Kobe) 

(a) 加速度時刻歴 (b)最大加速度時の履歴 (c)最大変位時の履歴

20階

5階

ダンパー無,          旧式,         新式
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各ダンパーモデルによる最大加速度の差が小さい、20階建物の Art Hahinoheにおける 5, 20階の
加速度時刻歴とダンパー履歴を以下に示す。前述した 20 階建物の ElCentro の傾向と類似するが、
最大加速度が得られる近傍では、前述よりも振動数や加速度が小さい。そのため、履歴の変位が大

きく、またその傾きが小さいため、応答値の差が小さくなったと考えられる。

図 9.12 最大加速度が得られる近傍の加速度時刻歴, 履歴と最大変位時の履歴 (20階建物, Art Hahinohe) 

図 9.13 応答加速度最大値近傍の入力加速度時刻歴 (Art Hahinohe) 

(a) 加速度時刻歴 (b)最大加速度時の履歴 (c)最大変位時の履歴

20階

5階

ダンパー無,          旧式,         新式
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4階建物の ElCentroにおける 1, 4階の加速度時刻歴とダンパー履歴を同様に示すと、ダンパー履
歴の振幅が大きくほぼ同等の履歴形状となり、応答値の差が小さくなった。

„既往式と本論文式を用いた応答解析で差異が生じる原因

前述の加速度時刻歴の図中の矢印が示す範囲を 1サイクルとし、その時刻の逆数をその振動数と
すると、下階ほど振動数が大きくなった。本論文の 2章に記した、新式で目標とする実験値と旧式
の正弦波における履歴を図 9.15に示すと、同じ速度でも、振動数が大きくかつ振幅が小さくなるほ
ど、傾向が顕著に異なる。したがって、前述したように下階ほど振動数が大きく、かつ振幅が小さ

くなったため、ダンパーモデルによる差が大きくなり、最大応答加速度に影響したと考えられる。

また、速度が小さいと振幅が小さくなりやすく、下図と同様になる場合もある。

図 9.14 最大加速度が得られる近傍の加速度時刻歴, 履歴と最大変位時の履歴(4階建物, ElCentro) 

(a) 加速度時刻歴 (b)最大加速度時の履歴 (c)最大変位時の履歴

ダンパー無,          旧式,         新式

(a) 20℃, 0.25Hz ±20mm, 最大速度 31mm/s (b) 20℃, 2.5Hz ±2mm, 最大速度 31mm/s 

同速度でも、履歴

の形状が異なる

図 9.15 既往式と実験値における履歴の比較

4階

1階
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20階建物, ElCentroにおいて、旧式と新式の応答加速度の差が大きい 5, 15階と、その差が小さい
15, 20階を、下階と上階の代表として検討する。入力地震波と各層の応答値の加速度スペクトル比
を無, 旧式, 新式について下図に示すと、ダンパーが有る旧式と新式では、下階ほど 1 次モードで
ある低振動数のペクトル比の極値が小さく、また 2次モードの極値が顕著であり高振動数の影響が
より大きいと分かる。さらに、文献 8, 9の方法で、各スペクトル比に線形挙動と比例減衰とした 3
次モードまで計算する伝達関数を適合させ、各モードの固有振動数, 減衰定数, 刺激関数を求めた。
その曲線と各値を下図と表 9.2 に示す。建物特性やダンパー力は非線形性を有するため、スペクト
ル比と伝達関数の曲線が 3 次モードまで必ずしも合致しないが、2 次モードまではほぼ合致した。
ただし、それらを求める時に設定する振動数の有効範囲や下図のスペクトル比のノイズの状態によ

って、表 9.2の各値、特に 2次と 3次モードの値が異なる場合がある。したがって、以降で求める 2
次と 3次モードの加速度や特に相対変位の計算精度の判定は困難であるため、低次(1次)と高次(2,3
次)のモードによる影響の傾向のみを検討する。

ダンパー無 旧式 新式

図 9.16 入力波と加速度応答値のスペクトル比と伝達関数による曲線 (20階建物, ElCentro) 

15階

5階

20階

10階
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振動数（Hz) 周期(s) 減衰定数 刺激関数

1次 2次 3次 1次 2次 3次 1次 2次 3次 1次 2次 3次
無 0.27 0.71 1.23 3.7 1.4 0.8 0.04 0.07 0.09 1.44 -0.69 0.31

20階 旧式 0.27 0.69 5.18 3.7 1.4 0.2 0.19 0.46 0.04 1.44 -0.44 0.00

新式 0.29 0.86 2.00 3.4 1.2 0.5 0.14 0.25 0.58 1.44 -0.53 0.09

無 0.27 1.21 1.09 3.7 0.8 0.9 0.05 0.23 0.25 1.26 -1.29 1.05
15階 旧式 0.27 1.55 3.92 3.7 0.6 0.3 0.19 0.62 0.08 1.13 -0.12 0.00

新式 0.29 1.42 3.39 3.4 0.7 0.3 0.13 0.26 0.22 1.14 -0.19 0.02

無 0.27 0.71 1.58 3.7 1.4 0.6 0.06 0.04 0.28 0.91 -0.34 0.38
10階 旧式 0.28 0.80 3.55 3.6 1.2 0.3 0.17 0.44 0.00 0.65 0.38 0.00

新式 0.29 0.81 2.25 3.4 1.2 0.4 0.14 0.25 0.50 0.75 0.44 -0.18

無 0.27 0.71 1.26 3.6 1.4 0.8 0.04 0.04 0.25 0.29 0.25 0.57
5階 旧式 0.27 0.78 5.02 3.7 1.3 0.2 0.15 0.78 0.32 0.30 0.70 0.09

新式 0.29 0.82 1.44 3.4 1.2 0.7 0.13 0.20 0.54 0.30 0.22 0.54

表 9.2 の新式における各階の固有周期, 減衰定数, 刺激関数を用いてモード重合法で求めた 1～3
次モードの、最大加速度が得られる近傍の絶対加速度時刻歴を下図に示す。なお、各モードの和が

以下に示す「合計」であり、それが応答解析における絶対加速度とおおむね合致することを確認し

ている。下階は高振動である 2 次と 3 次モードの影響が、上階は 1 次の影響が大きくなり、図 9.8
に示した内容と一致する。なお、この傾向は旧式の絶対加速度でも同様である。 

表 9.2 各モードの固有振動数, 周期, 減衰定数, 刺激関数 (20階建物, ElCentro) 

図 9.17 各階における最大加速度が得られる近傍の各モードの加速度時刻歴 (20階建物, ElCentro) 

15階

10階

5階

20階
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 さらに、絶対加速度と同様に求めた、各モードとそれらの和である合計において、各階とその下

階の絶対変位の差を層間変位とし、それらをダンパー変位として旧式と新式から求めた力-変位の履
歴を下図に示す。なお、前述したように 2, 3次の精度が明確ではないため、それらを和である 2次
+3次モードを高次モードの変位とした。5階における高次モードでは、振動数が大きくなるほどダ
ンパー効率が低下するため、新式では旧式よりダンパー力や変位, エネルギー吸収が顕著に小さい。
図 9.15に示したように、旧式では振動数に関わらず速度のみから力を計算するため、高次モードか
つ小変位でも、低次モードと同様にエネルギー吸収ができる。また、20, 15階では低振動数である
1 次モードの影響が下階より大きく、新式と旧式で類似した履歴となった。したがって、応答加速
度において、上階と下階で旧式と新式の差異が生じた原因は、各式で求めた高次モードにおけるダ

ンパー力の差が大きいためと考えられる。

旧式,    新式 

図 9.18 最大加速度が得られる近傍の各階の各モードのダンパーの力-変位履歴 (20階建物, ElCentro) 

5階

低次(1次)モード 高次(2次+3次)モード

15階

10階

20階

合計
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„旧式が適用できる解析条件の目安

1章で述べたように、既往研究の旧式(非線形粘性モデル)は、小振幅または高振動数の加振条件ほ
ど、履歴の傾きや面積において、実現象との差が大きくなる。そこで、まず履歴の傾きとエネルギ

ー(履歴の面積)に着目し、前述の応答値の差の原因を検討する。ここでは、Sannomaru以外の 6種の
入力波による、4, 10, 20階建物の 18種の組合せによる応答解析値を用いた。
ダンパーによって生じる剛性の影響の検証では、最大加速度が得られる近傍の履歴の傾きの使用

が理想的だが、その傾きに対する有効範囲の設定が困難である。ここでは、図 9.19に示すように全
データのダンパーの力と変位の履歴から求めた 1次近似式の勾配を全履歴の傾きKdhとする。なお、

Kdhは各サイクルのほぼ平均値となるため、最大加速度が生じる時の履歴の傾きは Kdhより大きくな

ると予想できる。

20階建物では 5,10,15,20階、10階建物では 3,5,8,10階、4階建物では 1～4階で得られた履歴の傾
き Kdhを求め、表 9.1 に示した各 h 階の主架構の 1 次剛性 kf hを加算した、システムの剛性 kfh+Kdh

を求める。なお、旧式では Kdh≒0であるため、kfh+Kdh≒ kf hとなる。また、一般的に同じ入力波で

も、固有振動数がより小さい高層建物ほど、低層建物より層間速度が小さくなる傾向がある。

そこで、各階の新式に対する旧式の剛性の比（=旧式/新式）の平均 (以下、剛性比)と、各入力波
における新式を用いた各階の層間最大速度の平均値 Ve の関係を求める。図 9.20 に示すように、建
物が高いほど、また、Veが小さいほど剛性比が低下する。履歴の傾きを評価した新式による応答解
析では、建物が高いほど剛性 kf h+Kdh が大きくなることを意味する。したがって、固有振動数がよ

り小さい 20階建物において、ダンパー速度や振幅が小さくなりやすく、剛性比が低下する場合があ
ると考えられる。

図 9.19 ダンパー履歴の 1次近似式の勾配
(20階建物の 5階, ElCentro)

1次近似式(旧式) 

1次近似式(新式)

旧式,         新式

剛性比

(旧式/新式)

平均層間速度 Ve (kine)

図 9.20 剛性比と平均層間速度の関
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ここで、建物応答解析する前に新式に対する旧式の応答解析の精度を把握する方法として、入力

波の最大加速度と建物条件である固有振動数などの関係を検証する。ただし、入力波以外に建物や

ダンパーの条件によって、各ダンパーモデルによる解析値が異なるため、正確な判定は困難である。

そのため、以下で示す判定は、限られた条件下の目安となる。

各階の新式に対する旧式の値の比（=旧式/新式）の平均値(以下、剛性比)と、各入力波の最大加
速度の絶対値 Accの関係を図 9.21左に示すと、Accが大きく、また階数が高い建物ほど剛性比が低
下する。前述したように建物の固有 1次振動数 f1が小さくなるほどダンパー剛性比が小さくなるた

め、表 9.1の値から求めた f1で Accを除した Acc / f1と剛性比の関係を図 9.21右に示すと、傾向がよ
り明確になる。旧式と新式による応答加速度で差が顕著であった ElCentro, Taft, Art Kobe の Acc / f1 

は、特に大きい。

また、各入力波の各建物の解析における、新式に対する旧式の各階の応答最大加速度の比（=旧
式/新式）の平均値 Racc(以降、加速度比)と、剛性比の関係を下図左に示す。右上がり傾向があり、
旧式は剛性が新式より小さいため、応答加速度が低下したことを意味する。また、Raccと、新式に

対する旧式の各階の累積吸収エネルギーの比（=旧式/新式）の平均値(以降、エネルギー比)の関係
を下図右に示すと、高層建物ほどエネルギー比が小さい。つまり、履歴の形状が細くなりやすく、

応答値に影響したと考えられる。

図 9.21各建物の入力最大加速度に対する剛性比の関係

剛性比

(旧式/新式)
剛性比

(旧式/新式)

入力最大加速度

Taft 

Art Kobe 
ElCentro 

図 9.22各階の加速度比に対する剛性比とエネルギー比の関係

剛性比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 
加速度比 Racc

(旧式/新式) 

エネルギー比

(旧式/新式)
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以上から、応答値から求めた加速度比 Raccと入力最大加速度 Accに相関性があると考えられる。
その関係を下図左に示すと、Accが大きいほど Raccが 1より小さくなり、同じ Accでも階数の高い
建物ほどモデルによる差が大きい。また、加速度比 Racc と図 9.20に示した各階の層間最大速度の
平均値 Veの関係を下図右に示すと、Veがより小さい 20階建物の Raccが小さくなる傾向がある。

図 9.21右で用いた Acc / f1 に対する Raccの関係を図 9.24左に示すと、図 9.23左より明確な傾向と
なる。ダンパーモデルよる差が顕著である ElCentro, Taft, Ar tKobe では Racc < 0.8 であるため、異な
る形状の入力波でも Acc / f1 > 約 1200cm/sでは同様の差が生じると考えられる。その場合は、正確
な応答加速度を計算する場合は新式を用いる、または旧式で得られた応答加速度を補正する必要が

ある。

ここで、上記 6種を 0.5 倍に縮小した波を入力して得た最大応答加速度（以下、L1）を、同様に
まとめて図 9.24右に示す。Acc / f1 が大きくなるほど Raccが低下する傾向は同様だが、Acc / f1 が低

下しても旧式と新式の最大応答加速度が一致しない条件が多い。これは、入力加速度が小さくなっ

たため、ダンパー変位が小さくなり、図 9.18 に示した傾向がより大きくなったためである。また、
以降に示す小さい加速度の波を入力した解析値はより顕著な傾向となった。

以上より、異なる特性のダンパーの応答解析値の差について、Acc / f1を用いた簡易な検証では、

限定された条件における傾向の把握となる。各ダンパーモデルによる応答値の差の 1要因が Acc / f1 

である可能性も考えられるが、その詳細な検討は今後の課題とする。 

図 9.23 入力最大加速度または層間速度とモデルによる応答加速度の関係

Art Kobe ElCentro 

Taft 加速度比Racc

(旧式/新式)

Acc/f1 (cm/s)

加速度比 Racc

(旧式/新式)

Acc(gal)

加速度比 Racc

(旧式/新式)

Acc/f1 (cm/s)

 L1 

図 9.24 大地震と L1の地震波における入力最大加速度と速度比の関係(減衰定数 = 0.02) 

平均層間速度 Ve (kine)

加速度比 Racc

(旧式/新式)

大地震
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„ダンパーモデルの振幅設定における注意 (減衰定数= 0.02, 20階建物,  ElCentro, Art Kobe) 

ダンパー力は振幅に依存するがそれを予測することは困難である。そのため、4章で記したよう
に、ダンパーが原点を通過し再び原点へ戻るまでに経験した最大変位の絶対値を各サイクルの振幅

とし、直前の値を用いてダンパー力を新式では計算している。そのため、直前の振幅と予想できな

い直後の振幅の差が大きいと、振幅小さい時のパラメータを用いてダンパー力を計算するため、貯

蔵剛性や損失剛性が大きくなり、ダンパー力の計算精度が低下する場合がある。特に貯蔵剛性の影

響が大きく、剛性が大きくなる。

そこで、9.4.1項の冒頭に示した 20階建物で加速度の応答値においてダンパーモデルによる違い
が顕著であった ElCentro, Art Kobeにおいて、最大加速度が得られる近傍の最大変位を予め設定した
応答値を下図に示す。それらを図 9.5, 図 9.6と比較すると、新式による加速度は、ElCentroではほ
ぼ変化ないが、Art Kobeでは 15階以下においてより低下した。図 9.10に示した Art Kobeのダンパ
ー履歴から分かるように、最大加速度が得られる直前の振幅は極端に小さい。したがって、振幅が

急激に大きくなり最大加速度が得られる場合は、本論文のモデルの精度が低下し、最大加速度が大

きく計算される可能性がある。

図 9.25各階数に対する最大応答値 (ダンパー最大変位を事前に設定) 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

(a) 20階建物, ElCentro

(b) 20階建物, Art Kobe 
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„新式を用いた繰り返し加振による荷重低下の有無 (hd = 0.1, 20階建物, Sannomaru) 

20階建物の hd = 0.1, 入力波 Sannomaruにおいて、新式において長周期地震動の挙動再現として検
討した力が低下する場合(低下有)と力が低下しない場合(低下無)の各最大応答値を下図に示す。1階
の履歴ではダンパー力が数パーセント低下したが、20階では下階ほどエネルギーを吸収していない
ため、差がほぼ無い。つまり、Sannomaru波は他の波より時間の長いが、ダンパー力に変化を及ぼ
す大きさではないと分かる。

„ダンパー力の差異 (hd = 0.02, 20階建物, ElCentro) 
20階建物のダンパー量を前述までの 1/5倍である hd = 0.02として、入力波 ElCentroを用いた各

階の最大応答値を下図に示す。各ダンパーモデルの差は、hd = 0.1とした応答値より小さい。どち
らのダンパーモデルでも、建物に与える影響が相対的に小さいため、その差が小さくなった。ダ

ンパーによる応答値の低下が小さいため、本論文では詳細な検討を省略する。

図 9.26ダンパー力低下の有無における最大応答値 (20階建物, Sannomaru) 

図 9.27 ダンパー量が少ない場合の各階数に対する最大応答値 (20階建物, hd = 0.02, ElCentro) 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          新式(低下無),         新式(低下有) 
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９．４．２ 減衰定数 0とした 20,4 階建構造物における各ダンパーモデルの差異

 前項の減衰定数 = 0.02とした 20階構造物において解析結果において、各モデルの解析結果の差
が生じた。それがダンパーモデルの影響であることを明確にするため、減衰定数 = 0として前項と
同様に 20, 4階建物について解析する。前述の応答加速度の差が顕著であった ElCentro, Taft, ArtKobe
を入力波とした。なお、ダンパーの取付け材(支持材)の剛性を無限大とする。

„減衰定数= 0とした 20階建物の解析 (ElCentro, Taft, Art Kobe) 

20階建物における各階に対する各モデルを用いた各応答値を示す。前項より差が小さくなったが、
上階ほど最大加速度の差が小さい傾向は、前述の減衰定数 = 0.02の場合とほぼ同様である。したが
って、ダンパーモデルの違いで応答値に差が生じた原因は、減衰定数よりも、前述したダンパーの

高次振動数の特性の影響が大きいと考えられる。

図 9.28各階数に対する最大応答値 (20階建物, 減衰定数= 0) 

(a) 20階建物, ElCentro 

(b) 20階建物, Taft 

(c) 20階建物, Art Kobe 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

- 147 -



9章-24 

„減衰定数= 0とした 4階建物の解析 (ElCentro, Taft, Art Kobe) 
4 階建物における各階に対する各モデルを用いて解析した各応答値を示す。前述の減衰定数= 

0.02の場合とほぼ同様であり、モデルによる応答値の差が小さい。

„入力波の最大加速度とダンパーモデルの違いによる応答加速度の差の関係（減衰定数 = 0）
図 9.23と同様に、各入力波の最大加速度の

絶対値 Acc と、新と旧モデルの各階の応答最
大加速度の比の平均値 Racc の関係を右図に示

す。減衰定数 = 0とした解析でも、前述の傾
向と同じであり、入力加速度が大きいほどダ

ンパーの差異が大きくなる。

図 9.29各階数に対する最大応答値 (4階建物, 減衰定数= 0) 

(a) 4階建物, ElCentro 

(b) 4階建物, Taft 

(c) 4階建物, Art Kobe 

図 9.30 入力最大加速度とモデルによる応答加速度の関係 (減衰定数 = 0) 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

Acc/f1 (cm/s)
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９．４．３ 小加速度の入力波を用いた解析におけるダンパーモデルによる差異

1, 2章で示したように、振幅が小さい(歪み振幅≦約 1)場合は、既往モデルでは実際の値と異なる
ため、ダンパーモデルによる応答値の差が大きくなると予想され、基本的にダンパーが小振幅の挙

動となる条件では旧式を用いた解析を推奨していない。ここでは、旧式の精度を確認するため、加

速度を 0.1倍した地震波を入力し、減衰定数= 0, 0.02、または剛性のダンパー支持材を評価して、ダ
ンパーモデルによる応答値の差を検討する。

„減衰定数= 0.02 とした 20, 4階建物の解析 (支持材剛性＝無限大, ElCentro×0.1) 
減衰定数= 0.02 とした 20, 4階建物で、入力波 ElCentroの加速度を 0.1倍した解析結果を下図に示

す。なお、ダンパーの支持材の剛性を無限大とする。新式は、旧式よりもダンパーによる応答値の

低減が半分程度であり、建物の階数や入力波によらず他の条件でも同様の傾向である。

前述と同様に、新と旧モデルの各階の応答最大加速度の比の平均値 Raccに対する、剛性比とエネ

ルギー比と各入力波の Acc/f1の関係を下図に示す。ElCentro, Taft, Art Kobeの 3種の入力波と 4, 10, 20
階建建物の 9種の組合せによる応答解析結果を用いた。
小振幅(歪振幅≦100%)では粘性ダンパーは線形特性を有し振幅の影響が小さいため(3章)、新式の

履歴の傾きの変化が大地震時より小さく、また旧式の傾きはほぼ 0であるため、下図左では各剛性
比がほぼ一定となる。なお、傾きを示す貯槽剛性は 1～3Hzで 2倍程度大きい(2章)。
各式の累積エネルギーを求めその比と加速度比の関係を下図中に示すと、新式でエネルギー吸収

が小さいと加速度比 Raccが小さいことが分かる。傾きを有する新式の履歴は、振幅が小さくなるほ

ど履歴が細くなりエネルギー吸収が低下したためである(2章)。

図 9.31各階数に対する最大応答値 (4, 20階建物, 減衰定数= 0.02, ElCentro×0.1) 

(b) 4階建物, ElCentro×0.1 

(a) 20階建物, ElCentro×0.1 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式
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下図右に示す Acc / f1 に対する Raccは、図 9.24 右の傾向とほぼ同様であり、各ダンパーモデルの

差が大きいため、より小さい。なお、ダンパー量の設定は、地震時と同様であり、小さい加速度の

入力波に対して適正値でないため、加速度比がより小さくなったとも考えられる。

„減衰定数= 0 とした 20,4 階建物の解析 (支持材剛性＝無限大, ElCentro×0.1) 
減衰定数= 0 とした 20,4 階建物で、入力波 ElCentro の加速度を 0.1 倍した解析結果を下図に示

す。ここでは、ダンパーの支持材の剛性を無限大とする。加速度時刻歴や各階の最大応答値が示

すように、新ダンパーは旧式よりもダンパー力が大きいが、前述と同様に応答値の低減が小さい。

図 9.33各階数に対する最大応答値 (4, 20 階建物, 減衰定数= 0, ElCentro×0.1) 

図 9.32 小入力波における各特性値比と加速度比 Racc の関係 (減衰定数= 0.02) 

(b) 4 階建物, ElCentro×0.1 

(a) 20 階建物, ElCentro×0.1 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

エネルギー比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 
加速度比 Racc

(旧式/新式) 

剛性比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

Acc/f1 (cm/s)
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前述と同様に、新と旧モデルの各階の応答最大加速度の比の平均値 Racc に対する、剛性比とエ

ネルギー比, 各入力波の Acc/f1の関係を示す。前述よりも、ばらつきが大きくなるが、加速度 Acc
が大きいとダンパーの差が大きくなる傾向は同様である。また、減衰定数= 0 のため振幅が大きく

なり、旧式と新式の力の差がより小さくなったため、応答値の比 Racc が前述より 1 に近づいた。

„減衰定数 = 0 とした 20,4 階建物の解析 (支持材剛性＝第 1 剛性×0.5, ElCentro×0.1) 
減衰定数= 0 とした 20,4 階建物で、入力波 ElCentro の加速度を 0.1 倍した解析結果を下図に示す。

ここでは、ダンパーの支持材の剛性は各階の第 1 剛性の 0.5 倍とする。前述と比較すると、ダンパ

ーによる各応答値の差が小さい。

図 9.35各階数に対する最大応答値 (20 階建物, 減衰定数= 0, ElCentro×0.1), 支持材剛性＝第 1 剛性×0.5 

図 9.34 小入力波における各特性値比と加速度比 Racc の関係 (減衰定数= 0) 

(b) 4 階建物, ElCentro×0.1 

(a) 20 階建物, ElCentro×0.1 

絶対加速度 層間速度 層間変位 ダンパー力

ダンパー無,          旧式,         新式

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

エネルギー比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

剛性比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

Acc/f1 (cm/s)
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前述と同様に、新と旧モデルの各階の応答最大加速度の比の平均値 Racc に対する剛性比とエネル

ギー比と各入力波の Acc/f1 の関係を上図に示す。ダンパーモデルに付加剛性を結合させた場合、小

振幅ほど履歴が細く類似した履歴となり、下図に示すように高層建物ほど振幅が小さくダンパーモ

デルによる差が小さくなる。支持剛性が無限大である時と異なり、低層建物では振幅が大きくモデ

ルが類似せず、応答値の差が生じた。そのため、上図左では、4 階建物剛性比が若干小さくいが剛

性比≒1 であり、20 階建物の加速度比≒1 となった。

(a) 4 階建物の 1 階 (b) 20 階建物の 5 階

図 9.37 下階のダンパー履歴 (4, 20 階建物, 減衰定数= 0, 支持材を付加) 

図 9.36 小入力波における各特性値比と加速度比 Racc の関係 (減衰定数= 0, 支持材を付加) 

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

エネルギー比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

剛性比

(旧式/新式)

加速度比 Racc

(旧式/新式) 

Acc/f1 (cm/s)

ダンパー力(kN) ダンパー力(kN) 
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９．５  まとめ 

1) 地震波の応答解析において、ダンパーが無い状態と比べると、ダンパーが有る新式と旧式によ

る絶対加速度、層間速度、層間変位はおおむね低下する。

2) 各最大応答値の比較において、層間速度と層間変位においては顕著な違いはない。しかし、絶

対加速度については、高層ほど、また、その下階ほどダンパーモデルによる差が生じる場合が

ある。

3) 新式と旧式による応答値の差の原因は、下階ほど高振動数の影響が大きいため、そのダンパー

特性の差が大きいと考えられる。旧式では高振動数でもエネルギー吸収ができるため、下階で

は新式よりも加速が低減されやすい。なお、低層の建物では振動数が大きくても振幅が大きい

ため、ダンパーモデルの差が小さい。

4) 大地震における高層建物の解析では、入力加速度が大きい Acc / f1 > 約 1200cm/s では、ダンパ

ーモデルの差が大きくなる。より正確な応答値を得る場合は、新式を用いるか、旧式の加速度

応答値を修正する必要がある。ただし、それらの詳細な関係については不明確であるため、そ

の検討は今後の課題である。

5) 小加速度の入力波を用いた解析において、小振幅では精度が低い旧式を用いて得た応答値は、

新式の応答値と顕著に異なる。建物階数や結合する支持材の剛性などの条件によっては、既往

モデルでも最大応答値をより正確に求められる場合があるが、本論文の提案モデルを用いる解

析が望ましい。

6) 長周期成分を含み長時間加振である三の丸波による応答解析では、ダンパー力の低下の有無に

よる応答値の差は小さかった。さらに過酷な地震波の検討については今後の課題である。
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１０章 結論

′剛な装置材で構成された粘性ダンパーの小型試験体の材料特性の加振試験（2 章）

ダンパー評価の基盤となる理想条件下における、粘性流体の材料のせん断力の特性を実験と解析

で計算する方法を提案し、それを用いて広範囲の振幅(～2000%)と温度(0～40℃), 振動数(～10Hz)

における動的特性を実験によって把握し、粘弾性体の特性値である貯蔵剛性と損失剛性を用いて整

理した。実験値には、理想的な状態における粘性流体の特性以外に、設定したせん断面以外に生じ

る粘性力や内圧による力が含まれていた。それを除去することで、他の温度の特性を基準温度の特

性に変換できる等価振動数に対して、検討した範囲では、基準温度の特性に一元化できることを示

した。

′剛な装置材で構成された粘性ダンパーの材料特性の分数微分を用いたモデル（3, 4 章）

粘性流体の材料自体の特性モデルを粘弾性体の理論に基づいて検討した。歪の微分階数を調整可

能であり、少ないパラメータ数で速度依存特性に適合しやすい分数微分モデルから得た粘性要素を

用いて、整数微分モデルと同様に力学モデルとして検討した。最大歪 2000%とした実験において、

粘性流体の材料特性は歪が大きいほど複雑だが、小歪 100％以下では歪に依存せずほぼ同値で線形

性を示し比較的単調であった。その小歪を対象とし、上述した方法で粘性流体の材料の特性モデル

を検討した。

 また、大歪の加振では、粘性流体の特性は振幅に影響されるため、振動数と振幅に依存するモデ

ルが必要であった。そこで、粘性流体の材料自体の振幅, 振動数依存する特性モデルを検討した。

小歪用の線形の特性モデルから求めた振動数に依存する線形せん断力を、歪振幅に依存する線形特

性と非線形特性の関係を用いて、大歪における非線形特性のせん断力に変換した。最終的に、全て

の範囲における正弦波、ランダム波における時刻歴解析でせん断力を求め、実験値と比較し、特性

モデルが実験値と精度よく合致できることを示した。

′剛な装置材で構成された粘性ダンパーの材料の簡易モデル（5 章）

3, 4 章で検討した特性モデルの計算に用いた分数微分は、時刻歴解析が可能であり精度良く粘性

力を再現できるが、その分数微分のモデル式のパラメータの同定は複素数を用いなければ困難であ

り、また分数微分を解くための積分法は繰り返し計算であるため時間を要する。分数微分の振動数

依存性を考慮できる簡易に計算が可能なモデルとして、瞬間の振動数を求め、振動数と粘性流体特

性値の関係から、粘性ダンパーの力を計算した。分数微分を用いたモデルほどではないが、3, 4 章

と同じ試験結果を用いて検証し、計算値が実験値と精度良く合致できることを示した。

′筋違型の粘性系ダンパーの動的特性に対する減衰材と装置部材の変形のモデル（6 章）

ダンパーの装置材は必ずしも剛でなく、その変形により粘性材の変形が減るため、減衰性能が低

下する。厳密な定式化、合理的な近似法、構成材の相互干渉の様々な影響などの検討が必要である。

粘弾性体や粘性流体に変形と力を伝達する装置部材の変形を考慮し、筋違型ダンパー動的特性に関

し、微分方程式を用いて得た厳密な予測評価法、簡易な予測評価法を提示するとともに、それらを
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用いて様々な減衰特性をもつ粘弾性体や粘性流体の歪・応力やダンパーとしての動的特性の傾向

を明らかした。装置材の剛性を粘性材の複素剛性に直列に接合した簡易式で得た計算値が、線材

解析モデルの数値実験や筒型のダンパーの加振実験値に精度良く合致することを示した。

′壁型の粘性系ダンパーの動的特性に対する減衰材と装置部材の変形のモデル（7 章） 

 壁型ダンパーを対象とし、6 章と同様な評価方法を提示した。筋違型ダンパー動的特性ではダン

パー力に対して軸方向の引張り力による変形のみを検討した。それに対して、せん断力と曲げによ

る 2 種の変形を考慮するため、より複雑な特性や式だが、簡易式で得た計算値が精度良く数値実験

値に適合することを示した。

′粘性ダンパーの繰返し特性の把握とそのモデル（8 章）

既往地震に対する構造物の応答挙動に対して適用するように開発された壁型粘性ダンパーは、

東日本大震災のような長周期地震動に対する、装置の耐久性や性能特性, 解析で用いる特性式の

適合性が不明確であった。ここでは、長周期地震動の制振構造物の応答挙動に相当する様々な正

弦波によってダンパーを加振実験し、加振中や加振前後の特性変化, 破損の有無を確認し、その

性能特性の簡易評価を行った。その加振後でもダンパーはある程度時間が経過すれば特性は長周

期加振前の特性に戻り、また破損しないことを確認した。また、加振するほど粘性ダンパーの荷

重が低下する特性を、簡易評価式を用いて再現できることを示した。

′建物の応答時刻歴解析への適用例および非線形粘性モデルとその比較（9 章）

 建物の質点系解析において、既往研究の非線形粘性モデルと本論文の提案モデルを適用した応答

値の違いを、階高の異なる 3種の建物、7 種の入力地震波に対して得られる絶対加速度, 相間速度, 相

関変位を比較した。建物の階高が低くなるほどダンパーモデルによる応答値の差が小さくなり、ま

た、高層である 20 階建では下階ほど特に応答加速度の差が生じた。非線形粘性モデルを用いた建物

の応答加速度は、高次モードの影響により、高層の建物ほど下階において精度が低下することを示

した。

′今後の研究展望

 粘性ダンパーの特性モデルが比較的容易に求められ、既往の非線形粘性モデルと比較すると応答

解析において加速度が異なることを示した。建物応答として変位制御が重視されていたが、東北沖

地震以後は建物や人的の被害低減を考慮し、加速度低減が重要と考えられつつある。非線形粘性モ

デルは簡便に扱えるという利点があるため、この特性を生かし、本研究が示した建物応答値の差異

を補正する必要がある。また、制振構造物の応答を簡便に計算できることで、この構造がより身近

な構造となりえるため、簡便に応答値を求める方法が、他者によって研究がされている。この時、

建物の柱梁のフレームとダンパーのモデルが重要となっており、本論文のモデルがそれに適用でき

るか今後の課題としたい。
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